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序論 
１．問題提起 
知識基盤社会においては、新たな知の創造、継承、そしてその活用が社会の発展
に貢献する。高等教育における教育と研究機能を担う大学は、グローバル化の進展、
持続可能な社会づくり、少子高齢化などといった課題が絶えない現代社会において、
これまで以上に大きな役割を発揮することが期待される。  
歴史的に大学は、教育と研究を本来的な使命とした社会に貢献する非営利組織と
して位置づけられてきたが、現在は、より直接的な社会貢献、地域貢献が強調され、
研究成果の商業化、産学官連携、技術移転、大学発ベンチャーなどが世界中の大学
で行われている。米国では 1990 年代以降、大学が過度に研究志向、成果主義・商
業主義に傾倒し、地域社会との関係性が希薄になっていることへの批判に晒された。
これを踏まえ、大学は、社会との互恵的かつ補完的な関係である「エンゲージメン
ト（Engagement）」の重要性を再認識した。公か私かを問わず、大学と企業・行政・
NPO 等とが双方向的に補完的に協力し合い、互いにイノベーション創出を前提と
した価値形成を目指すことで、大学が民主的な市民社会の形成の貢献を目指すパラ
ダイム転換が起きた。そのうえで、都市再生を目的とした連邦政府の政策支援がも
たらされ、大学と地域社会が連携し、コミュニティと経済再生を目指すさまざまな
取り組みが実践されてきた。  
ところが、2006 年、その連邦政府の支援が途絶えてしまうこととなる。以降、米
国では、大学や病院など、民間企業のように業績の良し悪しで撤退することの稀な
地域に根差す大学や病院などの非営利団体による経済活動・資産をエンジンに、地
方政府、民間企業、NPO らとの産学官連携によるコミュニティ形成、経済振興を
進める「Anchor Institution（AI）戦略」が注目されてきた。これらの取り組みは、
地域における雇用促進、企業支援、消費活動による経済活性化、周辺住環境の整備、
健康な地域の促進、インナーシティ対策など、広範囲にわたる効果が期待されてい
る。近年はその一部として、大学、病院による地方自治体への財政支援を通じた公
的サービスの代替機能にも議論が及んでいる。  
我が国でも、大学が政府の支援を受けて全学的に地域を志向した教育・研究・社
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会貢献を進める「地域コミュニティの中心」を目指す取り組みが行われている。大
学が組織的に地域連携活動を進め、大学がもつシーズを用いて、地域が抱える課題
を解決し、地域再生、産業振興を目指す動きへの関心がこれまでになく高まってい
る。現在は、安倍政権の重要経済政策のひとつである「地方創生」と連動し、地域
の大学は、地域経済振興のための人材、労働力育成を担うことも同時に求められて
いる。ただし、我が国が大学に中心的な役割を課した地域再生に対する政策支援は、
米国が辿ってきた経緯同様に、永続される保証はどこにもない。支援が絶たれた際
には、我が国においても、地域を構成する産官学が一体となった取り組みへの転換
が必然となるであろう。  
２．本研究の目的と分析視点 
本研究の目的は、米国で実践される大学・医療機関などの非営利団体の経済活動、
資産を梃とした産学官連携による地域コミュニティ開発と経済振興の事例を範とし、
我が国の大学・医療機関が担うべき具体的な役割の考察にある。本研究では、特に
大学を主な研究対象とし、本研究における分析視点は次のとおりである。  
第一に、「財・サービスの消費活動、調達活動」の有効性である。大学の立地が地
域に及ぼす効果には、教育、研究、社会活動がもたらすさまざまな効果がある。2007
年と 2011 年、文部科学省の委託を受けた日本経済研究所はそれぞれ「地方大学が
地域に及ぼす経済効果分析」及び「大学の教育研究が地域に与える経済効果等に関
する調査研究」を公表している。特に後者では、大学で行われている活動を「教育・
研究」「消費活動」「その他」「施設設備」の４類型に分類し、地方国立大学を事例に、
各大学で行われている活動が地域経済に与える効果を分析している。その結果、地
域経済に新たな需要を生み出す大学の活動として、最も規模が大きかったのが「消
費活動」であったことから、ここに注目するものである。  
第二に、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援の実効性である。米国同
様、我が国も地方財政を取り巻く状況は厳しいがゆえ、将来にわたって持続可能な
公共サービスの安定的に提供することには懸念が残る。私立大学や病院は非営利団
体であり、固定資産税等の各種税金は免除されるのが一般的だが、税収減に苦しみ、
公的サービスが削減せざるを得ない状況にある一部の都市では、大学、病院などの
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大規模非営利団体に対する免税措置の規模に対して、地域貢献への取り組みが足り
ないと批判の声が上がる。そこで、免税措置を受ける大学・病院の固定資産税に相
当する金銭を、地方自治体が半ば強制的に徴収し、公的サービスの維持に供してい
る。これは将来、大学や病院が地方自治体の財政支援を行うことは我が国でも起こ
り得る事態として注視しておく必要がある。  
第三に、病院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性である。本研究では、
大学と同様、地域に根付く大規模非営利団体というコンテキストにおいて、医療機
関、特に病院の経済活動、資産を梃とした地域コミュニティ再生、地域経済振興の
有効性に注目している。実際に、クリーブランド市、デトロイト市といった世界的
に著名な医療産業クラスターがある都市では、医療機関を中心とした AI 戦略によ
るコミュニティ作りが進展するが、大学をアンカーとした取り組みよりも事例が少
ないとされる。その背景には、非営利病院が免税措置を維持する要件として、連邦
法で地域貢献が義務化されている点にある。これまでの非営利病院による地域貢献
の殆どが、制度発足当初から続く無保険者、生活困難者への慈善治療に留まってい
るのが実情である。本研究では、非営利団体で免税措置の資格を持つ大学と病院を
取り巻く状況・環境の違いに鑑み、１章分を非営利病院による地域貢献の検討に当
てる。 
以上を踏まえ、米国の先行事例を元に、我が国の大学や病院の経済活動、資産を
どのように地域コミュニティ形成、経済振興につなげることができるか、を検討 す
る。  
３．本論文の構成 
本論文の構成は以下の通りである。  
序章では、本研究の初発の問題提起、目的と分析視点、本論文の構成及び先行研
究について論じる。 
第１章「米国の大学による社会・地域貢献の歴史的考察」及び第２章「我が国に
おける大学の社会貢献の歴史と関連施策」では、本論文全体の研究の背景として大
学の発展、外部との関わり、社会から期待される使命について歴史的変遷をまとめ
た。制度には経路依存性がある。現在の制度にいたる経路が異なれば、これから進
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んでいく方向も異なる。我が国が米国の制度を導入する場合も、過去が異なれば異
なる結果になるので、本論文全体の背景として歴史的考察を行った。  
第３章「イノベーション創出型政府調達と大学の役割：SBIR 制度に関する日米
比較」では、大学による財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分析視
点に基づき、ベンチャー、中小企業支援に有効な手段して評価される米国の SBIR
「中小企業技術革新制度」と米国に倣って導入された我が国の制度との比較を行う。
特に両国における先端技術やサービスの商業化を目指すベンチャー、中小企業支援
を目的とした政府調達の制度、大学発の先端技術から商業化に至るまでの大学の役
割、並びに中小企業向けの政府調達プログラム（Set Aside）により、大学が「最初
の買い手」としての商業化支援の現状と課題について考察する。 
第４章「農産物の地産地消と大学：意識調査にみる取り組み実績と課題」では、
第３章同様、財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分析視点に基づき、
大学による地産地消を検討する。筆者が行った調査結果から、我が国の大学におけ
る地産地消への取り組みの実態と取り組み促進に向けた課題を考察する。 
第５章「大学による自治体への財政貢献 : 米国の｢善意に基づく税の代替支払｣か
らの一考察」では、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援について、「善
意に基づく税の代替支払（Payment in Lieu of Taxes, PILOT）」を事例に検討する。 
第６章「米国の病院・医療機関による地域貢献の歴史的・社会的変遷：地域経済
振興策からの一考察」では、非営利病院による地域貢献の義務は、制度導入当初は、
貧困者に対する医療費支援という経済的支援であった。近年では、病院が地域の健
康問題、健康格差を解決のための諸活動に対する支出へと要件が変化している。非
営利病院に求められる経済的な地域貢献の視点について、非営利病院への免税措置
制度の社会的、歴史的な変遷から分析する。そのうえで、病院が地域経済振興、健
康な地域コミュニティ形成を担うための問題点、課題を提示する。 
終章では、これまでの議論の成果を概括するとともに、本研究の結論と今後の課
題を明示する。 
４．先行研究 
まず、本研究の前提となる米国における大学の経済活動、資産を梃とした地域コ
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ミュニティ開発、経済振興に関する潮流について触れておく。1997年から始まった
ペンシルベニア大学による取組（West Philadelphia Initiative）がその初端として評
価されている。以降、同大学の事例を手本に、シラキュース、アリゾナ、シンシナ
ティなどが相次いで大学を中心（Anchor）とした地域社会と連携するコミュニティ
再生、地域経済振興を実行に移している。Harkavy et al.（1999）は、1999年の段階
で、人口が多い上位20都市における民間企業・団体の雇用者数の35％は、大学・病
院に属しているという調査結果を引き合いに、大学と病院などの医療機関は、地域
経済振興、コミュニティ再生の主役となり得る「隠れた資産（Hidden Asset）」と評
価している。 
2000年代初頭からは、これらの取り組みの理論化が重要視されるようになる。大
学に留まらず、病院・医療機関、文化施設、民間財団等を中核に据えたAI戦略によ
る地域経済振興の実践と理論化が始まっている。Harkavy et al.（2014）や Anchor 
Institutions Task Force（2015）が議論の整理を行っている。AI戦略が一躍注目され
る要因になったもう一方の要因は、主要都市で発生したインナーシティ問題解決の
手段として、産業クラスター理論で著名なポーター（Michael Porter）が、大学の
みならず医療機関、病院の経済活動や資産がもつポテンシャルを高く評価したこと
による（Porter 1995; ICIC et al. 2006）。病院、医療機関を中心としたAI戦略によ
るコミュニティ再生、経済振興の取り組み事例としては、伝統的な重工業から医療
産業への転換とインナーシティの解決を目指した、クリーブランド市やデトロイト
市が代表として挙げられる。  
続いて、本論文における先行研究を次に述べる。  
第１章「米国の大学による社会・地域貢献の歴史的考察」では、大学の社会貢献
に関する史実は、主として大学史、生涯学習、大学開放といった高等教育分野の専
門家による分析が多い。本件研究を構成するうえで重要となる主な先行研究を紹介
する。小池・天野（2011）は、大学の社会貢献とコミュニティとの連携に関して、
米国の大学が有する知的、人的、物的資源はコミュニティのもつそれらを凌駕して
おり、互恵的な関係を目指すのは容易でないことを指摘する。五島（2012）は、米
国教育史の立場から、公か私かを問わず、大学と企業・行政・NPO等とが双方向的・
補完的に協力して新しいイノベーションを前提とした価値形成を目指す概念「コミ
ュニティ・エンゲージメント」が創出される歴史的背景を考察している。宮田（2002）
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は、産業組織論の立場から、米国の大学の社会貢献としての産学連携の変遷をハイ
テク産業振興・雇用促進といった経済政策の観点から分析している。また宮田（2009）
では、米国の産学連携を軸とした地域イノベーション創造などの地域産業政策 の変
遷を通じ、地方政府の財政支援が後退した際の地域における大学の役割を論じてい
る。 
第２章「我が国における大学の社会貢献の歴史と関連施策」も第１章同様に、大
学の社会貢献に関する史実は、大学史、高等教育、生涯学習、大学開放、産学連携
等の専門家が、それぞれの立場から先行研究を行っている。第１章で紹介した先行
研究は、いずれも我が国との比較分析の視点が備わっているものである。本章にお
ける主な先行研究は次のとおりである。白川他（2007）は、1990年代後半以降の産
業政策、科学技術政策、行政改革の相互作用による大学改革が、日本の大学と社会
との連携の多元化を生んだとし、大学に与えたインパクトを政策調整の次元におけ
る日本的な特性として概説している。福島（2013）は、都市再生と文教政策との政
策融合に至る前の経緯を整理しつつ、大学を都市自治体の知的地域資源の主体とし
て、戦略的地域経営のためのパートナーシップとしての役割を鑑み、その機能と地
域社会において期待される地域主体像について考察している。  
第３章「イノベーション創出型政府調達と大学の役割：SBIR制度に関する日米比
較」では、SBIRの仕組みや運用方法など、制度的側面や政策効果に着目した先行研
究が多い。代表的なものは、SBIRがもたらす雇用創出効果を実証したLarner（1999）
である。全米研究評議会（NRC）は、連邦議会の要請に基づき定期的に同制度の評
価を行っている。2008年の評価報告書（Wessner 2008）が、同制度を包括的に分析
している。我が国における主な論考は、斎藤（1999）が、日本版SBIR導入の歴史的
背景から米国との制度比較を展開している。宮田（2007）は、米国における特許制
度の変革が大学の役割にもたらした変容について歴史的に考察した。その中でSBIR
の設置背景についても触れている。さらに宮田（2011）は、米国のイノベーション
政策が「市場の失敗の是正策」とし、その事例としてSBIRを論じている。科学技術
振興機構（2007）は、我が国における現行の公共調達制度・慣行のなかで、特にイ
ノベーションの促進を阻害している要因を分析している。山口（2015）は、科学技
術振興機構の研究プログラムの報告書を著書にまとめ、日米のSBIR制度の比較、両
国のイノベーション政策の経緯、日本におけるサイエンス産業の現状分析を通じて、
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新しいイノベーションモデルに向かう改革提言を行っている。  
第４章「農産物の地産地消と大学：意識調査にみる取り組み実績と課題」では、
下平尾他（2009）、伊東（2012）は、地産地消の推進が地場産品の生産を刺激し、
関連企業が発展し、地域の資金循環が活発化することで地域が活性化するという立
場から、地産地消を多角的に分析している。櫻井（2007）は、農産物流通論の立場
から、地域で生産される食品を重視する取り組み全般と課題をまとめている。地産
地消がもたらす経済効果については、まとまった統計が整備されていないものの、
七十七銀行（2005）、小野（2007）は、産業連関表から国内農産物の自給率を金額
ベースで１％増加した場合の経済効果の推計を試みている。香月他（2009）は、農
業地域類型等の立地条件別に直売所の展開実態の整理を行い、販売金額規模別に直
売所の特徴を把握している。学校給食における地産地消の取り組みや食育効果につ
いては、内藤・佐藤編（2010）が詳しい。佐藤（2009）は、食料自給率調査や経済
的効果の分析から学校給食の役割とあり方について分析を行っている。大学、大学
生による地産地消活動、特に農村部の活性化への取り組み事例については、中塚・
内平（2014）が事例提供を行っている。 
第５章「大学による自治体への財政貢献 : 米国の｢善意に基づく税の代替支払｣か
らの一考察」では、非営利団体に関する税制の歴史は、我が国の国税庁に相当する
内国歳入庁（Internal Revenue Service、以下 IRS）ウエブサイトが参考になる。黒
木（2015）は、日米間の非営利法人の税制に対する比較分析を行い、IRS が一括し
て非営利法人の認定を行う米国に対し、我が国では非営利法人の設置形態、目的に
よって所轄官庁が異なること考察した。その上で、認可する省庁ごと免税措置の根
拠が異なることが今後の課題であることを指摘している。 地方自治体が実施する
PILOT のケーススタディは、複数の先行研究がある。代表的な研究としては、
Kenyon and Langley（2010）は、多くの非営利団体が、PILOT により地方自治体
が本来負担すべき公的サービスを担っていることから、地方自治体の費用負担を軽
減している。一方で、非営利団体は、警察、消防、道路といった公的サービスの費
用を地方自治体に負わせていると説く。LaClair（2012）は、ボストン市における各
非営利団体、特に大学が所有する固定資産に対する公的サービスの費用を算出し、
PILOT の支払実績との対比を行った。Fei et al. (2015) は、PILOT の歴史的系譜
をまとめ、地方自治体が非営利団体へ過剰に PILOT を要求すると納付額が縮小す
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るとマサチューセッツ州内の過去の実績から実証している。  
第６章「米国の病院・医療機関による地域貢献の歴史的・社会的変遷：地域経済
振興策からの一考察」では、非営利の病院・医療機関に対する連邦税、地方税の免
税措置の要件として、地域貢献（コミュニティ・ベネフィット）が義務化されてき
た経緯と法的要件を概説している研究は数多い。我が国では高山 (2008)が米国の
非営利病院の公益性との関連で、コミュニティ・ベネフィット基準、要件をめぐる
政策の変遷を纏めている。Zuckerman (2013)や Rubin(2013)は、2010 年の「オバ
マケア」成立を境に、非営利病院は地域コミュニティの総合的な健康増進を戦略的
に実施することが法律上求められたなか、病院のコミュニティ・ベネフィット活動
に AI 戦略を取り入れる有効性を指摘している。だが、Singh et al.（2015）は、病
院に対する意識調査の結果を踏まえ、法律改正によって、健康なコミュニティづく
りのために非営利病院が経済的に貢献することが求められる状況下においても、法
的拘束力がないためその効果は限定的であることを指摘する。  
以上をもとに、本研究の学術的、社会的意義について述べる。 
我が国では、現在、経済政策と文教政策が融合して、大学が地域社会の中心とな
り、地域が抱える課題の解決、それを担う人材と地域の労働力育成に取り組んでい
る。しかしながら、米国が取り組んでいるように、大学を対象とした経済活動、資
産を梃とした地域コミュニティ、経済振興に関する研究や議論が、これまで注目さ
れることはなかった。だが、我が国では、大学の立地がもたらす地域経済への効果
という視点から、一部の地方国立・公立大学、大学病院を事例とした産業連関分析
による経済波及効果の検証が行われてきた。前述の文部科学省（2007）及び（2011）
の調査は、対象となった各大学が、それぞれ直接効果の1.5倍程度の経済波及効果を
もたらすことを実証した。以降、同様の調査手法を用いて、いくつかの地方国立大
学、公立大学、私立大学が調査を行ってきた。これらの先行研究は、大学が有する
経済活動、資産が地域経済振興に好影響を与えること示し、我が国の大学は地域経
済振興に貢献するアクターとなり得るとする、本研究の根幹を成している。 
しかし、財・サービスの消費活動、不動産開発など、大学が行う具体的な経済活
動が、地域に及ぼす経済効果についての検討に踏み込んだ研究は見られない。この
ことから、本研究が目指す大学の財・サービスの購入・調達活動を通じた地域経済
振興、中小企業支援という視点に基づいた地域貢献の可能性、並びに関連する政策
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の妥当性と有効性の検討は、学術的に意義が高く、政策含意も大きいものと考える。 
また本研究は、我が国における大学、医療機関の社会貢献のあるべき姿を検討す
る研究の一部としても位置づけることができる。特に、社会・経済資源としての大
学、医療機関による積極的な地域貢献、地域社会へのコミットメントを促進する手
法として、産学官連携による地域コミュニティ振興の有効性という視座を提供する
ことに本研究の新規性がある。この点において、昨今、我が国においても注目され
つつある非営利団体への免税措置に相応した社会・地域貢献のあり方を、米国の大
学、病院が経験した実例から考察することは、社会的にも意義があると考える。  
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第１章 米国の大学による社会・地域貢献の歴史的考察 
１．研究の背景と問題意識 
 本章は、米国の大学による社会・地域貢献に関する歴史的経緯、公立、私立を問
わない大学の理念のパラダイム転換を生んだ現在の大学の社会貢献活動を実施する
「エンゲージド・ユニバーシティ」の概念、産業集積、クラスター等の概念を提起
したポーターが推奨する大学などの地域における大規模な非営利団体アンカーとし
た地域再生など、大学が経済主体として地域貢献に取り組むことに繋がった歴史的
経緯を考察する。 
米国の大学における社会貢献は、米国の特質を示すものであり、古くから地域社
会に対して幅広いサービスが提供されている。例えば、生涯学習の観点からみると、
地域社会が大学の施設を利用するケースや、地域住民が直接「知」に触れることの
できる公開講座や退職者向けの教育プログラムなどが数多く提供されている。州立
大学の教育学部では伝統的に州の公的教育を担う人材の育成といった貢献が期待さ
れており、医学部の附属病院では地域医療を担う医師の教育や医療拠点としての役
割も担っている。大学教育に地域へのボランティア活動、実習などを積極的に取り
入れている大学も数多くある。また、産学連携も大学の社会貢献活動の一環として
実に 100 年以上の歴史を有している。19 世紀後半から大学の理事会のメンバーと
して実業家が多数を占めるようになると、大学は農学、工学といった実学教育を提
供するようになった。やがて、大学の研究成果が地元企業への技術コンサルタント
などを通じて移転されることで、直接経済的な貢献をもたらしてきた。  
２．大学の社会貢献の特質 
２－１．大学の第三の機能 
大学は教育と研究がその本来的な使命でありこの二つの機能が期待されている。
それらと同時に、米国では「社会貢献（Public Service）」が、大学の「第三の機能
（Third Role）」として一般的になっている（辻 2006）。この３つの機能の相互関係
についてコーネル大学の学長を務めたパーキンス（James Parkins）は、1963 年の
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自身の著書の中で、大学を知識の中核として３つの機能を①知識の習得（研究）、②
知識の伝達（教育）、③知識の応用（サービス、社会貢献）にわけ、それぞれの機能
が相互に関連性を持ち、全体的な循環を通じてこそ大学は知識の府として活性化さ
れると主張している（喜多村 1999、p.244）。つまり、教育と研究というアカデミッ
クな機能を中核とし、伝統的にその機能を維持しながら新たな役割を果たすこ とが
求められてきたわけである。  
２－２．米国における高等教育、大学の源流 
米国の大学における社会貢献の概念の歴史的経緯についてみると、その源流は入
植の時代にまで遡る必要がある。ヨーロッパの伝統的な階層社会から新しい理想の
地を求めて英国から移民してきた清教徒らは、米国への入植当時、プロテスタント
教会が設立した優秀な牧師・聖職者を育成するためにリベラルアーツ・カレッジ
（Liberal Arts College）を設立した。これが米国における高等教育の歴史の始まり
であり、1636 年に設置されたハーヴァード大学が米国大学の起源とされる。以降、
イエール、プリンストン、コロンビアなど、今日ではアイヴィ ・ーリーグ（Ivy League）
と称される神学校をベースとした私立大学が続々と誕生していった（Ream 2011）。 
しかし、これらの大学は、それぞれが所在する州政府から設置を認可されていた。
州政府は、私立大学に対し財政支援を行いながら理事会にも関与していたことから、
いわば「半官半民」の体制で発展していった 1。これは、合衆国憲法において、憲法
上触れられていない行政事項は全て州政府が責任を持つという規定より、米国の教
育はその黎明期から連邦政府ではなく州政府が担っていたことに基づいている。巨
額な財政負担を行っていた州政府は、私立大学への支配力を次第に強めようとした。
しかし、1819 年の「ダートマス大学事件2」の判決によって、私立大学側に経営自
主権が保証されたことで、私立大学は一層信者の確保に向けた大学を設置するよう
になった。私立大学が信者獲得のために大学を設置する動きが加速した一方で、州
政府は自身の手で州立大学の設置を進めていくことになった（宮田 2008）。 
３．政府による大学への支援： 法整備とランドグラント大学の成立 
1775 年の独立革命開始から南北戦争に至る時代において、米国の大学は科学の台
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頭、宗教に対する様々な対応、ドイツの大学の影響、工業社会、農業社会の発達等
によって、旧来の神学校型である植民地大学的な体質からの大きな転換に迫られた。
それを受け、一部の州立大学では住民の実学志向や社会の変動を採り入れる形で農
学、工学の教育を実施するようになっていた。ただし、高校進学が稀という高等教
育の普及状態では、州立大学が経営困難に陥るのは不可避であった。信者獲得とい
う大義名分のある私立大学とは状況が異なっていたわけであるが、この州立大学の
経営危機を救ったのが法整備により、実学教育の振興を推進した連邦政府である。  
３－１．モリル法の制定 
米国における 1850 年の産業別の労働力をみると、約 55％が農業従事者、14.5％
が製造業に従事していた（Brady et al. 1996、p.118）。約７割を占める農業と工業に
従事する勤労者階級の存在は、実学教育の需要とその必要性を裏付けている。とこ
ろが、エリートを対象とする伝統的かつ古典的な神学校を中心としたリベラルアー
ツ教育のカリキュラムでは、そういった需要を満たすことができなかった。  
1862 年、南北戦争中に成立したモリル法（The Morrill Act of 1862）は、連邦政
府による国有地の州への払い下げを行った。その売却益で基金を創設し、その運用
利益を基にして、農学や工学を提供する大学（ランドグラント大学）を州内に必ず
１つは設置することが定められた。モリル法の第４条には、法の基本理念が示され
ており、古典的な大学教育に加えて、勤労階級向けの実学教育として、農業、工業
を振興する教育の実践を目指すものであった。モリル法の制定は、エリートに限ら
ず と も 多 く の 人 々 が 生 活 に 直 結 す る 実 学 教 育 を 受 け ら れ る こ と を 可 能 に し た
（APLU 2008, p.1）。欧州を源流とする米国における高等教育が、いわゆる象牙の
塔（Ivory Tower）型からの転換を図った大変重要な節目をもたらした。さらに、社
会の変化や要望に対して柔軟に応えていく大学の社会貢献が期待される契機となっ
た。 
３－２．ランドグラント大学の誕生 
モリル法の理念を受け入れ、初めてランドグラント大学を設置したのがアイオワ
州である。1862 年９月、既存の州立農業大学（Iowa State Agricultural College、現
在のアイオワ州立大学）をランドグラント大学とすることが州議会で可決されたこ
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とに端を発する。その後、1863 年には、カンザス州がモリル法を規範とする高等教
育機関であるカンザス州立大学を新設した。テキサス州のランドグラント大学とし
て 1876 年にされたテキサス A&M 大学の名称にある A は Agriculture、M は
Mechanical である。このように、大学名や学部名に農学、工学が掲げられたことか
らも、州がモリル法の理念を受け入れ、かつ地域住民の実学教育というニーズに応
える姿勢が明確になったといえる。  
その後各州には、次々とランドグラント大学が設立されていったが（National ESP 
2014）、実際のランドグラント大学の設立方法には大きく３つのパターンがある。
第一に、アイオワ州立大学のように既存の学校を発展させた場合。第二にカンザス
州立大学やテキサス A&M 大学のように州が新設した場合。第三に、ラトガース大
学（ニュージャージー州）、バージニア大学（バージニア州）といった元々私立大学
として存在していた大学がランドグラント大学となり農学部、工学部などを設置し
た場合がある3。なお、アイヴィーリーグの一員であるコーネル大学（ニューヨーク
州）は、1865 年にランドグラント大学として創設されて以来、現在も私立という運
営形態を堅持している事例もある4。 
３－３．研究型大学の設立と地域貢献 
 前述の通り、ランドグラント大学が全米各地に設立されたことで、大学は地域に
根ざすアンカーとして、高度な学術や教育を通じて地域社会に多様な価値をもたら
す存在となった。そして、19 世紀後半からは、実学教育の機能も備えた本格的な科
学研究のための大学が設立されるようになる。なかでも、1876 年に設立されたジョ
ンズ・ホプキンス大学では、ドイツ型の大学院教育を目指した設置構想をよそに、
地域がもつ実学教育へのニーズがそれに勝り、同大学の開学時に学部教育が組み入
れられた経緯を持つ。  
 1873 年、 ボル ティ モア ・オ ハイ オ 鉄道 の大 株主 であ った ホ プキ ン ス（Johns 
Hopkins）の死去に際し、彼の遺言には遺産の 700 万ドルの半分を医学部と付属病
院に、半分で大学を設立することに寄付すると記されていた。新大学の設立委員会
は、カリフォルニア大学の初代学長であったギルマン（Daniel Coit Gilman）に目
を付けた。ギルマンは、当時、カリフォルニア大学において、ドイツ型の基礎科学
を重視した教育の展開を目指していた。ところが、西部開拓精神が旺盛で実学志向
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の高い州民感情がそれに勝り、ギルマンが農学、工学といったカリキュラムの強化
を渋ったことで、州政府や地域住民から批判の的に晒されていた。設立委員会は、
ギルマンが目指す大学院教育の重視した構想を受入れ、1874 年にギルマンを学長に
指名した。ところが、地元からはカリフォルニアと同様、新大学は実学教育の普及
をすべしと多くの批判が上がった。そこでギルマンは、農業や工業など、ランドグ
ラント大学が提供する実学を提供する学部教育とドイツ型大学院教育を組み入れ、
1876 年にジョンズ・ホプキンス大学を設立した（Feldman et al. 2003; 宮田 2008）。 
こうして、ジョンズ・ホプキンス大学を祖として、現在では主流となった学部と
大学院を併設するアメリカ型研究大学が広まっていった。それにとどまらず、同大
学は、大学院教育のみの提供に反対し、実学教育の普及を希望する地域のニーズを
建学のコンセプトに取り入れ、さらに周辺地域が抱える問題を解決する地域貢献を
大学の使命とした初の事例としても知られる5。なお、建学の理念に地域貢献が組み
入れられた他の研究型大学の事例としては、シカゴ大学がある。1890 年に設立され
た同大学は、ジョンズ・ホプキンス大学同様、創立当初から研究型大学を目指して
いたが、初代学長ハーパー（William Rainey Harper）は、卓越した研究力と教育を
通じた地域社会とのエンゲージメントを重要視した大学運営を実践したことで知ら
れている（Harkavy et al. 2000; AITF 2009）。 
３－４．ハッチ法の制定 
 モリル法の制定により、農学、工学などの実学教育が制度上勤労者階級に提供さ
れるようになった。しかしながら、農学そのものは新しい学問分野であったことか
ら、専門家がおらず化学、動物学、植物学の出身者が講義を提供することになった。
また、農民側にも農学を学問として学ぶことに価値があることを見出すまでに時間
がかかったという。それゆえ、ランドグラント大学の成立によって農学教育の環境
は整備されたものの、ランドグラント大学は概ね学生集めに苦労し、具体的には、
ウィスコンシン大学では 1880 年までの間、農学専攻の卒業生はわずか１人に過ぎ
なかった（宮田 2008）。ほどなくして、ランドグラント大学の多くは財政難に陥っ
ていったが、それを救ったのが、1887 年のハッチ法（The Hatch Act of 1887）と 
1890 年の第２モリル法（The Second Morrill Act of 1890）である。ハッチ法は、
1862 年のモリル法に基づ き設置された各 州のランドグラ ント大学（1862 Land 
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Grant Colleges ） の 監 督 下 で 設 置 さ れ て い た 農 業 試 験 場 （ State Agricultural 
Experiment Station）に対して、連邦政府が補助金を支出するものである。ランド
グラント大学の農学部に所属する教員の多くは、農業試験場にも兼職していた。ま
た、農業試験場の所長の多くは、ランドグラント大学の農学部長が務めていた。つ
まり、ハッチ法による補助金は、事実上ランドグラント大学の農学部へ拠出された
のも同然であった。すべての大学と農業試験場の関係は上手くいっていたわけでは
ないが、この補助金により、農学部では研究活動が促進され、特に生命科学などの
分野の研究が進展した（宮田 2008; National Research Council 1995）。 
３－５．第二モリル法の制定 
ハッチ法に次ぐ、連邦政府による大学への補助金制度が、1890 年制定の第二モリ
ル法である。第二モリル法は、補助金を受け取る大学は、人種差別をしないアドミ
ッションポリシーを有していることが条件であった。これにより黒人の高等教育が
促進されることになった。さらに、人種・性別ごとに大学を設置することはコスト
面での負担が大きいことから、多くの州で同じ人種内では男女共学が進んだ。  
第二モリル法の制定によって黒人向けの大学の設立が促進されたが、現在 105 校
ある伝統的黒人大学（Historically Black University）のうち 1 校の私立大学（アラ
バマ州のタスキーギー大学）を含む 17 校が第二モリル法制定を機に設置されたラ
ンドグラント大学（1890 Land Grant Colleges）である。連邦政府からの補助金が
州政府を通さずに直接大学へ提供されるようになったことから、大学の運営は楽に
なった。さらに、第二モリル法が州議会の大学運営に関する意識にも影響を与え、
州議会が大学に公的資金を出して支援することに寛容になる契機となったとされる
（宮田 2008、p.17）。 
３－６．スミス・レーバー法の制定：学外貢献の確立 
 前節までに触れたとおり、モリル法の成立以降、ハッチ法、第二モリル法の制定
は、州立大学、特にランドグラント大学が連邦政府からの資金的支援が受けられる
ようになったことで、財務基盤を安定化させることができた。また、モリル法の趣
旨にもある地域住民のニーズにあった農学、工学という実学教育が導入され、かつ
第二モリル法では連邦政府が黒人向けの高等教育の促進がなされたことで、大学の
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存在意義そのものが変遷を遂げたといえる。  
1914 年のスミス・レーバー法（The Smith and Laver Act of 1914）の制定は、「教
育」「研究」に次ぐ（特にランドグラント大学の）大学の機能として「 学外貢献
（University Extension）が明確に加わった。学外貢献とは、地域のニーズの解決、
教育や研究の成果といった大学の資源を非公式かつ単位認定しないプログラムなど
を通じて拡張し、「Reaching out（学外に拓く）」ことである。同法制定を契機とし
て学外貢献は、｢官民連携学外貢献事業（Cooperative Extension Service）｣と｢一般
学外貢献(General Extension)｣という２つの領域でそれぞれ発展することになる。  
３－７．官民連携学外貢献事業 
スミス・レーバー法は、ランドグラント大学による農業の生産性の向上、農産物
のマーケティング、生活改善指導など含めた農業に関する知見を農家や消費者に対
して提供するプログラム（Agricultural Extension）に対し、連邦政府が補助金を与
えるものである。これらの活動は、官民連携学外貢献事業と呼ばれる。連邦農業局
（ USDA ） 内 の Cooperative State Research, Education, and Extension Service 
(CSREES、2009 年に National Institute of Food and Agriculture; NISF に変更)が主
管となり、全米で 1,000 を超える郡・地域に設置されたエクステンション事務局を
通じて実施される。その多くが各州のランドグラント大学によって運営されてきた
（National Research Council 1995）。 
法制定の当時、米国では農村地域の人口が 50％を超え、30％が農業従事者であっ
たこともあり、官民連携学外貢献事業による農業教育プログラムの重要度は非常に
高かった。官民連携学外貢献事業による全国規模の農業改善プログラムは米国の農
業革命といえる程の成果をもたらした6。今日、全米における農業従事者人口が２％
以下となり、約 17％の人口が農村部に暮らす。農業の生産性向上、農村部の生活改
善といった法制定当時の社会状況とは著しく変化している。されども、官民連携学
外貢献事業は、農村部、都市部を問わず全米約 2,900 ある郡に配置された USDA の
エージェントがランドグラント大学と協働して、現代の地域のニーズにあったプロ
グラム、すなわちアウトリーチ活動を提供してきた。例えば、農業、畜産指導に留
まらず、若年層が継続して学校に通うための教育、園芸・健康推進などにボランテ
ィアベースで取り組むリーダーの育成、初等科学教育、農業従事者、コミュニティ
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の後継者教育、水、森林といった自然資源の保全に関する教育、コミュニティと地
域経済発展のための教育といった各種プログラムなどといったものである。なお、
各州における官民連携学外貢献事業の事業体はランドグラント大学、特に農学部に
設置されており、所属教員が実施運営の責任を担っている（USDA 2014）。 
３－８．一般学外貢献 
一般的な「エクステンション」は、原則として大学は連邦等からの補助金を受け
ずに独自かつ自律的に展開されている。米国における一般的なエクステンションの
歴史を簡単に辿ると、南北戦争以前から卒業生・同窓生を対象とした公開講座に遡
る（南 2008）。この公開講座はアルミナイ・カレッジ（Alumni College）として、
1792 年にイエール大学で始まったとされ、対象者は卒業生・同窓生が中心であった。
現在のエクステンションの原型は、1870 年代から英国ケンブリッジ大学、オックス
フォード大学等で始まった夫人や労働者など大学に出席できない階層に対する講義
の提供を事業化したことに端を発する。すなわち、大学が有していた教育資源を特
権階級に占有されていた高等教育を一般に開放するのが目的であった（佐竹 1973; 
The American Society for the Extension of University Teaching 1911 ）。英国でのこ
の動きが米国へと伝播し、1880 年代後半からウィスコンシン大学、カンザス大学、
シカゴ大学などが次々と学外貢献部（University Extension Division）が組織された。
その後、1910 年から 25 年にかけて全国的に学外貢献部が相次いで設置され、大学
が地域社会へのサービスを主体的に提供するようになった。具体的には、大学教育
に留まらず、「①通信教育（Correspondence Teaching）、②講義（Lecture Service）、
③サマ ース クー ル（Summer School Programs）、④学 外貢 献ク ラス （Extension 
Classes）、⑤出版、刊行物サービス（Press and Publication Services）、⑥夜学校、
宿泊センター活動（Evening School and Resident Center Activities）、⑦図書館サー
ビス（Library Lending Services）、⑧映像と視覚補助サービス（Film and Visual Aid 
Services ）、 ⑨ 会 議 と 短 期 研 修 活 動 （ Conference, Institute, and Short Course 
Activities）、⑩放送サービス（Broadcasting Services）、⑪コミュニティ、各種機関
団体等への特別サービス（Special Services for Communities, Institutions, and Other 
Interest and Professional Group）」など、生活全般に関する多様な事業が学外貢献
部によって提供された。  
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1930 年代以降、学外貢献部は成人の「継続教育 (Continuing Education) 」を、
60 年代には高等教育の大衆化と生涯学習の担い手となった。70 年代半ばになると、
学外貢献部の多くは継続教育部に改組され、教養教育から専門教育にわたる多様な
プログラムを提供した（Morton 2011; 南 2008）。  
３－９．公費による大学支援制度の確立 
連邦政府による「間接的な高等教育支援」についても簡単に触れておく。1944
年の復員兵最適用法（通称 GI Bill）の施行により、復員兵に対して奨学金が支給さ
れたことで 多くの就 学機会が 提供さ れた。 1958 年施行の 国防教育 法（ National 
Defense Education Act）は、いわゆる「スプートニクショック」を受けたものであ
る。初等教育から大学に至る科学教育の充実を目的に、連邦政府からの学生向けロ
ーンが拡充されている。1965 年の高等教育法（Higher Education Act）は、連邦政
府の資金が大学の施設拡充に用いられ、大学を経由して低所得者層の学生への奨学
金による支援が行われるようになった（宮田 2011; 2012）。 
３－１０．産学連携 
第二次大戦まで、米国の大学は、前述した農学への研究支援や官民連携学外貢献
事業を除き、一般的には連邦政府からの資金を受けることに慎重であった。それは、
資金を受ければ連邦政府からの良からぬ干渉を受けることを懸念していたためであ
る。第二次大戦をきっかけに、連邦政府から多額の研究資金が大学に流れるように
なり、マサチューセッツ工科大学やスタンフォード大学に代表される研究大学は、
その規模を拡大していった。1970 年代に入ると、欧州や我が国の企業の技術力の向
上から、米国企業の優位性が保たれなくなった。このことから大学の研究成果を足
掛かりに技術革新を行い、より直接的に大学の研究成果を企業に移転する方法が検
討された。それを踏まえ、1980 年に特許商標法修正条項（バイ・ドール法、Patent 
and Trademark Law Amendments Act/The Bayh–Dole Act）が制定され、大学から
民間への技術移転の基盤が作られた（宮田 2011）。 
従来の制度では、大学が連邦資金で研究開発を行う場合、その成果に関する特許
は政府に帰属していた。バイ・ドール法はこれを改め、大学側にその所有権を認め
た。これにより、大学は研究成果を提供した企業等とライセンス契約を結び、ロイ
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ヤルティ（特許使用料）収入を得られるようになった。つまり、バイ・ドール法は、
大学から企業への技術移転を通じて、大学側は自前の資金を確保することができる
こととなり、技術移転活動に対する経済的誘因を与えたことになる。これらの活動
は各大学に設置された技術移転機関（Technology Licensing Office, TLO）を通じて
行われるようになり、産学連携の活発化や、グーグル、HP といった大学発ベンチ
ャーも数多く生まれた。米国に遅れて 20 年、1999 年になって、日本版バイ・ドー
ル法と呼ばれる「産業活力再生特別措置法」が施行された。その前年には、大学で
生まれた技術を企業へ円滑に橋渡しする組織である TLO の設立を促す「大学等技
術移転促進法（TLO 法）」が成立した。これらを契機に、産学連携の動きが急速に
活発化した。  
４．大学教育の大衆化と大学の格付化 
４－１．大学の大衆化 
社会の成熟化が進んだことや学外貢献活動などにより、高等教育に対する敷居が
徐々に取り払われるようになる。第二次大戦終了時にはわずか 10％であった大学進
学率は、60 年代になると特権（エリート）を対象としたものから徐々に大衆（マス）
へと門戸が広がる。70 年代には、大学進学率が 35％以上となり、大学教育は米国
の社会学者トロウ（Martin Trow）が指摘したような大衆化へと進展した（トロウ
1976）。1989 年では進学率が 50％を超え、大学進学はよりユニバーサルなものとな
った。1869 年には 563 校であった大学数は、1900 年には 977 校、50 年後の 1950
年には 1,852 校、70 年には 2,556 校と年々上昇していった。その設置形態も多様化
が進み、私立の四年制大学は 1970 年になると全大学数（2,556 校）の約半数に当た
る 1,230 校を占めるに至った（Snyder et al. 2012)。1994 年には、全大学数が 3,595
校になった。その要因としては、経済成長に伴う新中産階層の増大による進学率の
増加の他、1960 年代半ば以降においては、ベビー・ブーマーが大学進学を迎えたこ
と。そして、第二次世界大戦、朝鮮戦争後の復員兵士援助法（GI Bill）による復員
兵士の大学入学が挙げられる。大学数の増加は、前述のとおり高等教育の多様性を
もたらすだけではく、大学の建学の理念、設置形態などは多種多様化してきたこと
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の裏返しでもある。この大学教育の多様化は、社会貢献が法律で義務化されていた
ランドグラント大学の存在意義そのものにも疑問がもたらされるようになる。  
４－２．大学の区分化（カーネギー区分） 
学びたい人々の多様な知、高度な知に対するニーズを満たすために、大学はより
多くのリソースを提供することになる。特に、第二次世界大戦後の大学院教育によ
る博士号、修士号の授与、学士課程に加え、学生らはさらに高度の商業、農業、鉱
業、漁業などの分野の職業訓練等のコースの受講が可能となった。このことは、大
学における教育とビジネスとの間の境界線が次第に不明瞭になったことを意味し、
後に産学連携への道筋が敷かれることになる。多くのランドグラント大学も例外と
はならず、大学院教育の充実が求められるようになった。  
学生の大半は学士課程に在籍しているにも関わらず、研究を通じた新たな知の創
造と大学院教育へと大学の役割が進化した。むしろ、旧来ランドグラント大学が有
していた地域コミュニティが求めるニーズに対する知の提供という機能は、次第に
コミュニティカレッジへと移譲されていった（McDowell 2001)。1994 年、カーネ
ギー教育振興財団によって大学の分類（カーネギー分類）が実施され、1994 年には
公私を問わない 125 の高等教育機関が「研究大学（Research University）」と区分さ
れた。これらは全領域の学士課程と博士号のための大学院教育を実施し、かつ研究
に高い優先権を与えている存在であり、米国高等教育の最高峰と位置づけられた。
このうち約 3 分の 1 の 43 校は、ランドグラント大学が占めた。更に 88 校「研究大
学１型（Tear 1）」と区分された大学のうち 22 校がランドグラント大学であったが、
1862 年のモリル法制定時に設立されたランドグラント大学はこのなかに含まれて
いない。残りは、研究大学と比べ研究活動よりも博士号授与に注力する「博士大学
（Doctoral Institution）として区分されることとなった7。 
５．エンゲージメントと大学 
５－１．ランドグラント大学の原点回帰 
教育からかけ離れた研究志向、成果主義、商業主義が追求されていることから、
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本来ランドグラント大学、州立大学が有していた地域社会との関係性が失われてい
るという批判があった。米国の大学は社会からの信頼が薄くなっており、国の教育
の 中 心 的 な 役 割 か ら か け 離 れ て い る と い う 懸 念 が 強 ま っ た （ McDowell 2001; 
Mawby 1996; Boyer 1996）。1996 年、州立大学、ランドグラント大学、州立大学シ
ステム等で構成される全米州立・ランドグラント大学協会（The Association of 
Public and Land-Grant Universities, APLU）は、1996 年に州立大学の将来像を検
討する特別委員会（Kellogg Commission in the Future of State and Land-Grant 
Universities）を設置した。同委員会は、「Return to Our Roots」を主題に６つの報
告書を発表した。注目されるのは、大学と社会が課題を共有し、互恵的に繋がるエ
ンゲージメン ト（Engagement）を基本とする「 エンゲー ジド・ユ ニバ ーシティ
（Engaged University）」を新しい大学像として提示している。なお、同報告書では、
エンゲージド・ユニバーシティは、少なくとも下記の３点の果たすべき役割を例示
している。 
 昨日でなく今日（Today）と明日（Tomorrow）の学生のニーズに対応する
組織であること  
 研究とエンゲージメントとをカリキュラムに組み入れ、実学的な経験を提
供し、学生の将来に向けて、学生の経験を豊かにすること  
 大学が有する重要資源（知識と専門知識）はコミュニティの問題解決のた
めに供すること  
なお、同委員会は、「教育」「研究」「社会貢献」という大学の３つの機能に替わる
概念として、「発見（Discovery）」「学び（Learning）」「エンゲージメント（Engagement）」
を示し、これまでの大学理念そのものの転換を提起した。すでに述べたとおり、大
学はこれまで学外貢献活動等を通じ、様々な地域課題の解決、生涯教育、リカレン
ト教育といった社会のニーズに応えるためのアウトリーチ活動を展開してきた。  
現在では、アウトリーチとエンゲージメントは、コミュニティとのパートナーシ
ップを通じ、大学の教育、研究、サービスをもって社会の課題を解決していくとい
う点ではほぼ同意義に使用されることが多い。但し、概して外部に対して拓いてい
く（アウトリーチ）という活動では解決できなかった課題を、外部との関わりを通
じて大学自らも含めた全体が発展する（エンゲージメント）概念が必要となったわ
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けである。  
５－２．大学理念のパラダイム転換 
このエンゲージメント・ユニバーシティという概念では、大学が有する機能であ
る教育、研究、社会貢献は別々の機能として捉えることはできない。研究は学術界
という境界を越えた社会の利益への探求を、教育では教室、キャンパスの壁を超え
る学びを、社会貢献は公共に対して直接便益が提供することを通じ、社会・コミュ
ニティを拡大させる。それと同時に、大学における発見と学びも増進させるのであ
る。これらの活動は大学が有する機能の全てが発見と学びに繋がるものであり、そ
れらは大学が一方的に提供されるものではない（Ramaley 2005; 2007）。ゆえに、大
学と社会とがお互いに実利のある関係に基づくという考え方であるエンゲージメン
トを基調とした大学運営は、大学理念のパラダイムの転換をもたらしたといえる。
さらに、エンゲージメントを基調とする大学像について、五島（2012）は、「公的
な利益か、私的な利益か、という二項対立的な考え方では実現できない。なぜなら、
高等教育が社会にもたらす利益について、公と私の境界を明確に分けることはでき
ない」と指摘する（五島 2012、p.3）。この指摘を用いて整理すると、エンゲージド・
ユニバーシティには、公立、私立、四年制、二年制といった大学の運営形態の境界
も同様に分けることは難しいといえる。 
５－３．地域のアンカーとしての大学と地域のパートナーシップ 
このようにして、エンゲージメントの理念に基づく社会貢献が大学の使命として
定着を見たわけだが、その一方で、1980 年代から大学は周辺と地域との連携を築く
動きが広がりを見せていた。この背景にはレーガン政権下で、連邦政府により実施
されていた貧困対策や福祉政策が民間機関や地方機関へと移譲されたことによる。
その主要な委譲先となったのが、財団（Foundation）と大学である。大学や財団が
貧困層のエンパワーメントを目標に掲げてさまざまな取り組みが行われたが、財団
が 中 心 と な っ て 実 施 す る 貧 困 問 題 へ の 取 り 組 み は CCIs （ Comprehensive 
Community Initiatives ）、 大 学 が 中 心 と な っ て 実 施 さ れ る 取 り 組 み は UCPs
（University-Community Partnerships）と称された（Boyle et al. 2005)。 
企業、ビジネス、近隣住民などは、都市部周辺での低所得者層向け地域の存在か
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ら目を背けがちである。連邦政府や州政府が主導するプロジェクトは、予算の制約
があり長期間にわたっての実施が期待できないなか、地域の中心にある大学であれ
ばその役割を果すことができる。その点大学は、キャンパスを容易に移転すること
ができないがゆえに、簡単に地域との関係が断たれることがない。また、キャンパ
ス周辺の地域社会が有する課題を解決する主体として、まちづくり、雇用、資金提
供等の能力を備えている。ゆえに、大学はコミュニティの有力なコミュニティ動員
型の経済開発（Community-based Economic Development）や、市民参加型の開発
（Civically Engaged Development）への支援に対し、中心的な役割として期待され
たのである（AITF 2009）。 
５－４．加速する大学と地域との連携 
 大学が地域との連携を深める 80 年代の動きは、90 年代に入って更に加速する。
1992 年、連邦住宅都市開発省（Department of Housing and Urban Development, 
HUD）は、「住宅とコミュニティ開発に関する法律（Housing and Community 
Development Act）」施行した。1994 年には、HUD 内に大学を中心としたコミュ
ニティ開発を促進する専門部署 （Office of University Partnership, OUP） が設置
された。OUP が中心となり、学生、教職員、近隣の機関がコミュニティの経済再
生、雇用創出と地域の構成員の健康増進のために共働するキャンパスとコミュニテ
ィのパートナーシップの形成を目指す COPC（Community Outreach Partnership 
Center Program）プログラムを実施された。COPC によって、大学はコミュニティ
の抱える問題解決に関わることを条件に、３年間で 40 万ドルの補助金を得ること
となった。2006 年までの間、COPC は、全米 200 超の大学に対し、約 4500 万ドル
の補助金を提供してきた。  
また、1999 年には、全米の 800 以上の主要大学の学長が一堂に会し、高等教育
とコミュニティの関係について協議をもっている。その結果として、大学とコミュ
ニティが共に向上するには、パートナーシップ（Partnership）が不可欠であること、
およびパートナーシップの構築には大学が市民的責任を自覚し、行動することが必
要であるとした「Presidents' Declaration on the Civic Responsibility of Higher 
Education（高等教育の市民的責任に関する学長宣言）」が採択された。この宣言が、
現在では全米の 1,100 を超える大学が加盟し、コミュニティの向上と学生に対する
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市民および社会の一員としての教育を目的とする「キャンパスコンパクト（Campus 
Compact）」活動（1985 年設立）や、我が国にも導入が盛んになってきているシチ
ズンシップ教育が促進される要因となった（小池・天野  2011）8。 
５－５．戦略的に活用すべき大学の影響力  
大学、病院等の非営利団体、地方自治体、動物園、博物館といった文化施設、大
規模の財団等は、多くの場合、地域最大の雇用主であり、地域経済を牽引する重要
な存在となっている。これらの機関は民間企業とは異なり、一旦立地すると地域に
根差し移転することが稀な存在である。加えて、経済・社会状況、投資された資本
量などに関係なく、地域社会との強い繋がりをもつ。いち早くこの特徴を認識し、
大学が有するあらゆる資源を投入して、地域社会との連携をもとに、荒廃したイン
ナーシティ内に存在するキャンパス周辺地域のコミュニティ再生を目指したのがフ
ィラデルフィア市におけるペンシルベニア大学の取組である。以下、同大学がまと
めた報告書（Penn Institute of Urban Research 2014）から同大学の取り組みについ
て簡単に触れておく。 
 
５－５－１．ペンシルベニア大学の事例 
背景： 1990 年代初頭、米国の多くの都市同様に、西フィラデルフィア地域（West 
Philadelphia）は、治安の悪化、20％以下という住宅所有率、不動産物件の高い空
室率といった「インナーシティ」問題を抱えていた。特に 1950 年から 90 年には、
約 33 万の人口が約 22 万人に減少し、人口に占める移民系黒人層の比率が 17％から
77％へと急増したことがその深刻度を物語っている。西フィラデルフィア地区の一
部である University City 地域は、ペンシルベニア大学の他に数多くの大学、医療機
関が密集するいわゆる「Eds and Meds」の地域であった。  
しかしながら、教職員は治安や居住環境の悪化するにつれ、住まいをキャンパス
周辺から郊外に移し、学生もまたキャンパス周辺には住まず、離れた場所から通学
するケースが目立つようになった。1994 年と 96 年には、ペンシルベニア大学から
２ブロック程離れた場所で同大学の大学院生が暴漢に殺害され、学生寮周辺でも学
部生が狙撃される事件が発生した。これを受け、1,000 名を超える学生の保護者が
同大学理事会に対して対応策を求める署名活動が実施され、当時の総長ら経営陣は
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地域コミュニティと大学の結びつきの重要性を認識することになった。 
ペンシルベニア大学の経営陣は、市長、大学周辺のステークホルダー、コミュニ
ティの協力者との相互協力体制をまとめ上げた。そのうえで、1997 年には大学が中
心とした、５つのアプローチからなる地域再生プラン「West Philadelphia Initiatives
（WPI）」を示し、実行に移していった。  
WPI５つのアプローチ： 
①安全で清潔な環境の促進  
②キャンパス警察など公権力の監視範囲を地域一帯へ拡大： 
University City 一体を特区とした公共サービスの展開（例：公共スペースの設
置、街路樹の維持管理、街灯や標識の増設、同地域のブランド展開を通じた観
光客、地元ビジネスに貢献する消費者の求引活動等）  
③教職員、従業員向け住宅のサポート：    
大学教職員、従業員がキャンパス周辺に住宅を購入する際、もしくは住宅を改
築・改装する際補助金の拠出。空き家となっている不動産の買い上げ。それら
の転売や貸出の実施  
④産業界との協働関係の構築：    
ペンシルベニア大学が有する未開発の土地を商業・複合施設として再開発  
⑤地元経済活動の促進：    
「Buy West Philadelphia Program」という地元の中小企業事業者からの財・サ
ービスの調達を促進し、施設建設を含む全財・サービス消費活動の５％もしく
は 25％以上の施設建設契約はマイノリティ、女性・退役軍人・身障者が経営す
る企業からの調達とする規定  
⑥公共教育への投資：   
地域の公立学校と教員組合と連携し、新しい地元重視の K-8（小中学校）学校
の開発のために、同大学が土地を寄付し、建物建設、カリキュラム構築を支援。
また 80 万ドル規模の運営補助を地域が運営する公立学校に補助  
WPI の効果： 2012 年、WPI の効用・効果の規模の調査が行われたが、以下は 1990
年と WPI を実施した 2010 年との比較である。 
・人口： University City 地区の人口は３％増（46,500 人） 
・人種構成： 白人―変化なし、黒人―３％減、アジア系―10％増 
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・自宅保有率：一部地域で３％増、全体では約 1,000 軒が大学補助による不動産
購入 
・貧困率： University City 地区で 10％減、所得の中間点（Median Income）が
18％減 
・治安： 犯罪率は 50％減少（1996 年との対比） 
・経済開発： 大学による地元企業からの財・サービスの調達額は毎年 100 億円
以上となり、規模は 2％から 13％に増加。うち、マイノリティ経営
者の企業が全委託業者に占める割合が 25％、全委託費の 39％を占
める 
・商業開発： 商業物件の面積は 37％増、商用物件 1 平方フィート当たりの賃料
が 54％増（400 ドル） 
ちなみに、WPI が大学そのものにもたらした効果は次のとおりである。  
・入学希望者数：  増加に転じたことで Acceptance Rate が 12％となる 
・募金活動： 2007 年から始めた募金活動で 50 億ドルが集まった  
なお、WPI 開始以降、同大学の経済規模は、大学病院等を含めた大学全体の従業
員数が 16,400 人名を超えた。大学関連での雇用者数は 31,000 人を超えるペンシル
ベニア州では３番目に大きな雇用を抱える民間機関となった。年間 70 億ドルの財・
サービスの消費活動を行っており、雇用者全員宛の給与は年間 23 億ドル、間接的
にフィラデルフィア市内で 57,200 人、州全体では 145,000 名の雇用を創出してい
る。 
 
５－５－２ ペンシルベニア大学を範としたシラキュース大学の取り組み  
ペンシルベニア大学の成功を範として、シラキュース、アリゾナ、シンシナティ
などが相次いで大学を中心（Anchor）とした、地域社会と連携したコミュニティ再
生、地域経済振興を実行に移した。ここでは、地域経済とコミュニティの再生を図
る目的で、自らを地域の Anchor Institution と位置づけ、地域に貢献することを大
学のミッションに掲げたシラキュース大学の事例を紹介しておく（（CEOs for Cities 
2005; CEOs for Cities with Living Cities 2011）。 
Nancy Cantor 学長9が就任した 2004 年、シラキュース大学は、「Scholarship in 
Action 」 と い う ス ロ ー ガ ン の も と 、「 大 学 が 公 共 財 と し て 、 さ ら に は  Anchor 
30 
Institution としての役割を確立し、公共・民間・非営利機関ら各経済セクターをパ
ートナーに、大学が有する知的財産を梃となること。そして、今日の知的基盤社会、
グローバル社会に必要となる役割果たしていくこと」を大学のミッションとして示
した10。この動きは、高度な教育・研究レベルと全国規模のスポーツチームを有す
るというシラキュース大学のイメージは、周辺地域に貧困率が 34％を超える街であ
ることによって阻害されている、と大学側が認識したことが発端となっている。  
シラキュース大学が実施した周辺地域との主要なイニシアチブに、「The Near 
West Side Initiative（NWSI）」がある。NWSI は、シラキュース大学が有するあら
ゆる資源を梃として、貧困率が全米でも上位 10 番に数えられた大学周辺地域の
Near West Side 地区のコミュニティの再開発を目的に創設された。NWSI の最重要
プログラムとして実施されたのが、「Connective Corridor（CC）」である11。CC、
シラキュース大学、シラキュース市およびオノンダガ郡のパートナーシップ、すな
わち高等教育とコミュニティとのエンゲージメントによって実施されている。CC
の目的は、キャンパスと市街地を繋ぐ 1.6 マイルにわたる Near West Side 地区の街
路を、シラキュース大学の芸術、テクノロジー、デザインの拠点かつ市民インフラ
として整備し、地域全体を再開発することにあった。  
大学側の目論見としては、一連の開発過程で生じる経済発展を通じて、地域の雇
用の健全性を促進し、同時に大学の学生の教育研究力の底上げにあった。シラキュ
ース大学は、2006 年にこれらのプロジェクトの実行部隊として「Near West Side 
Initiative, Inc.」という非営利法人を設立し、現在までに約 50 名の教員と 1,000 名
を超える学生がこのイニシアチブに参加している。  
CC の創設期における資金は、シラキュース大学の自ら拠出した予算によって支
えられた。かつては有名なレストランであり、歴史的な建物として認知度の高かっ
たビルは NWSI の本部として借り上げられ、長い間入居のなかった倉庫は、大学が
設置した芸術家の活動拠点となった。環境サステイナブルをコンセプトに、芸術家
の作品を常設する公園、花が咲き誇る街路整備、遊園具のある公園の設置、芸術家
のサポートセンターやスタジオ、病院、コミュニティガーデン、図書館などを次々
と整備されていった。さらに、同大学の建築学部の学生が設計した手ごろな価格か
つ非常に環境に優しい住宅が約 60 棟建設された。これらを若手芸術家らの住まい
として提供したことで、全米グリーン建築評議会（U.S. Green Building Council）
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の「Global Leadership Award」を受賞している。これらを実施するうえでは、財・
サービスにとどまらず、施設整備・建設に伴う調達・発注行為が生じる。シラキュ
ース大学では、マイノリティ、女性企業家の中小企業向けへの発注量を意図的に増
やした。その結果、地域全体で 337 名分の正規雇用を生み出したと算出している。 
NWSI によると、これらイニシアチブ全体で 7,000 万ドルの投資が行われ、民間
財団、企業、政府等からも約 5,000 万ドルの資金調達に成功している。うち 1,380
万ドルは、ニューヨーク州からコミュニティ開発目的に融資されていた資金であっ
たが、取り組みの実効性を認められ返済免除となったものである 12。NWSI の主要
プロジェクトは、「SALT（Syracuse Art, Literacy, Technology）District」構想へと
名称が変更されている13。シラキュース大学はプロジェクトの推進役として、教職
員、学生が、連邦政府、州政府、郡、地域のパートナーともに、地域再開発と同時
に新たな革新的な研究や成果をもたらしている。 
５－６．Anchor Institution 戦略  
2000 年代初頭からは、大学に留まらず、病院・医療機関、文化施設、民間財団等
を中核に据えた Anchor Institution（AI）戦略と称される地域経済振興の実践と理論
化が始まった（Harkavy et al. 2014; AITF 2015）。特に巨大な経済規模を有する病院
に対する期待は大変高い。人口の多い上位 20 都市における民間企業・団体の雇用
者数の 35％は、大学・病院に属しているという調査結果をもとに、AI は大学や病
院は地域における力強い経済のエンジンであり、地域を健康にする存在と期待され
たのである（Harkavy et al. 1999）。 
各種調査によると、全米の大学数の半数以上となる約2,000大学が都市部に所在し
ている（Initiative for a Competitive Inner City and CEOs for Cities, 2002）。2013
年度の統計では、全米の二年制、四年制大学は、年間517億ドル消費活動を行って
いる（National Center for Education Statistics, 2016）。都市部における大学という
組織は、近隣住民の雇用、教育・訓練の実施、地元企業からの財・サービスの購入、
研究成果の技術移転、施設建設や維持、不動産開発、住環境の整備、学生・教職員
やその客人らが近隣地域で消費活動を行っている。AIによる地域経済振興が盛んと
なる契機となった要因は２つ考えられる。第一に産業クラスター論に基づく経済開
発の潮流を作り出したポーターの存在である。近年ポーターは、中心市街地の衰退
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による失業率、貧困率、犯罪率の上昇などの「インナーシティ（Inner City）」の
再活性化に関心を持っている。ポーターは、この課題を解決することを目的として、
1994年に ICIC（The Initiative for a Competitive Inner City）というNPO法人を設
立した 。2001年には、ICICが企業経営者集団「CEOs for Cities」と共同して、大
学が有する経済的な資源を最大限に利用することで、インナーシティ問題を抱える
都市部の経済再生を目指すアクションプラン（Leveraging Colleges and Universities 
for Urban Economic Revitalization）を公表している。同プランによると、1996年時
点で、約1,900の都市部にある大学における給与や財やサービスの購入に費やす支出
が約1,360億ドルあり、同年の連邦政府による都市政策の投資額の約９倍あること。
さらに、都市部の大学においては約200万人もの雇用があり、そのうち３分の２は
教員以外の事務・サポートスタッフである。大学が有する資源は、その存在だけで
地域への莫大な経済効果をもたらす存在であり、立地する地域における生活の質の
改善にむけて、無視できない存在であることを指摘した。  
第二に、HUDが実施した大学を中心とした地域コミュニティの発展を加速化する
補助金プログラム の廃止であ る。前掲５ －４で触れたHUDの補助金 プ ログラム
（COPC)は順調に推移していたものの、2006年度の予算編成の際、財政赤字の削減
を目指すブッシュ政権による事業仕分けの対象となった。2005年度は、対テロ戦争
での勝利、国土安全保障の強化、経済成長と雇用創出の推進が優先された予算編成
がなされていたが、2006年度予算では、財政赤字を2009年度までに半減する政権公
約の達成を考慮し、経済成長、雇用促進の方針から支出削減へと舵が切られた。但
し、防衛関連予算が前年度比の4.8％、国土安全保障関連予算として 3.0%が増額さ
れたため、防衛・国土安全保障関連以外のプログラムには、約１%の予算減が必要
となった。そのため、ブッシュ政権は、防衛・国土安全保障関連以外の150プログ
ラムの事業仕分けを実施し、連邦政府15省庁のうち９省庁の予算を削減した。なか
でもHUDの削減規模は最大11.5％カットの影響を受けた。以降、2012年度にCOPC
が廃止されるまで、COPCへの予算配算は復活しなかった14。 
地域にとって、これまで補助金に頼ってきた地域コミュニティ振興から、大学や
病院など一度地域に根差せばなかなか移転することのない安定した大規模な非営利
団体をアンカー機関として、地方自治体、民間企業、NPOらによる産学官連携型事
業へと転換する契機となったといえる。 
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６．検討と含意 
本章では、米国の大学における教育、研究に次ぐ第三の機能と位置づけられてい
る大学による社会・地域貢献の歴史的経緯を考察した。米国の建国以降、地域の高
等教育や大学開放事業は、キリスト教系教会が設立した私立大学によって提供され
てきた。ところが、1862年のモリル法の制定によるランドグラント大学の誕生は、
大学が有する教育・研究の機能を活かし、大学が主体となって地域社会のニーズに
応えるという大学そのものの機能の変革をもたらした。また、新しい大学像を打ち
出すという意味合いにおいても大きな影響を与えた。モリル法の理念を基とするハ
ッチ法、第二モリル法、スミス・レーバー法という一連の連邦政府による法制定は、
以来今日にいたる100年以上も展開されてきた大学による多様な「社会貢献」の源
流といえる。注目すべき点は、これらの法制度の確立により、地域社会への貢献を
目的として、連邦・州政府が（主として）ランドグラント大学を対象に財政支援す
る制度が確立したことにある。すなわち、ランドグラント大学、州立大学を中心と
して社会貢献、地域貢献が大学の機能であり、かつ使命であることが認知されるに
至ったのである。  
モリル法に続く、連邦政府による大学支援とその各種連邦法の制定は、公立・私
立の設置形態を問わず、大学が地域社会への多様な貢献活動を実施するきっかけと
なり、大学へ多くの公的資金が給付された。近年の事例では、1990年代以降に実施
された連邦政府の貧困対策、福祉政策の一部は、大学を中心とした民間機関や地方
機関へ機能が移管された。加えて、大学が地域の経済振興、雇用創出、地域コミュ
ニティが抱える問題解決に関わることを条件に、連邦政府から多額の補助金が拠出
された。ゆえに、大学は連邦法により公的資金を受け取ることで、社会資本として
の存在意義を高め、地域、社会のための貢献活動を進めてきたと、言い換えること
もできよう。  
他方、1990 年代後半の米国の大学では、教育からかけ離れた研究志向、成果主義、
商業主義が追求されていることもあり、大学と社会とのかかわりを見直す動きが加
速 し た 。 そ の 概 念 と し て 、 大 学 と 社 会 が 互 恵 的 に 繋 が る 「 エ ン ゲ ー ジ メ ン ト
（Engagement）」という理念に基づき、大学に関係する全てのアクターが学際的に
垣根を越えて協働することを目指すようになった。このエンゲージメントを基調と
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する大学像へのパラダイム転換は、社会との互恵的な繋がりという点では、大学が
社会にもたらす利益や貢献を公と私の境界を不明確にする（五島 2012, p.3）。換言
すると、エンゲージメントを重要視する大学の社会貢献は、公立、私立、四年制、
二年制といった大学の運営形態の境界も不明瞭にするといえる。但し、小池・天野
（2011）が指摘するように、大学の社会貢献とコミュニティとの連携に関して、米
国の大学が有する知的、人的、物的資源はコミュニティのもつそれらを凌駕してお
り、互恵的な関係を目指すのは容易でないことには注意を図らねばならない。  
最後に、本章における考察から我が国に得られる示唆として指摘しておきたいの
は、公的援助の後退に対する警告である。本章で見た通り、米国では、大学を中心
とした地域コミュニティ振興は、公的支援、補助金に頼ってきた地域コミュニティ
振興から、大学や病院など一度地域に根差せばなかなか移転することのない安定し
た大規模な非営利団体をアンカー機関として、地方自治体、民間企業、NPO らに
よる産学官連携型事業へと転換する契機となった。宮田（2009）は、産学連携の視
点から、地方政府の財政支援が後退した際の地域における大学の役割について、 大
学が主体的に中間的な立場で運営の中心となる立場の有用性を指摘する。まさしく、
AI 戦略に基づく大学の取り組みは、公にも私にも偏らない、中間的な立場として成
立しているのである。  
                                                   
註 
1 ここで連邦政府が大学への支援に関与していないのは、合衆国憲法で触れられている
行政的な職責は連邦が受け持ち、それ以外は州政府が受け持つことになっており、憲法
には教育に関する記載がなかったことから州政府の管轄下となっている。現在も米国に
は軍の士官学校以外に国立大学は存在していない。  
2 Dartmouth College Case; Dartmouth College v. Woodward, 1819. ダートマス大学は、
1769 年にイギリス国王の特許状により設立された。1818 年、ニューハンプシャー州政
府は、ダートマス大学に巨額な補助金を拠出していたこともあり、同大学が有するイギ
リス国王の特許状に変更を加え、同大学の運営権を州から任命された理事会にゆだねた。
これは、事実上大学が州政府の管理下に置かれることを意味し、ダートマス大学がこれ
に不服を申し立て訴訟へと発展した。1819 年 2 月、連邦最高裁判所は合衆国憲法に照
らし合わせ、大学が公的な目的に奉仕しているとはいえ本質的に私的な団体であり、そ
の組織運営を行う理事会は州政府の介入を受けることがないとして、州政府の対応を違
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憲とした。この判決により、大学に対する政治の介入は阻止され、各地に私立カレッジ
が次々と設立されるなど、アメリカの高等教育の歴史に大きな影響を及ぼした （宮田 
2008、pp.65-66）。 
3  両 大 学 と も に 現 在 は 州 立 大 学 と な っ て い る が 、 そ の 成 り 立 ち か ら 半 官 半 民
（quasi-public）大学とも呼ばれる。ちなみに 2012 年のバーモント大学が州から受けた
補助は、総収入の 12％程度である。  
4 私立大学であるマサチューセッツ工科大学とイエール大学の一部であったシェフィ
ールド科学校（Sheffield Scientific School）は、共に 1863 年にランドグラント大学とな
った。その後、1869 年にシェフィールド科学校は、州立コネチカット大学の前身にあ
たるストーズ農業学校（Storrs Agricultural College）の設立に伴い、ランドグラント大
学 の ス テ ー タ ス を 返 上 し た 。 詳 細 は 、 コ ネ チ カ ッ ト 大 学 の ウ エ ブ サ イ ト  
ttps://today.uconn.edu/2012/09/land-grant-status-acquired-after-yale-storrs-controve
rsy/ を参照。 
5 ギルマンの学長就任の所信表明  
https://www.jhu.edu/about/history/gilman-address/ を参照。 
6 USDA のウエブサイトによると、1945 年の段階で、14 時間の労働時間で 2 エーカー
の土地から 100 ブッシェルのコーンを生産していた。1987 年には、3 時間の労働時間
で 100 ブッシェルのコーンを 1 エーカーの土地で生産できるようになった。さらに 2002
年には、100 ブッシェルのコーンを 1 エーカー以下で生産できているとし、同プログラ
ムの有効性を示している。詳細は、  
https://www.uaex.edu/about-extension/history.aspx を参照。 
7 カーネギー区分については、http://carnegieclassifications.iu.edu/ を参照。 
8 学長宣言とキ ャンパスコンパ クトについては Campus Compact のウエ ブサイト
http://www.compact.org/about/history-mission-vision を参照。 
9 Cantor はシラキュース大学を任期満了で退職後、ニュージャージー州の公立大学であ
るラトガース大学の学長に就任し、シラキュース大学で培った経験と実績を活かし、
Anchor 戦略を用いた大学改革を行っている。  
10 Cantor 退職後の 2015 年 4 月に大学のミッションが変更され、Anchor Institution に
関する記述はなくなっている。  
11 シラキュース大学ウエブサイト
https://www.syracuse.edu/life/campus-highlights/connective-corridor/を参照。 
12 Saltquaters ウエブサイト http://saltquarters.com/about-us/ を参照。 
13 SALT ウエブサイト http://www.saltdistrict.com/を参照。 
14 ワシントンポストの記事（2005 年 2 月 7 日付）
http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/articles/A3319-2005Feb6.html を参照。 
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第２章 我が国における大学の社会貢献の歴史と関連施策 
１．研究の背景と問題意識 
我が国における大学の「社会貢献」が一般に定着する契機として指摘されるのが、
2005年の中央教育審議会の答申「我が国の高等教育の将来像」である。この答申で
は、地域社会・経済社会・国際社会等、広い意味での社会全体の発展への寄与を踏
まえた「大学の社会貢献」が教育、研究に並ぶ「第三の使命」として明示された。
教育・研究機能の学外貢献(Extension)としての大学開放、生涯学習機能、地域社会・
経済社会との連携の強化及び国際協力、公開講座、産学官連携などを通じたより「直
接的な貢献」が求められるようになった。  
地域を取り巻く環境は厳しい状況にあり、政府の構造改革や地方分権の推進など、
中央政府に依存しない地域づくりが求められているなか、個人消費の低迷などによ
る地方経済の衰退などが進み、地域にはさまざまな課題が山積している。こうした
問題を解決する一つの手段として、大学や高等教育機関が地域社会の 拠点(Center 
of Community)として地域と連携し、地域振興を図っていくさまざまな取り組みが
進行している。  
本章では、我が国において大学における第三の機能である「社会貢献」が一般的
に定着するに至った歴史的経緯を振り返る。明治の学制公布から1990年代の約100
年にわたる大学の社会貢献と関連施策に関する史実は、大学史、高等教育、生涯学
習、大学開放、産学連携等の専門家が、それぞれの立場から先行研究を行っている。
ゆえに、本章はそれらの先行研究を基にまとめられるものであるが、第１章で行っ
た米国における大学の社会貢献の歴史との対照的な違いを明らかにする。  
米国では公立・私立を問わず、大学の設置初期からの社会のニーズや、生涯教育、
地域が抱える課題解決に応える存在であった。翻って我が国では、19世紀後半に欧
米型高等教育制度を取り入れた。その目的は近代国家へとキャッチアップしていく
過程を担う知的エリートの育成という大学観であったこともあり、社会に対して「拓
かれた」存在ではなかった。さらに、大学の社会的貢献は、主として文教政策の変
化、つまり「官制」によって構築されてきたものであること。さらに、経済の低迷、
18歳人口減少、国立大学の法人化等の外圧による大学改革によって、大学がようや
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く社会との繋がり、協働していく存在になる経緯を明確にすることに努める。  
２．帝国大学の誕生 
米国ではモリル法、ハッチ法、第二モリル法が制定され、公費による大学への支
援と実学教育が確立された時期である1886年（明治19年）、政府は「帝国大学令」
を発布し、近代日本における大学の範として帝国大学を設置した。帝国大学令の第
一条には「帝国大学ハ国家ノ須要ニ応スル学術技芸ヲ教授シ及其蘊奥ヲ攻究スルヲ
以テ目的トス」とあり、国家の須要に応ずる教授研究を行う機関であると規定され
た。第二条の規定によると、帝国大学は学術技芸を極める大学院と学術技芸の理論
と応用を享受する分科大学の二つの部分をもって構成し、それぞれ機能を異にする
ものとして取り扱っている。喜多村（1999）によると、この帝国大学は「圧倒的な
外国の政治的・軍事的圧力と西洋文明の優位人衝撃を受け、これを日本の危機とと
らえた」明治政府によって制定された（喜多村 1999、p.43）。つまり、明治中期
までの大学とは明治政府の国家的意思を最大限に表した行政権力によって設置され
た存在であったといえる。  
３．大学開放（学外貢献）の始まり 
 我が国では、大学が公開講座を開催したり、社会人が大学に通学し教育を受ける
ことができるように二部（夜間部）や昼夜開講などを実施したり、さらに大学教育
の学外への提供を含めて、一般的に「大学開放」と呼ばれている（本章では我が国
における学外貢献活動を「大学開放」と記す）。第１章で見たような英米型の学外
貢献運動も大学開放の一部として考えられている。我が国における大学開放の系譜
については、戦前、敗戦直後、大学改革と生涯教育論の提唱期という３期に区分さ
れる（高井1990、p.44）。 
３－１．戦前の大学開放 
戦前の大学開放の黎明を担ったのは、帝国大学ではなく、後に私立大学となる専
門学校である。慶應義塾は、1879年に設置した慶應義塾講義所を公開講義の始まり
としている1。早稲田大学の前身である東京専門学校は、1886（明治19）年に通信
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講義録の始まりとなる各学科の講義録を出版し、翌87年に「校外生制度」という通
信教育制度を開始した。これにより、学びを探求する者は東京に出ずとも全国各地
で高等教育を受けられるようになった。なお、同学校は欧米の大学で実施されてい
た学外貢献運動の存在は知らず、また同様なものであるとの認識なく実施していた
とされる。その後、1919年までの間に、合計約63万5,000人が校外生として在籍し
た（村上 2013）2。また、1909（明治42）年には、欧米の学外貢献活動の精神を汲
んだ大学教育普及事業部門として「校外教育部」を設置し、大学の付属事業、すな
わち独立採算事業として実施された。  
ところが、私学による大学開放活動は、1920年代以降勢いを落としている。その
理由は、1920年に発布された大学令により、官立、公立、私立を問わずとして大学
は制度上同等に扱われるようになった。それにより、帝国大学は大学令の下位法令
となったこと、公立大学に対抗することになる私立大学は「大学」へと昇格したこ
とにより、学内の体制構築のために時間と費用の消費を余儀なくされた。これによ
り、各大学で行われていた講義録発行は廃止、もしくは縮小の憂き目にあった。  
各地の帝国大学がその門戸を開放し、大学開放の原点とも言われる活動を始めた
のは、明治期の帝国大学における「夏期講習会（夏期講演会）」に遡るとされる。
こちらは、専門学校のそれとは違い、19世紀後半の英国・米国で実施されていた学
外貢献運動の影響を受けて導入された。例えば京都帝国大学では、1908（明治41）
年に、「人格修養のための課外特別講演」という公開講座の祖となるものが開催さ
れた。1910年からそれが発展的に「夏期講演会」となり、学外貢献の理念であった
啓蒙による近代化、社会階層間の不均衡の是正といったことがその使命となった。
毎年８月に10日間ほどで開催され、参加には「修了証明書」が授与されていた（長
畑他 2005）。 
1911（明治44）年、文部省（当時）は各帝国大学と直轄学校15校に対して「通俗
講演会」と称する公開講演会や講演会等を開催するよう通達を出した 3。通俗教育と
は、明治期から大正後期まで「社会教育」の代わりに用いられた用語である。しか
し、これらの講演会、公開講座は大学の教育水準を維持したものではなく、この理
念と内容は思想善導的、教化的なものであった（高井 1990、p.44）。 
1918（大正７）年には、臨時教育会議により通俗講演会が推奨され、いっそう適
切にすることが答申された。以降、通俗教育 4は大いに振興されることになり、1921
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（大正10）年に社会教育と改められた。1923年には、文部科学省による成人教育講
座の開設、1929年には社会教育局を新設し、文部省が社会教育行政の体制を徐々に
整えていった。また、大正期に入ると、大学開放運動への関心の高まりから、多く
の学者が社会教育の視点で、欧米の学外貢献活動に関する紹介や正規の大学ではな
い自由大学運動などがもたらされた5。 
３－２．敗戦後の大学開放 
 前節にまとめたとおり、欧米の学外貢献活動が有する伝統と歴史に対し、戦前の
我が国は、私立専門学校、大学によって大学開放活動が実施されてきた。政府が公
的に実施したものとしては、帝国大学が実施した講演会活動に過ぎない。  
敗戦後、1945（昭和20）年には、文部省から社会教育振興に関する訓令が出され、
学校開放への取り組みが促された。続いて翌46年には、第一次「米国教育使節団報
告書」において、国民のために大学開放を進展させることの必要性が指摘されてい
る6。1946年には、文部省が大学、高等専門学校に対し、文化講座を実施することを
委嘱している。加えて、同省からの通達として大学・専門学校が聴講生制度を設け、
社会人・一般成人が大学講座を聴講できるよう求めている。  
前述の米国教育使節団の報告を受け 7、1947（昭和22）年に制定された「学校教
育法」の第69条に、「大学においては、公開講座の施設を設けることができる」と
規定された。更に1949（昭和24）年に制定された「社会教育法」第48条では、「学
校の管理機関は、管理する学校に対して、文化講座、専門講座、夏期講座等学校施
設の利用による社会教育のための講座の開設を求めることができる」などと規定さ
れた。 
 このように、戦後は法制定によって、大学が各種の大学開放活動が促進されるき
っかけとなった。つまり、大学開放は社会教育活動の一分野に大学が関わっていく
という形式が確立されたわけで、社会のニーズや課題開発のために実施された欧米
型とは異にするものといえる。また、大学が自主的に大学開放を進めた動きとして
は、一部の私立大学（法政大学、慶應義塾大学、日本大学、玉川大学等）が、正規
の大学教育課程を社会人に提供する制度である通信教育課程を開始し「開かれた大
学」を目指したことが挙げられる。  
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３－３．大学改革と生涯教育論による大学開放 
 我が国において本格的に大学開放が意識され、社会が抱える課題として本格的に
その必要性に関する議論が始まったのは、1960年代に、OECD 、UNESCO などで
生涯教育の重要性が提唱されたことによる。折しも、我が国は所得倍増計画による
高度経済成長政策が本格化しており、その中で理工系学生の増募などの高等教育計
画が政策課題となった。政府による高等教育拡充の姿勢は、大学進学意欲と私学の
拡充を加速させたことで大学の大衆化が始まった（大崎 1998）。この大学の巨大
化ともいえる急激な膨張化は、伝統的な大学のイメージと実態とは様相が異なるよ
うになった。このことは、1960年代後半にはじまる大学改革を求める大学紛争に繋
がるものである。  
その一方、1964（昭和 39）年には、文部省社会教育審議会の答申を受けた通達「大
学開放の促進について」が出された。この背景には、高度経済成長期に入った我が
国の社会が技術の進歩や社会の変化に対応し、経済成長を続けるために必要な手段
として一般成人を対象とした大学開放を進める必要があることが意識されたためで
ある（高井 1999、p.45）。これ以降、国立大学に対して公開講座などが予算化され
たこともあり、公開講座が徐々に増加することとなった（長畑他 2005、p.116）。 
 1960年代後半、「生涯教育論」が展開されるようになると、教育改革が必要であ
るとされた8。大学改革の一環とも相まって、国立大学では大学開放に対応する専門
部局として大学教育開放センターなる組織が開設された。1973年の東北大学を皮切
りに、76年に金沢大学、78年に香川大学、86年に徳島大学が同様のセンターを開設
した。加えて、90年の中教審答申において、各都道府県に生涯学習推進センターを、
大学には生涯学習センターを設置し、生涯学習の総合的な振興することが提言され
た。これを受けて、教育系の大学を中心に生涯学習センターが開設されていった。
私学においては、1981年に早稲田大学がエクステンションセンターを開設したのを
機に、全国の大学が同様のセンターを設置していった。更に82年からは立教大学に
おいて、初の「社会人特別入試制度」が設けられ、昼間部に社会人を積極的に受け
入れる動きが加速した（長畑他 2005、p.117）。 
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４．産業・科学技術政策、行革、大学改革との連動 
 前節までに触れたとおり、大学開放、生涯学習という趣旨で展開されてきた大学
の社会貢献に関する議論は、あくまでも大学教育の範囲と対象の拡大という「学」
の範疇を超えるものではなかった（白川他 2007、p.224）。 
４－１．産業・科学技術政策の連動 
1980年代になると、科学技術振興と連動した行政、すなわち行政が主導する形で
の産業界と大学との連携が見られるようになり、通商産業省（当時）あるいは文部
省を中心としてさまざまな政策が打ち出された。例えば、83年の「テクノポリス構
想（高度技術工業集積開発促進法）」、86年の「研究交流促進法」の制定、87年から
始まった「国立大学共同研究制度」によって、民間側からもたらされる資金で大学
と企業が共同で研究を行い、その成果を企業に移転する壮大な組織的な産学連携の
仕掛けが成立した（西尾 2004）。 
４－２．行政改革との連動  
1990年代当初は、バブル経済の崩壊による景気低迷、研究開発投資の減少、研究
開発そのものの競争力が低迷するなど、我が国の科学技術活動は抜本的な改革の必
要性が唱えられていた。90年代半ばには、米国で成功しているモデルを模倣した
TLO（技術移転機関）開設への動きが一部の国立大学や私立大学においてみられる
ようになった。政府は、産学官全体の研究開発能力を向上させ、成果を国民や社会、
経済に還元する施策を実施するため、95年に「科学技術基本法」を制定し、翌96年
には第一次科学技術基本計画を策定した。この科学技術基本法の制定以降、産学連
携関係の施策が急増することになる。98年には、TLOの整備促進目的とした「大学
等技術移転促進法（TLO法）」、99年には米国のバイ・ドール法（1980年特許修正
法）の日本版を盛り込んだ「産業活力再生特別措置法」が、2001年には「大学発ベ
ンチャー３年100社計画（平沼プラン）」が示された。これら産学連携の関連施策
が進展するに従い、当然のことながら教員の兼業、研究契約、知的財産の取扱い規
定などの制度的な問題に直面する。そこで、大学の制度改革が必要となるわけで、
2000年にはTLOが国立大学施設を無償で使用できること、大学教員がTLOと兼職で
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きることを定めた「産業技術力強化法」が制定された。  
 2001年には橋本内閣が進める行政改革に基づく省庁再編が行われ、科学技術庁と
文部省が統合されて文部科学省に、通産省は科学技術庁が有していた一部機能を抱
合して経済産業省に改められた。以降、科学技術振興に関する基本方針は官庁横断
型の「総合科学技術会議」が担うようになった。これにより、科学技術振興と大学
が関連する施策が融合して促進されることになった（白川他  2007）。2002年には、
政府の知的財産戦略会議においてプロパテント政策を定めた「知的財産戦略大綱」
に則り、同年末には「知的財産基本法」が公布された。同法により、大学は知的財
産に関わる人材の育成、研究、その他成果の普及に自主的かつ積極的に努める責務
を負うようになった。  
４－３．大学改革との連動 
 1991年に実施された「大学設置基準の大幅な大綱化」が契機となり、90年代後半
にかけて大学教育の質の改善、大学開放など大学改革への議論が深まり、全国の大
学で具体的な取り組みが進んだ。その結果、各大学が自らの教育理念・目的に沿っ
てカリキュラムを自由に編成できるようになったのがその最大の効果といえる。大
学の社会貢献に関連する取り組みとしては、社会人のための入学資格の弾力化、編
入学特別定員枠、学部・大学院での昼夜開講、科目等履修生度、単位互換制度、長
期履修制度、学位授与機構の創設などが実現している。  
 加えて、大学改革の中心問題の一つに、国立大学の独立行政法人化の問題があっ
た。明治期以来、国の内部機関として位置づけられてきた国立大学及び大学共同利
用機関は、国立大学法人法及び関連法の制定に基づき、2004（平成16）年４月から
それぞれに法人格が与えられて独立法人化された。これにより、予算組織等の規制
が大幅に縮小され自律的な運営が確保された。大学をより活性化させ、優れた教育
や特色ある研究へ向けた取り組みを促し、より個性豊かな魅力ある大学の実現を目
指したものである（文部省高等教育局大学教育研究会1998; 2000）。 
 国立大学法人法の制定により、大学のステークホルダーについて、広くは国民全
体、海外にも及び、直接的な範囲として学生、保護者、地域社会、産業界など多様
であることが明確化された9。国立大学法人法に基づく、国立大学法人の業務として、
当該法人以外からの委託や共同研究の実施等の教育研究活動、公開講座の開設等の
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学習機会の提供、研究成果の普及と活用の促進など、様々な社会貢献事業が規定さ
れた。なお、産学官連携は国立大学法人の重要な役割の一つとして位置付けられて
おり、国立大学法人法では TLO 等を想定した出資の制度が盛り込まれているほか、
人事・会計等における様々な規制も大幅に緩和された。それゆえ、法人化後は、各
国立大学法人等が自らの個性・特色に基づいて、それぞれ柔軟に産学官連携・知的
財産の取扱いのルールを定め、産学官連携に取り組む環境が整備された。  
５．大学の「第三の機能」の明示化：教育基本法の改正 
５－１．中教審答申「我が国の高等教育の将来像」 
我が国における大学の「社会貢献」が一般に定着する契機として指摘されるのが、
2005年の中央教育審議会の答申「我が国の高等教育の将来像」である。同答申では、
21世紀は、新しい知識・情報・政治・経済・文化をはじめ社会のあらゆる活動の基
盤として飛躍的に重要性を増す、いわゆる「知的基盤社会（knowledge-based society）
の時代であることを示し、人々の知的活動・想像力が最大の資源である我が国にと
って、優れた人材の育成及び科学技術の振興は不可欠であるとした。  
これを受け同答申には、地域社会・経済社会・国際社会等、広い意味での社会全
体の発展への寄与を踏まえた「大学の社会貢献」が教育、研究に並ぶ「第三の使命」
として明示された。教育・研究機能の学外貢献（Extension）としての大学開放、生
涯学習機能、地域社会・経済社会との連携の強化、及び国際協力、公開講座、産学
官連携などを通じたより「直接的な貢献」が求められるようになった。  
大学の社会貢献がもたらす具体的な効果について、文部科学省は、①地域社会へ
の専門的な知識の提供や地域社会を担う人材の要請、公開講座の提供を通した「社
会・文化への効果」、②社会人の再教育、企業との産学連携等を通した「地域経済へ
の効果」、③雇用の創出、学生等の消費といった「直接的な効果」を例示している 10。  
５－２．教育基本法の改正 
2006（平成18）年12月、教育基本法が改正され、新たに大学に関する条文が設け
られた。大学の基本的な役割として、教育と研究とを両輪とする従来の考え方が改
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めて確認されるとともに、教育研究の成果を広く社会に提供することにより、社会
の発展に寄与する役割が明確化された。これは、社会貢献の役割を大学の「第三の
使命」と表現した将来像答申の提言にも沿うものといえる。  
５－３．アウトリーチからエンゲージメントへ 
また、同答申では、高等教育は時代をけん引する立場として社会の負託にこたえ
るものとへと変革し、社会がこれを積極的に支援する「双方向の関係
．．．．．．
（傍点は筆者）」
が不可欠であるとした。これまでに述べてきたように、大学は大学開放活動等を通
じ、生涯教育、リカレント教育といった社会のニーズに応えるための活動、すなわ
ち外部に対して拓いていく「アウトリーチ」を展開してきた。第１章では米国の事
例を紹介したが、1990年代半ばから、大学の社会貢献はアウトリーチの概念から「エ
ンゲージメント（繋がり）」を意識したものに変化している。つまり、地域との関わ
り、パートナーシップという関係に基づいて、大学の教育、研究、サービスにより
社会の課題を解決していく双方向性の協働活動が求められることになった。  
以降、事項で詳細を触れることになる地域振興政策との連動で、エンゲージメン
トの理念の下、大学と地域とが協働して地域の課題を解決していく関連施策が多数
展開されることになる。この意味においては、本答申の果たした役割は非常に重要
といえる。  
６．大学と地域が連動した地域振興政策 
地域を取り巻く環境は厳しい状況にあり、政府の構造改革や地方分権の推進など、
中央政府に依存しない地域づくりが求められている。個人消費の低迷などによる地
方経済の衰退などが進み、地域にはさまざまな課題が山積している。前節で述べた
とおり、教育、研究に次ぐ大学の第三の機能である「社会貢献」が教育基本法よっ
て規定された。これ以降、こうした問題を解決する一つの手段として、大学や高等
教育機関が地域社会の拠点（Center of Community）として地域と連携し、地域振
興を図っていく取り組みが進行している。  
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６－１．クラスター政策の展開 
2000年、地方分権一括法の制定により地方分権改革が進み、2001年度に始まった
第２期科学技術基本計画では、産学官連携とイノベーションを地域レベルで促進す
るための施策として、知的クラスターの形成促進が示された。  
経済産業省では、2000年に「産業クラスター計画」を開始し、各地域経済産業局
が地方自治体と協働して、世界市場を目指す地域の企業や大学などからなる産学官
の広域的な人的ネットワークを形成と、地域経済を支え、世界に通用する新事業が
次々と展開される産業集積の形成を目指した。続いて文部科学省は、2002年度に「知
的クラスター創成事業」と「都市エリア産学官連携促進事業」を開始した。知的ク
ラスター創成事業は、地方自治体の主体性を重視し、県や市などの地方公共団体の
イニシアチブによる、地域の大学や公的研究機関を中核とする、地域間競争に基づ
くイノベーション支援政策である。  
産業クラスター計画は、2006年度に第２期（５年間）、2011年度に第３期（10年
間）目に入った。ところが、文部科学省による両事業は、2009年の「事業仕分け」
で廃止されたが、「地域イノベーションクラスタープログラム」という新事業に統合
されて2010年度に再開されている（岡室他 2012）。 
これら経済産業省、文部科学省両省の取り組みは、地域クラスター推進協議会の
設置、補助対象機関の連携、合同成果発表会の開催などを通じて連動しているもの
であり、両事業の連携により、地域における産学官連携体制の整備の促進を目指し
た。 
６－２．大学を中核とした「都市再生」を目指す地域振興政策 
 2000年代半ばになると、大学の存在は都市再生をキーワードとした地域振興の１
つのアクターとして位置付けられるようになる。2005年、都市再生本部が「大学と
地域の連携協働による都市再生の推進」を示し、大学は「まちづくりの課題に関す
る教育・研究やまちづくりを支える人材育成に大きな役割を果たすとともに、多く
の若者を含む学生等が継続的に集まる都市の賑わいの源泉」とされ、大学と地域の
連携協働による都市再生推進の主体となった11。 
2006年に制定された「地域の知拠点再生プログラム」は、地域再生のためには地
域の人材・知識が集積する知の拠点である大学と地域が連携し、地域再生のための
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知識・人材の創出と地域活力の好循環の形成を目的とした。大学の存在が地域再生
において重要視されており、大学が地域と連携して取り組む自主的な取り組みに対
し、地域再生計画と連携した関連11施策12及び地域と大学が連携による地域再生の
取り組みの支援に関する15施策13と合わせて支援が実施された。  
 同じく2006年に制定された「第三期科学技術基本計画」においても、「現代的教
育ニーズ取組み支援プログラム（現代GP、2004年開始）」や「地域再生人材創出
拠点の形成（2006年開始）」などで、地域の大学の活性化・活用による地域再生に
向けた大学と地域が連携した自主的な取り組みについての支援措置、環境整備が盛
り込まれている。2013年より、文部科学省は「地（知）の拠点整備事業（大学COC
事業）」を打ち出し、大学が自治体を中心に地域社会と連携し、地域の課題解決に
あたる全学的な取り組みのうち、特に優れた取り組みに対する支援を行っている。
課題解決に資するさまざまな人材や情報・技術が集まる、地域コミュニティの中核
的存在としての大学の機能強化を図ることを目的にしている。  
 本事業は、「地域活性化・地域支援の取組み」「地域人材の育成・雇用機会の創
出」「産学官連携・地場産業の振興」に関連する取り組みを中心に支援するものと
し、地域再生・活性化の核となる大学等を全国に整備すること、大学のガバナンス
改革を進めるとともに各大学の強みを活かした機能別分化を推進することが期待さ
れている。なお、大学COC事業は、2015年度から大学が地方公共団体や企業等と協
働して、事業実施地域の雇用創出、就職率の向上、地方への人の集積と若年層人口
の首都圏一極集中の解消を目指すことを目的とした「地（知）の拠点大学による地
方創生推進事業（COC＋）」へと装いを新たにした。これまでの、地域再生を目指
す大学改革という文教政策から、現政権が推進する経済政策（アベノミクス）であ
る「地方創生」の一部に組み込まれた。  
 知的基盤社会の時代となり、知識を基盤とした戦略的な地域づくりがなければ、
持続可能な発展を遂げる地域社会を形成することは困難である。大学に対する地域
発展における主体として期待する向きは（福島 2013）、都市再生、地方創生をキ
ーワードにした政策主導によって近年高まりを見せている。  
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７．検討と含意 
本章では、第１章で触れた米国における大学の社会貢献の歴史と、我が国におい
て大学の社会貢献が大学の機能として定着する過程とその違いを概観した。そして、
大学の社会貢献がもたらす具体的な効果として、企業との産学連携等を通した「地
域経済への効果」、雇用の創出、学生等の消費等の「直接的な効果」に着目して、近
年の関連施策を考察した。改めて我が国の高等教育制度の歴史を辿ると、19世紀後
半から欧米型高等教育制度を取り入れられてきた。その真の目的は、近代国家へと
キャッチアップしていく過程を担う知的エリートの育成にあった。つまり、高等教
育機関である大学の設立時点から大学観そのものが社会に対して拓かれた存在では
なかったことが、米国の大学の成り立ちと大きく異なる。  
但し、1980年から90年代にかけての、我が国における景気の低迷、研究開発投資
の減少、研究開発の競争力が低迷した。ゆえに、大学による社会貢献は、行政主導
による科学技術振興政策と連動した形で、産業界と大学との産学連携を中心とした
形へと移り変わった。加えて同時期に推進された行政改革の一環であった「大学設
置基準の大幅な大綱化（91年）」を契機とした大学改革への議論が深まった。その
後、大学の社会貢献が一般に定着するには時間がかかり、2005年の中央教育審議会
の答申「我が国の高等教育の将来像」において、大学の社会貢献が教育、研究に並
ぶ第三の使命として明示された。そこで、大学開放、生涯学習機能、地域社会・経
済会との連携の強化、公開講座、産学官連携などの「直接的な貢献」が求められる
ようになった。  
地方や地域を取り巻く環境は、今日も依然として厳しい状況にある。地方経済の
衰退などが進み、地域にはさまざまな課題が山積している。近年、こうした問題を
解決する一つの政策手段として、大学や高等教育機関が、地域社会の拠点として地
域と連携し、地域振興を図る取り組みが進行している。文部科学省が2013年度から
実施する「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」は、地域活性化・地域支援、
地域人材の育成・雇用機会の創出、産学官連携・地場産業の振興といった直接的な
貢献の促進を目指している。また、2015年度から大学COC事業は、経済政策である
「地方創生」の一部組み込まれ、地域の経済振興に資する労働力育成という向きが
強くなっている。大学は地域発展におけるパートナーとしての役割を果たし、その
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機能と地域社会における主体となることが求められる。「都市再生」をキーワード
にした政策主導によって、大学と地域社会との繋がりという流れは、政策誘導によ
って米国に遅れること20余年を経て、我が国でもようやく高まりを見せてきた。 
ところが、第1章で見た米国が先んじて辿ってきた大学を中心とした地域コミュ
ニティ振興に対する公的支援の後退、という局面に対しての議論の醸成には、立ち
遅れている感が否めない。本研究が注目する地域に根差す大学の経済活動、資産を
梃とした産学官連携による地域コミュニティ、経済振興政策であるAI戦略を例にと
ってみると、米国の大学との対比でそれを如実に表すのが、我が国におけるキャン
パス移転の動きである。米国では、州立大学も私立大学も州政府が認可をしている
ため、海外にキャンパスを設置する事例が見られても、州をまたいで所在したり、
州外に進出するケースは少ない。我が国の場合は、県をまたいで都心や大都市圏に
移転するケースや、大都市部にあった国立大学が郊外に進出して大規模キャンパス
を設置する事例が見られる。 
大学の郊外移転が進んだ要因としては、1959年に制定された都市部に人口や産業
が集中することを防ぐ「工場等制限法」によるところが大きい。当時、都市部にお
ける大学の新設・増設は制限されていたが、高等教育への進学率が3割を超えるな
ど受験生は急増していた。これを受け入れるため郊外に広大な校地を取得し、移転
を決断した大学は少なくない。しかし、90年代以降、都心の空洞化が社会的な課題
となり、工場等制限法は2002年に廃止され、大学にとっては「都心回帰」の環境が
整ってきたのである。少子化の進展に伴い、大学間の学生獲得競争は更に激化する。
学生確保の見込める都心・大都市圏へのキャンパス移転は、大学が巨額の移転費用
をかけても志願者増の効果が期待できるため、更に活発になることが予想される。  
2017年、政府は地方創生の一環として、地域の産業振興と人材育成を担う地方大
学を支援することと、都心への学生の流入を抑制する方針を示した。特に後者は、
東京23区内で大学の定員増を認めないというものである。地方の大学は恒常的な定
員割れに苦しん、特に都市部以外が深刻で、私立大学が公立大に転換して、大学存
続を図ろうとする例も各地で見られる。  
しかし、国全体としての18歳人口が2030年には100万人を切り、2050年には約72
万人まで落ち込む。移転の効果も、時間と共に失われていくのが必然である。その
一方で、地方に移転した大学全てが受験生確保に四苦八苦している状況にあるわけ
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ではない。地域との繋がりを大学のミッションに明確に掲げ、特色ある教育、研究
活動を実践して注目を集めることで、全国各地から受験生を集める大学も存在して
いる14。地方創生、地域経済振興への政府支援が真っ只中にある状況で、公的支援
の後退後の民主的な産学官連携によるコミュニティ形成の必要性を議論する切迫性
に乏しく、その時期には程遠いかもしれない。ただ、地域に対する大学の貢献の一
つの視点として、大学の経済活動、資産が、周辺地域の経済振興に繋がっているこ
とを大学が自覚すること、そして、抽象的に「社会貢献」を実施するのではなく、
を大学と地域との関係「エンゲージメント」を大学のミッションの中に組み入れる
こと、ここからまず始められるのではなかろうか。  
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積」等をいかした新しい観光振興の支援【文部科学省、国土交通省】／環境と経済の好
循環のまちモデル事業の実施【環境省】／地域の創意工夫による実践的な都市再生活動
の支援【都市再生本部】／地域振興フォーラムの開催【日本学術会議】／道路使用許可
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第３章 イノベーション創出型政府調達と大学の役割：    
SBIR 制度に関する日米比較 
１．研究の背景と問題意識 
地域経済の活性化を図っていくためには、地域の潜在能力を結集してイノベーシ
ョンを創出し、新事業・新産業を起こすことが不可欠である。そのためには、大学
を中心とした地域の産学官連携の強化によるイノベーション創出環境の整備が必要
となる。先端技術やサービスを用いた企業活動を活発にすることで、産業や雇用が
生み出されることからも、経済の活性化には重要である。  
新事業の担い手であるベンチャー、中小企業向けの政策的な支援については、起
業段階から事業化、スピンオフまで多様な場面において、資金調達、技術移転、税
制、政府調達などがある。ベンチャー、中小企業の競争力を高め、国内経済全体の
活力の向上に寄与するために、政府による支援のみならず、地域の核となる大学は、
いかなる役割を果たすことができるのであろうか。  
主要国では、ベンチャー、中小企業による研究技術開発とその成果の商業化を、
政 府 調 達 に よ っ て 支 援 す る 制 度 が あ る 。 これ は 米 国 か ら 始 ま っ たSBIR（Small 
Business Innovation Research）が模範となっている。米国では、SBIRによる支援で
商業化に成功した企業の創業者の多くが起業前、大学で研究に携っていた。つまり、
SBIRは、大学発の先端技術を「最初の買い手」という政府調達によって事業化支援
を行っているといえる。ゆえに、SBIRは単なる政府によるベンチャー、中小企業支
援という枠にとどまらず、産学官連携によるイノベーション創出プログラムと言い
換えることができる。それに対し、我が国では依然として開・廃業率が低調であり、
諸外国に比べ起業活動も低い。特に、大学発ベンチャーの設立数が頭打ちであるこ
とに見られるように、創業を取り巻く環境は厳しい状況にある。また、米国を範と
して導入された日本版SBIRは、米国とは「似て非なる制度」という評価もあるほど、
活発とはいえない。  
本章は、ベンチャー、中小企業支援に有効な手段して評価される米国のSBIRと、
我が国との制度比較を行うものである。特に、先端技術やサービスの商業化を目指
すベンチャー、中小企業支援を目的とした政府調達の制度、大学発の先端技術から
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商業化に至るまでの大学の役割について、比較分析を試みるものである。  
なお、筆者はかねてから、地域イノベーション創出にむけた環境整備の一環とし
て、公共性が高く、地域の再生の核となる大学が有する経済力による「調達活動」
の効果に関心を持っている。大学や周辺地域のベンチャー、中小企業が開発した先
端技術やサービスの商業化に大学が「最初の買い手」となる意義と有効性を検討す
ることも、本章の新規性といえる。   
２．米国の SBIR 制度の仕組み  
２－１．中小企業振興政策と SBIR 
 米国の中小企業法（Small Business Act, 15 U.S.C. 631）では、企業の自由競争の
維持・拡大は、国民経済の繁栄及び国家の安全保障の基礎であるも、中小企業が国
から支援を受け、十分な成長発展を遂げてこそ実現される、とする。1980 年以降、
国内産業の国際競争力向上に必要な技術革新へ、90 年代は雇用創造の源泉として
の中小企業、ベンチャー企業の役割を重視した政策が採られてきた。  
 政府調達とイノベーションとの関係については、1950～60年代の米空軍による政
府調達、いわゆる軍需と航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration, 
NASA）の寄与が大きいとされる。新技術の導入と発展を促し、イノベーション創
出に向け、積極的に政府調達を活用する発想に基づく施策がこのSBIRである。ハイ
テクベンチャー企業が提案する研究開発プログラムから、商業化の可能性がありつ
つも、開発リスクの高いプロジェクトの事業化を支援し、ベンチャー企業の育成を
図ることを目的としている。  
２－２．SBIR 導入の背景 
 1970年代、深刻な経済低迷に陥った連邦政府は、研究成果の技術移転やその事業
化を通じたイノベーションの創出を目指した。1972年、後に「SBIRの父」と称され
る全米科学財団（National Science Foundation, NSF）のプログラムオフィサーに着
任したティベッツ（Roland Tibbetts）は、ベンチャーキャピタルなどの民間の投資
家にはリスクが高すぎる初期のベンチャー企業、イノベーションやアイディアなど
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に対し、政府が研究開発資金の提供するSBIRの原案を提案した。それから５年後の
1977年、NSF限定によるSBIRの試験プログラムがスタートした（Wessner 2007）。
この試験プログラムで研究開発資金を受け取った企業には、現在、世界有数のコン
ピュータソフトウエア企業として成長したSymantec社、ヒトゲノムの解析で革新的
な技術を開発した Collaborative Research 社らが、ビジネスを軌道に乗せた。この
実績に対し、科学技術政策を担う政治家たちは、強い衝撃を受けた 1。 
1979年、カーター政権は、連邦議会に対し、イノベーションが促進される環境整
備に向けた具体策を提案した。その案の一つが、SBIRの制度拡大である。1982年の
「中小企業技術開発法（Small Business Innovation Development Act）」の制定に
より、SBIRは試験プログラムから連邦政府の政策制度へと昇格した。これにより、
連邦の各省庁は、一定割合の研究開発予算を中小企業向けに枠を設けることが義務
付けられた。1980年以降、連邦政府は、産学官連携の促進に力をいれてきたが、産
学連携の発展に最も貢献した「バイ・ドール法」、そしてSBIRは、カーター政権に
よって、その源が形成されたのである（宮田2011）。 
 法制定から30年を経た今もなお、SBIRは連邦政府による中小企業の初期研究開発
プログラムとして評価が高い。それは、連邦議会によって1992、2000、2012、2016
年と４回にわたり制度延長が承認されたことからも見て取れる。なお、現行の制度
は2022年9月20日までの延長が承認されている2 。 
２－３．省庁横断型の競争選抜助成制度  
 SBIRは、単なるベンチャー支援策ではなく、省庁横断型の研究開発助成制度とし
て設計されたことがその特徴である（斎藤 1998）。年間１億ドル以上の研究開発
委託予算を有する国防総省を除く10の省庁3 に対し、研究開発委託予算の一定の割
合（2017年度は3.2％）を留保（Set Aside）し、従業員500名以下のベンチャー、中
小企業に投入することを義務付けている。なお、現行制度では、Set Aside を2022
年までに６％へ、国防総省においては現状の2.5％から22年には５％へ、それぞれ引
き上げることを目指している。 
将来性と商業性の潜在能力を有する技術をもつ中小企業に対し、競争選抜を経て
イノベーション促進のための助成金（Award）や契約を与える制度となっている。
プロジェクトの評価と助成対象の選定には、段階（フェーズ）の競争選抜方式が採
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用されている。  
「フェーズⅠ」は、各省庁のミッションを遂行する上で必要とする技術や研究開発
テーマが設定され、提案募集の形で公開される。それに基づいて、企業が研究開発
プロジェクトとして提案し、各省庁は技術的な利点や商業化の実現可能性を調査す
る。選定されたプロジェクトには、原則として６か月間で最大15万ドルの助成金が
提供される。選考基準は厳しく、2012年度の採択率は16.3％で、１件あたりの助成
額は平均約15.1万ドルとなっている。  
「フェーズⅡ」は、技術の商業化を試みる段階である。フェーズⅠで承認された
中小企業しか申込みができない。詳細な研究開発に対して、原則２年間で最大100
万ドルが助成される。この段階では、開発技術の商業化に関して徹底的な調査が行
われる。2012年度の採択率は58.5％、１件あたり平均約50万ドルの助成金が提供さ
れている。  
SBIRにはもう１つ、「フェーズⅢ」というフェーズⅠ、Ⅱでの研究成果の商業化
を目指す段階がある。SBIRの助成はないが、商業化支援が必要なプロジェクトに対
して、各省庁が運営する助成金の提供、省庁内の専門家による相談サポート、民間
ファンドの仲介等が行われる。また、各省庁が委託した民間団体による同様の商業
化支援も用意されている。また、主として国防総省のプロジェクトにおいて開発さ
れた技術（製品）は、政府が「最初の買い手」として調達する。一般的に企業は有
望な技術があっても、資金不足に直面することで技術の製品化を進められなくなる。
このような場合、政府調達を足掛かりとして、民間市場への進出を目標に、技術の
安定化や低価格化、量産化など、更なる開発を進めることが可能となる。すなわち、
SBIRは開発製品の初期市場としての役割も果たしている（岡村  2015）。 
２－４．研究助成の実績  
 82年の制度開始以来、約30年間でフェーズⅠ、Ⅱ合わせて約13万社の技術ベンチ
ャーのプロジェクトに約330億ドルが投入されてきた。SBIRの支援を受けた技術や
企業は、いわば「連邦政府のお墨付き」を得ているわけである。省庁別の助成金総
額を見てみると、国防総省（Department of Defense, DoD）のシェアが50.2％、国
立 衛 生 研 究 所 （ National Institutes of Health, NIH ） を 統 括 す る 保 健 福 祉 省
（Department of Health and Human Services, HHS）が28.0％、航空宇宙局（NASA）
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が7.6％、教育省が6.7％と、SBIRを実施する11の省庁のうち、この４省でシェアの
92.5％を占める。その中でも50.2％を占める国防総省の役割は非常に大きい（図3.1
参照）。  
２－５． 商業化の成功と政府調達の役割 
 SBIR 助成企業は、民間市場における製品の商業化、政府からの調達契約、更な
る研究開発資金の獲得などを受けるため、商業化の確率が高いと評価されている。
斎藤（1999）は、その理由として次の４点を指摘する。第１に、SBIRには強い競争
メカニズムが働いている。省庁横断型プログラムは、多数のベンチャー企業が高い
レベルでの競争を展開する。最終的には革新度の高いプロジェクトが選ばれること
から商業化成功率が高い。第２に、SBIR は、「商業化の可能性」を重視している。
第３に、SBIRにおいて発生した知的所有権はすべてベンチャー企業に帰属させてい
る。第４に、フェーズⅡの助成を受けたプロジェクトに対しては、政府調達に際し
て一般競争入札を免除される。これにより政府調達の獲得が円滑になる、と分析し
ている。SBIRにおける政府調達は、「最初の買い手」の立場以外に、当該製品の民
間市場の信用増加という副次的な効果を与え、販売機会の創出に役立っている。  
 
50.2%
28.0%
7.6%
4.1% 3.3%
DoD HHS NASA NSF 他6省庁
図3.1 米国SBIR省庁別アワードの割合（1983～2012年）
注）フェーズⅠ、Ⅱの合計から算出
出典）SIBRホームページ http://www.sbir.gov/past-awadより作成
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２－６．国防総省の高い貢献度 
 1991年、会計検査院（US General Accounting Office, GAO）は、SBIR助成企業
の追跡調査を実施している。それによると、フェーズⅢを経て商業化に成功した企
業（35％）における初期売上の65％が民間市場、35％が政府調達による製品・技術
の販売であった。1996年、国防総省が、同省管轄のプロジェクトに対して同様の調
査を実施している。商業化に成功した企業（32％）のうち、民間市場での売上が47％、
政府調達が53％を占める。  
国防総省は、フェーズⅠ、Ⅱで実施される研究開発助成全体の約５割にあたる約
10億ドルを毎年拠出している。また、政府調達でも約５割の製品・技術を買い上げ
ていることから、SBIR制度全体における国防総省の存在感、貢献度は、他の省庁と
比べて群を抜いている（表3.1、3.2参照）。なお、国防総省や航空宇宙局は、SBIR
助成企業の研究成果物について、特例的に競争入札不要の随意契約による調達を実
施しており、膨大な官需を提供に寄与している。  
表 3.1 米国における SBIR 商業化率 
  
会計検査院調査 
（N=1,457） 
国防省調査 
（N=1,364） 
フェーズⅢで活躍中のもの 53％ 48％ 
  商業化に成功（製品・技術の販売）  35％ 32％ 
   民間市場 65％ 47％ 
   政府調達 35％ 53％ 
 継続的研究開発資金の獲得  47％ 43％ 
   民間ベンチャーキャピタルなど  76％ 51％ 
   政府研究開発助成（SBIR 以外） 24％ 49％ 
注）会計検査院調査は 1991 年実施、国防省調査は 1996 年実施  
出典）齋藤（1999）、General Accounting Office, Federal Research Observation on the Small Business 
Innovation Research, April 1998 より作成 
 
表 3.2 フェーズⅡ終了後の商業化における顧客 
 最も重要な顧客  回答数（％）  
 国内民間セクター  35％ 
 国防総省（DoD） 32％ 
 DoD または NASA の主な委託業者  10％ 
 NASA 2％ 
 他の政府機関  1％ 
 州又は地方政府  4% 
 輸出市場  14% 
 その他 2% 
出典）Wessner (2008) より作成 
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２－７．“Set Aside（一定割合の確保）” が果たす役割 
 ２－３で見た通り、SBIRの参加省庁が、フェーズⅠ、Ⅱにおける助成金の拠出枠
（研究開発委託予算の2.9％）を義務化している。ところが、フェーズⅢにおける政
府調達の実績は公表されていない。これは、各省庁全体の政府調達の一部として算
入されており、連邦政府全体の中小企業支援政策である政府調達予算における一定
の受注割合を中小企業向けに確保（Set Aside）する制度の実績の一部を占めている
ためである。このSet Asideは、前者のSBIRの助成金の拠出枠とは異なるが、予算の
「一定割合の確保」という意味では同義である。中小企業による政府契約の獲得を
支援する目的で、SBIR導入から５年後の1988年に施行された連邦法（48 CFR 19.501, 
Small Business Set Aside）の制定によって導入された。政府調達の予算を中小企業
向けに23％を強制的に確保 “Set Aside” することが定められている。ただし、これ
は、イノベーション創出を目的とした制度ではないことに注意が必要である。連邦
政府の調査によると、2014年度に政府調達の発注規模は3,668.2億ドル、うち中小企
業向けの調達額は916.8億ドルとなり23％の目標値を上回る24.99％となっている4 。 
３．米国 SBIR に占める大学の役割 
 本項では、米国のSBIRの評価の際に指摘されたSBIRにおける大学の役割につい
て、大学発の先端科学技術の商業化への実績、並びにベンチャー、中小企業からの
公共調達という視点で考察する。  
2008年に全米研究評議会（National Research Council, NRC）は、SBIRの延長を
検討する連邦議会の要請により、同制度の評価・分析を行っている（Wessner 2008）。
同報告書には、SBIRの「大学から市場へのリンク」という役割についての評価項目
がある。それによると、SBIRは、研究成果の商業化をサポートし、技術イノベーシ
ョンを刺激したと高評価を与えている。また、フェーズⅡを完了したプロジェクト
に対する追跡調査が実施され、その一部にSBIRと大学との関連性を示す結果が公表
されている。   
３－１．大学発先端技術の産業への転換 
 66％のSBIR助成企業の創業者は、大学での勤務経験があり、36％が創業者の会社
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を立ち上げる前に大学に勤務していた。さらに、36％のプログラムで、研究開発実
施中に大学の教員、大学院生の関与、あるいは大学が開発した技術が利用されてい
る。以下は、具体的な関与の割合である。  
 
 4％  主任研究員（Primary Investigator）が大学教員（非常勤含む）  
 22％ 大学教員がコンサルタント等で参加  
 15％ 大学院生がプロジェクトに参加  
 13％ 大学の施設や機器を使用  
 3％  大学の技術をライセンス契約  
 5％ 初期研究は大学で実施  
  
山口・藤田（2014）は、助成採択者の博士号取得率を調査している 5 。1982～2011
年に採択されたプログラムの主任研究員（1,034名）74％が博士号取得者で、特に化
学、物理学などの分野が多い。山口らは、米国ではSBIRを通じて政策的に大学で生
まれた最先進の科学をイノベーションに転換する意識があり、政策的に基礎研究を
産業への転換を目指したと分析している。また、全米研究評議会の調査によると
41％のプログラムが、フェーズⅠのプロポーザル作成時に大学から何らかの支援を
受けている。その他が、州（13％）、連邦政府機関の担当者（22％）、民間企業（22％）
であることからも、助成金採択における大学が果たす役割は大きい。  
３－２．ベンチャー、中小企業からの公共調達 
 連邦政府の各機関は 前述のとおり、 ベンチャー、中 小企業支援策と してのSet 
Asideを順守することが同法で定められている。しかし、州立大学を含む州政府機関
には、州法でSet Asideが施行されているケースがある。コネチカット州（25％）、
イリノイ州（25％～40％未満）、オハイオ州（15％目標）、ミネソタ州（20％目標）
等では、Set Aside若しくは中小企業からの調達額目標が設定されている。また、連
邦規則（2 CFR 200.312）において、連邦政府からファンドや補助金を受け取って
いる州政府を含む機関は、中小・小規模事業者、女性・障害者が所有する企業から
の調達をできる限り行わなければならない。非営利団体については、高等教育機関、
病院、非営利団体が該当する。 
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 公立大学に留まらず、ペンシルベニア大学やシラキュース大学などの私立大学に
おいても、中小企業からの納入額に努力目標を定め、納入業者の多様性を高めてい
る。ペンシルベニア大学のある、フィラデルフィア市による調査によると、同市に
所在する18大学による総調達額は1,780億ドルある。その52％におよぶ約930億ドル
が地元の中小企業を中心に調達されている(City of Philadelphia 2014, pp.8-9)。も
ちろん、これらの調達活動はイノベーション創出型に特化されたものではない。一
般の政府調達として実施されるものであるが、入札仕様書や入札書類の評価の際に
イノベーション関連の基準を取り入れることが可能である。ゆえに、SBIRとは別に
連邦規則に基づく公共調達を用いて、大学は「最初の買い手」となり、大学発の先
端技術を購入できる仕組みが整備されている。  
４．我が国の SBIR 制度 
1990年代のバブル崩壊後の我が国経済の復活に向けた１つの方策として、米国を
手本とするイノベーション創出のための取り組みが行われてきた。ただし、米国の
ケースと大きく異なっているのは、我が国では2004年度から国立大学が法人化され、
日本の大学制度改革と産学連携施策が同時に進められてきたことに特徴がある。  
我が国では、米国に倣い、TLOの設立、日本版バイ・ドール制度の導入、産学連
携を促進するための研究助成制度や地域クラスター創成などの施策が行われてきた。
SBIRについては、1998年12月に施行された新事業創出促進法に、中小企業技術革新
制度（日本版SBIR）が盛り込まれ、1999年12月から施行されている。  
日本版SBIRは、研究開発のための補助金・委託費等の中から、中小企業者等が活
用でき、その研究開発成果を活用して事業を行えるものを選び、SBIR特定補助金等
として指定している。毎年度、実効性ある支出機会の増加を図るため、指定したSBIR
特定補助金等における中小企業者等向け「支出目標額」を定めている。また、SBIR
特定補助金等の交付を受けた中小企業者等が、SBIR特定補助金等を受け研究開発を
行い、その成果を事業化する際にはさまざまな支援策を設けている。  
1999年の実施当初は、科学技術庁、厚生省、通商産業省、農林水産省、郵政省の
５省庁が参加しており、現在では、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、国土交通省、環境省の７省が指定されている。なお、支出目標額は、
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毎年度400億円程度と米国版SBIRの５分の１から10分の１程度である。  
４－１．政府調達との関わり 
日本版SBIRは、事業化段階で中小企業信用保険法の特例、投資育成会社法の特例
といった支援措置がある。しかしながら、米国で実施されている政府調達での支援
は取られていない。我が国では、イノベーション創出を主目的とした制度ではない
が、中小企業向け官公需において、米国のSet Asideに近い施策が実施されている。
官公需（「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」）は、政府機
関が下請取引の適正化及び下請中小企業の振興を目的とする。新市場、新産業の創
出・育成による雇用創出の重要性にかんがみ、女性や青年を含む新規開業及び中小
企業・小規模事業者が取り組む創意工夫の積極的な活用を図り、公共工事を除く公
共調達の受注機会の増大を図るよう特段の配慮がなされる。  
2015年度の官公需総額目標が約7.23兆円、うち中小企業、小規模事業者向けの契
約金額目標が3.95兆円、契約比率は54．7％と過去最大となっている。官公需の総額
は、Set Asideのように一定枠が強制的に設けられるわけではなく目標数値にとどま
る。これは、中小企業・小規模事業者向けの官公需の場合は、「受注を確保しよう
とする中小企業者の自主的な努力を助長し、公正な競争が行われるよう配慮する」
と、競争が強調されているためである（湯浅 2009）。 
 なお、2015年度より、創業間もない中小企業者の官公需への参入を促進すること
を目的とした「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律等の一部を
改正する法律（中小企業需要創生法）」が施行された。官公需全体に占める創業10
年未満の新規中小企業者向け契約の割合目標を、2014年度（推計１％）と比べ、３
年間で倍増とするよう努めることになっている。また、入札の際に実績を過度に求
めない、少額随意契約の際に新規中小企業者を見積り先に含める等、に配慮するこ
とが盛り込まれた。  
４－２．日米間の SBIR 制度の相違点 
 日米それぞれのSBIR比較については数多くの先行研究がある6 。本章では、政府
調達の促進に関連する２点の相違点について指摘しておきたい。  
第１に、我が国のSBIRは、米国の「２段階選抜方式」を実施していない点にある。
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米国では、先端技術の初期の不確かなシーズ・アイデアを段階選抜方式で篩にかけ
る。時には試作品まで作らせることからも、制度による「目利き」が十分機能して
いる。また、政府調達によって「最初の買い手」となり、初期市場としての役割を
果たすことで、先端技術の事業化を支援している。  
 一方、我が国のSBIRは、制度に参加する省庁が、研究開発のための補助金や委託
費等（特定補助金等）を指定し、各省庁の既存の制度で支援する。また、事業化支
援については、事業化支援措置（①特許料減免、②債務保証枠の拡大や特別枠の設
定、③設備投資の特別貸付、④中小企業投資育成会社の投資条件の拡充、⑤設備資
金の貸付拡充）などで対応している。  
第２に、米国のSBIRとは異なり、年間の外部研究予算の一定割合をSBIRに拠出
すること（Set Aside）が義務付けられていない点である。我が国の場合、法で定め
られていないため、毎年、閣議決定により、強制力のないSBIRへの拠出目標額とい
う「努力目標」が定めてられている。目標額は、各省庁が中小企業向け支援に配慮
する旨宣言した、既存の補助金等の総額となっている。  
４－３．Set Aside 導入への課題 
 政府調達における競争入札資格が、研究開発型ベンチャー企業にとって非常に不
利な仕組みであり、入札機会が著しく限定している。このことは、数多くの先行研
究で指摘されている7 。ゆえに、米国で実施されている中小企業向け政府調達や契
約を行う「Set Aside」は、中小企業の効果的な保護・育成政策として評価を受けて
いる。 
日本版SBIRが導 入され た当時 の背景 やそ の後の 変遷に ついて の論考 は 、本田
（2015）が詳しい。SBIR制度の導入にあたり、国会等で多くの議論が重ねられたも
のの、米国のSBIRが法的義務を課している参加省庁による一定割合の研究開発予算
の拠出（Set Aside）の導入は見送られた。その理由として、国会審議の中で、我が
国の予算、財政制度からみて、Set Asideを取り入れることは法律上許されてないと
いう趣旨の発言がなされている。  
我が国では、中小企業向けの官公需において、事実上Set Asideに近い取り組みを
行っている。しかしながら、現状の官公需では Set Aside の導入ができないとの指
摘がある（湯浅 2009; 巻 2013）。その主な要因として、Set Asideが憲法第14条（法
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の下の平等）に反するとの考え方がある。そもそも、公共調達における原資は、国
民の負担である税金にゆだねられている。そのため、会計法によって、公共調達に
対する統制が行われている。公共調達は、原則として、適正価格での購入を担保す
る経済性、さらには公共的な立場であること鑑みた公正性が求められる。つまり、
客観的な数字を重視し、できるだけ安価な業者を選ぶことに重きが置かれる。ゆえ
に、現行の官公需は、Set Asideのように「枠」を決めることができず、単なる努力
目標に過ぎないのである。  
４－４．SBIR に占める大学発ベンチャー 
 ３－１で指摘した通り、米国のSBIR助成企業の創業者や主任研究員の大半が博士
号をもち、大学での教員経験がある。さらには、大学院生の雇用、プロポーザル作
成支援などでも、大学との関わりは強い。ゆえに、米国のSBIRは、大学発の先端技
術をイノベーションに転換する産学官連携が成立しているといえる。一方、我が国
のSBIRにおいては、兼ねてから研究開発資金の助成を受けた者が大学発ベンチャー
よりは、実績のある中小企業が多いことが指摘されていた。これまでの様々な支援
策により、2004年には大学発ベンチャーが累積で1,000社を超えたものの、2006年
以降は頭打ちになっている。  
また、米国と比べ、我が国の産学共同研究の１件あたりの規模と大学発ベンチャ
ーの企業数は10分の１程度と小さい8 。さらに、前掲の山口・藤田（2014）が行っ
たSBIR 助成企業の代表者の出自調査によると、1998 年の SBIR 施行以来、代表
者の7.7％しか博士号取得者がいなかった。これらは、我が国において、大学発の科
学技術をSBIR制度に生かし切れていないことの表れである。 
４－５．大学の調達活動を通じた中小企業支援   
 米国では、連邦規則により、連邦政府から補助金を受けている大学は、可能な限
り中小企業等の企業からの調達を行うことが定められている。そのため、連邦政府
の資金が導入されている私立大学もまた、中小企業支援策を実施しなければならな
い。一方、我が国では、国立大学並びに各地方政府から指示を受けた公立大学は、
官公需法にもとづき受注機会の増大を図らなければならない。2013（平成25）年度
の国立大学86校における官公需の規模は1兆1,492億円で、内7,274億円が中小企業向
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けの官公需であった。公立大学にも官公需への努力義務が課せられているが、所属
する地方公共団体の官公需施策の一部の取扱いであるため、その規模は纏まった形
では明らかになっていない。なお、私立大学は、官公需に配慮した公共調達の法的
拘束力がない。ウエブサイト等で調達規定を公開する私立大学も皆無に等しく、そ
の取り組みの規模すら定かではない。  
５．検討と含意 
 これまで見てきた通り、米国のSBIRは、大学発の先端技術を公的資金と政府調達
によって商業化を目指していく産学官連携プログラムである。フェーズⅢでもとめ
られる技術の商業化は、高い成功率を示している。だが、各省庁が運営する独自の
助成金の提供、委嘱した民間団体が提供する商業化支援プログラムなど、手厚い支
援策が準備されており、商業化への困難さも一方では伺える。  
 SBIRへの関わりを問わず、一般的にベンチャー企業は、資金的余裕がないことな
どから、販路開拓が困難であり、「死の谷」を超えられず商業化に到達できない場
合が多い。このため「最初の買い手」としての政府調達に対する期待と効果は大き
い。ところが、我が国のSBIRは、米国のそれと違って政府調達を最終目的としない
ことから、単に補助金を拠出するプログラムに留まっている。また、我が国のSBIR
には、米国のSBIRにおいて規模、商業化への貢献に多大な存在感を発揮する国防総
省、航空宇宙局に該当する省庁の参加が見られないこと、さらには、大学発の先端
技術を商業化に生かしきれていないのである。  
 我が国のSBIRが、政府調達を義務化できなかったのは、本章で見たとおり、政府
調達に適応される憲法 並びに会計法の 存在が大きい。 米国で有効に機 能するSet 
Asideは、SBIRのフェーズⅠ、Ⅱの研究資金の授与と政府調達の双方に対して、巧
みに組み入れられている。昨今、我が国では、国や地方自治体による一部の調達に
おいて、経済性、公平性よりも「社会政策の実現」を重視した総合評価方式による
調達が重要視されるようになっている。2015年に実施された官公需法の改正により、
創業10年未満のベンチャー、中小、小規模事業者向けの官公需が促進されることが
定められた。このことからも、実質Set Asideに近い政府調達である官公需に調達枠
の義務化を加えるなど、政府調達制度は、より柔軟に対応されるべきである。  
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 さて、先端科学技術の創出にとどまらず、大学には、政府調達・公共調達におけ
る「最初の買い手」としての機能が期待できるのではなかろうか。特に米国ではSet 
Asideにとどまらず、連邦政府の補助金を受けている私立大学を含めた、病院などの
公共機関は、中小企業振興に配慮した公共調達が義務化されている。我が国の大学
では、国公立大学では官公需に関わることが義務化されているが、政府からの補助
金を私学助成という形で受けている私立大学には法的義務はないのが実情である。  
 もう１点、公共調達とは別に、我が国の大学の役割として期待されるのは、有望
な企業やイノベーションが埋もれることなく事業化・市場化につながるよう、大企
業やベンチャーキャピタル等への橋渡しである。まさしく、米国のSBIRのフェーズ
Ⅲで各省庁が担う機能と同様の役回りが期待できよう。米国の多くの大学では、卒
業生向けの中小、ベンチャー企業への支援プログラムが行われており、起業教育、
起業支援などに加え、資金調達の機会も提供されている。また、起業経験や起業に
関心を持つ同窓生を結ぶネットワークが効果的に機能している。その規模は、海外
に所在する同窓会の支部組織にまで広がりを見せ、様々な形で教員・学生らの起業
支援に関わっている例がみられる。  
例 え ば 、 ス タ ン フ ォ ー ド 大 学 の 「 BASES （ Business Association of Stanford 
Entrepreneurial Students）」は、現役学生と同窓生で構成され、全米トップクラス
の起業家、エンジェル、研究者が大学主催のコンペに講師やメンターとして参加し、
起業志望者のネットワーク形成や資金調達に寄与している。マサチューセッツ工科
大学（MIT）では、卒業生対象の起業家セミナーを1960年代末から開始し、97年に
は起業に関心を持つ同窓生間の支援ネットワークを立ちあげ、会員間の定期的に会
合 や メ ン タ ー プ ロ グ ラ ム を 実 施 し て い る 。 MIT の 同 窓 会 は 、 NPO 法 人 「 MIT 
Enterprise Forum」を設置し、ハイテク関連の起業を支援している。企業に関連し
たセミナー、スタートアップ指導、資金調達支援、起業事例報告会、会員間・起業
家・キャピタリスト等を結ぶネットワーキングを行っている 9 。 
我が国においても、ベンチャー支援に積極的な大学 10 が同窓会を用いて、ネット
ワーキングイベントや創業支援を実施している事例もみられるが、米国のそれらに
及ぶものではない。旧来、我が国の大学は、インキュベーション施設の枠組みのな
かでベンチャー、中小企業支援に取り組んできた。イノベーション創出システムの
一部として、政府調達・公共調達を絡め、大学がいかなる機能を発揮し、地域に貢
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献できるのか。米国のSBIRが我々に示唆する点は多い。  
                                                   
註 
1 SBIR ウエブサイト“Birth & History of the SBIR Program”参照。 
2 SBA が運営するもう１つのプログラム Small Business Technology Transfer Program 
(STTR)で、SBIR に加えて設置されたものである。中小企業と非営利研究機関のジョ
イント・ベンチャーなど、研究パートナーシップの機会拡大し、21 世紀の科学的、技
術的課題に取り組もうという狙いを持つ。STTR の研究・開発資金は、中小企業と非営
利研究機関のパートナーシップを対象に供与される。  
3 国防総省（DoD）、保健福祉省（HHS）、航空宇宙局（NASA）、エネルギー省（DoE）、
全米科学財団（NSF）、農務省（USDA）、国家安全保障省（DHS）、教育省（ED）、運
輸省（DoT）、商務省（DoC）、環境保護局（EPA）の 11 省庁が SBIR に参加している。  
4 Set Aside による契約は、3,000 ドルから 15 万ドルの範囲と決められ、連邦省庁の契
約担当が実施する。Set Aside による調達の実績は Small Business Administration "Small 
Business Administration “FY2014 Scorecard Summary By  Prime Spend (with Subk and 
Plan Progress)” を参照。 
5 山口は、学者を起業家にするメカニズムがなかったため、サイエンス型ベンチャー企
業の体系的な育成に失敗したと日本版 SBIR 制度の失敗を痛烈に批判する立場をとる。 
6 昨今では、山口（2015）や三菱総合研究所（2015）がある。  
7 科学技術振興機構研究開発戦略センター（2007）は、現行の公共調達制度・慣行のな
かで特にイノベーションの促進を阻害していると考える要因として、①競争入札資格が、
研究開発型ベンチャー企業にとって非常に不利で入札機会が著しく限定。②日本版 
SBIR が真に新たな技術の事業化を促す起爆剤として機能していない。③商業化前のプ
ロトタイプ技術の迅速な商業化の遅れ、不確実性を伴う技術を回避する傾向が強い。  
8 総合科学技術・イノベーション会議第５回基本計画専門調査会（2015 年 4 月 9 日開
催）配布資料（図 5）を参照。 
9 MIT の他、卒業生を対象としたベンチャー支援、会員間のネットワーキングなどは、
スタンフォード大学、イエール大学、UCLA、UCSF 等で盛んである。  
10 東京工業大学の蔵前工業会、早稲田大学などがある。 
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第４章 農産物の地産地消と大学：             
意識調査にみる取り組み実績と課題 
１．研究の背景と問題意識 
近年、地域で生産された農産物を地域で消費する地産地消の取り組みへの関心が
高まっている。地域で生産された製品やサービスを地域の消費者が購入・消費する
ことで、地域の生産が刺激される。その結果、生産者や企業が経済的に潤い、関連
産業にも経済波及効果を及ぼす。さらに、これらで得た収入が地域の産品やサービ
スの購入に再投資されることで、地域内の経済循環を活発にし、地域を活性化させ
る手段の一つとされる（下平尾 2009）。 
現在、我が国では、大学が政府の支援を受けて全学的に地域を志向した教育・研
究・社会貢献を進める「地域コミュニティの中心」を目指す取り組みが行われてい
る。大学が組織的に地域連携活動を進め、大学がもつシーズを用いて、地域が抱え
る課題を解決し、地域再生を目指す動きが広まりを見せている。  
地域連携の一例である地産地消で期待される地元農産物の購入や消費を通じた生
産の刺激と、地域経済の活性化に貢献する大学の取り組み事例としては、地域で生
産された農産物のブランディングが主と見られる。ところが、地元農産物を学生食
堂などのダイニングサービスへ積極的に利用し、その実績を公表している大学は僅
かに過ぎない。  
本章の目的は、地域コミュニティの中心としての我が国の大学が、社会貢献活動
及び地域経済振興の一手段として、地元農産物の地産地消に取り組むことの有用性
とそれを推進する環境整備の必要性を示すことにある。その前提条件として、我が
国の大学における地産地消への意識、取り組みの実績、大学側が認識している課題
について、筆者が実施した意識調査の結果をもとに明らかにする点にある。  
なお、地産地消の定義については、地元で生産されたものを地元で消費するとい
う考え方に異論は挟まないと思われる。しかし、その対象分野、地理的範囲、分析
方法などは論者により様々である1。本章の目的は、地域経済振興における大学の役
割の分析にあり、地産地消の定義に関する論考はその範囲を超える。筆者は、冒頭
で示した下平尾（2009）の地産地消に関する考え方に賛同し、踏襲するものである
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が、本章では、地産地消の対象を「地元で生産された農林水産物」とした分析を展
開するものである2。 
また本章では、地域経済、コミュニティの持続可能な発展の必要性という観点か
ら、地産地消を大学の社会貢献に位置付けている米国の大学の事例を引き合いに紹
介する。米国の大学では、ローカルの財・サービス（特に農産物）を積極的に購入
する「Buy Local」を展開している。歴史的にみると、大学が実施する Buy Local
は、ランドグランド大学における学外貢献の一部として実施されてきた。現在では、
地域経済への貢献、地域コミュニティ内で活動する家族経営の農家の経済的支援、
新鮮で高品質な農産物の購入、食と栄養化の安全の促進、さらには環境保護に寄与
するキャンパス及び周辺地域の持続可能な発展を目指している。  
２．地産地消とは 
２－１．地産地消の語源 
地産地消という言葉は、1980 年代における農村地域の食生活の改善・向上という
観点から誕生したとされる。農林水産省が 1981 年度から実施した「地域内食生活
向上対策事業」では、地域内で生産される食料の地域内消費の推進を図ることによ
り、地域の特性をいかした豊かな食生活を築くとともに、農村住民の健康の増進を
図ることを目的として実施された。同事業において「地場生産」「地場消費」という
用語が多用されたことで「地産地消」と省略されて誕生したとされる3。ただし、地
域で採れた食材をできるだけその地域内で消費する活動は、ことさら新しい活動で
はない。例えば、1980 年代には「農産物自給運動」が農協中心に展開されている。 
２－２．地産地消の定義：食料・農業・農村基本計画 
食料・農業・農村基本法（1999 年制定）に基づき、2005 年に閣議決定された「食
料・農業・農村基本計画」では、地産地消を「地域の消費者のニーズに即応した農
業生産と、生産された農産物を地域で消費しようとする活動を通じて、生産者と消
費者を結び付ける」取り組み、と定義している。  
同計画における地産地消は、①農業・農村における新たな動きを踏まえた「攻め
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の農政」を展開していく方法として、②食料自給率向上に向けて重点的に取り組む
べき事項として、③消費者が生産者と「顔が見え、話ができる」関係で農産物・食
品を購入する機会を提供するとともに、地域の農業と関連産業の活性化、さらには
地域経済の活性化を図る手段としてとらえられ積極的に推進すべきものとされてい
る。ここから地産地消は、単に地域で生産されたものを地域で消費するだけではな
く、生産者と消費者との結び付きを構築し、地域経済の活性化を目指すという意図
を読み取ることができる（安藤 2009）。 
２－３．地産地消と食育基本法 
前項で示した「食料・農業・農村基本計画」とともに、地産地消のもう１つの基
本指針を担っているのが、「食育基本法」に基づき 2006 年に制定された「食育推進
基本計画」である。同計画における地産地消は、生産者と消費者の信頼回復の構築、
食に関する国民の理解と関心の増進等を図るため、地域で生産された農林水産物を
その地域で消費する地産地消を全国的に展開するとされている。  
このため、各地域において、地方公共団体、生産者団体、消費者団体等の関係者
による地産地消を推進するために実践的な計画の策定・実施を促進する。また、地
産地消活動の核となる人材の育成、関係者のネットワークづくり、情報提供の強化
等を推進するとともに、地産地消の核となる直売施設や消費者との交流施設の整備
等を進めるとしている。  
２－４．学校給食と地産地消：地場農産物の活用 
近年、地場産品の供給先であり、食育に関する中心的や役割を期待される場が、
初等中等教育機関レベルにおける学校給食である。毎日、一定数の児童や教職員が
確実に食する学校給食の市場規模は大きく、供給先としては魅力的である（櫻井
2007）。農林水産省によると、給食は全国で 5,000 億円の食材需要があると試算し
ている（農林水産省 2009）。  
2008 年に一部改正された「学校給食法」により、学校給食においては地場農産物
の活用に努めることなどが規定されている。学校給食に地場産物を使用し、食に関
する指導の「生きた教材」として活用することは、地域の自然や文化、産業等に関
する理解を深めるとともに、生産者の努力や、食に関する感謝の念を育む上で重要
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であるほか、地産地消の有効な手段として捉えられている。  
また、2011 年に制定された「食育基本法」に基づく「第２次食育推進基本計画」
では、学校給食での地場産物の利用割合を 2015 年度までに 30％以上とする目標を
定めている。同計画における「地場産物」は、各 5 日間の学校給食の献立に使用し
た食品のうち、当該都道府県で生産、収穫、水揚された食材の使用率として集計さ
れている。毎年取り組みが進展しているものの、2013 年における使用率は 25.8％
にとどまっているのが現状である（農林水産省 2013）。 
この理由として学校側は、半数以上の小・中学校で、「量が揃わない（63.5％）」
「地場農産物の種類が少ない （52.8％）」、その他「規格等が不揃いなため調理員の
負担が大きくなる（37.9％）」「価格が高い （26.4％）」を挙げている（農林水産省
2009）。 
２－５．地産地消の広がり 
柳井（2008）は、地方自治体は財政赤字と少子高齢化傾向の中で、遅々として進
まない企業誘致、農林水産業や建設業の衰退が進み、産業振興の柱として地産地消
に注目せざるを得なくなってきた、と指摘する。工場等の企業誘致と比べれば経済
規模ではかなわないものの、地域資源の採集から生産、流通、消費、学校・病院等
のサービスまで、多くの産業・企業がかかわることから、地産地消は地域経済循環
にも有効な施策とも考えられている。  
地産地消の活動としては、従来、農産物の直売所がその代表とされているが、各
地で様々な創意工夫がなされ、賑わいを見せている。直売所や量販店での地場農産
物の販売、学校給食、福祉施設、観光施設、外食・中食、加工関係での地場農産物
の利用などが主な取り組みとして挙げられる。地域によって差はあるものの、政府
の地産地消推進検討会では、地産地消のそれぞれの活動内容の類型化を行っている。 
それによると、地産地消は、①直売所（地場農産物の提供に設置）、②量販店のイ
ンショップ（地場農産物コーナーの設置）、③学校給食（地場農産物の活用）、④交
流活動（消費者と生産者の意見交換会や試食会の実施）、さらに、観光での取り組み、
地場農産物の加工、情報提供活動、などの活動に類型化されている（地産地消推進
検討会 2005）。 
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２－６．地産地消の地域経済に与える効果 
地産地消によって、製品・サービスの生産が拡大するとともに、地域内の関連産
業の生産拡大にもつながることに、本章は着目している。これと同時に生産者や流
通業者、さらには従業員等の収益・所得が増大し、雇用も拡大することになれば、
地域内の経済循環が形成される。加えて、産業が活性化されることにより税収の増
加も期待できる。ところが、これを裏付ける地産地消全体の市場規模は統計的に整
備されていないのが実情である（柳井 2008）。本章では、地産地消の経済効果を知
る手がかりを、複数の先行研究と政府の統計資料に求めることにする。  
小野（2007）は、2000 年の産業連関表から、国内農産物の自給率を金額ベース
で１％増加した場合の経済効果の推計を行っている4。これによると、生産誘発効果
2,938 億円、所得効果 883 億円、うち農業部門は 1,249 億円、所得効果 483 億円と
なっている5。 
農林水産省は、地産地消のメイン活動ともいわれる直売所の推移を調査している。
直売所の設立数は、2006 年度が 13,538 に対し、2014 年度は 23,560。総販売額は
2006 年度の 4,585 億円から 2015 年度には 9,026 億円、これを農業総産出額に占め
る直売所の総販売額で見ると、2013 年度が 5.5％で 2013 年度は 10.6％と約倍増し
ている。2010 年度から 2013 年度で見ると、農業総産出額、総販売額、直売所にお
ける従事者数は、いずれも微増であることから、直売所がもたらす経済効果は、成
長期から成熟期に移行しているとみられる6（表 4.1 参照）。また、直売所の販売規
模についてみると、2012 年度における年間販売額規模別の直売所の割合は、5,000
万円未満が 69.2％と大多数を占めている。  
表 4.1 全国の直売所における実態の推移 
年度  設立数  総販売額(億円) a 従事者数（百人）  農業総産出額（億円）b  a/b (%) 
2006 13,358 4,585 - 82,900 5.5 
2010 - 8,176 1,816 81,214 10.1 
2011 - 7,927 2,000 82,463 9.6 
2012 23,560 8,448 2,146 85,251 9.9 
2013 - 9,026 2,126 84,668 10.6 
 
出典： 農林水産省（2014）「地産地消の推進について」を基に、農林水産省「生産農業所得統計（各年度
版）」「農産物地産地消等実態調査（平成 19、21 年度）」「6 次産業化総合調査報告（平成 23、24、25 年度
版）「農林業センサス（2005、2010 年」を参考に筆者が作成。なお、直売所の設立数については調査方法
が異なっている。  
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香月他（2009）は、農業地域類型等の立地条件別に直売所の展開実態の整理を行
い、販売金額規模別にみた直売所の特徴を把握した。農業地域類型によって設置主
体や販売品目の構成が異なり、大規模直売所では食料品スーパーに匹敵する販売効
率を達成していることを明らかにしている。  
いずれにしても、直売所における農産物の販売は、巨大な経済効果が認められる
うえに、販売チャネルとしての直売所の存在感はけして小さいとは言えない。また、
前述のとおり、地場産品を利用する学校給食の推定市場規模 5,000 億円を鑑みても
地産地消が有する経済力は、地方経済の活性化に大変魅力的である。  
２－７．地産地消の課題  
地産地消が各地で定着するにつれ、次の課題が浮き彫りになっている（地産地消
推進検討会 2005）。生産者側の課題として、①消費者・実需者のニーズを反映した
生産活動のために、地産地消の情報交換の場が欲しい、②消費者・実需者とのマッ
チングを図る必要がある、③立ち上げ、あるいは立ち上げ後の直売所などの運営ノ
ウハウの蓄積が少ない、④参加農家を確保・育成しなければならない、⑤購入者数
が伸び悩んでいる、⑥販路を拡大する必要、⑦地場農産物の品目数、数量の確保を
どう図るか、⑧時間と経費がかかる、⑨実需者への直接販売は市場出荷に比べて決
済面で不安である、などがある。  
消費者・実需者側の課題として、①出荷量がそろわない、②出荷された農産物の
規格等が不揃い、③どのような地場農産物があるのか分からない、④どこで地場農
産物が入手できるか分からない、⑤地場農産物の種類が少ない、⑥必ずしもコスト
的にすぐれているものではない、などである。 
３．大学と地域が連動した地域振興政策 
３－１．大学の第三の機能「社会・地域貢献」 
1980 年から 90 年代にかけて、我が国における景気の低迷、研究開発投資の減少、
研究開発の競争力が低迷した。その際、現経済産業省が主導する科学技術振興政策
と連動した「産学官連携」が進められた。また、同時期に推進された行政改革の一
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環としての「大学設置基準の大幅な大綱化（91 年）」を契機とした大学改革への議
論が深まった。  
その後、大学の社会貢献が一般に定着するには時間がかかり、2005 年の中央教育
審議会の答申「我が国の高等教育の将来像」において、大学の社会貢献が教育、研
究に並ぶ第三の使命として明示された。そこで、大学開放、生涯学習機能、地域社
会・経済界との連携の強化、公開講座、産学官連携などの「直接的な貢献」が求め
られるようになった。  
2000年代半ばになると、大学の存在は、都市再生をキーワードとした地域振興の
１つのアクターとして注目されるようになる。2005年、都市再生本部が「大学と地
域の連携協働による都市再生の推進」を示し、大学は「まちづくりの課題に関する
教育・研究やまちづくりを支える人材育成に大きな役割を果たすとともに、多くの
若者を含む学生等が継続的に集まる都市の賑わいの源泉」とされ、大学と地域の連
携協働による都市再生推進の主体と位置付けられるようになる 7。 
地方や地域を取り巻く環境は、厳しい状況にあり、地方経済の衰退など、さまざ
まな課題が山積している。近年、こうした問題を解決する一つの政策手段として、
大学や高等教育機関が、地域社会の拠点として地域と連携し、地域振興を図る取り
組みが進行している。  
３－２．大学地（知）の拠点（COC）事業 
2013年より、文部科学省は「地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）」を打ち
出し、大学の社会貢献の一環として、自治体を中心に地域社会と連携し、地域の課
題解決にあたる全学的な取り組みを行う大学に対する支援を行っている 8。 
 本事業は、「地域活性化・地域支援の取り組み」「地域人材の育成・雇用機会の
創出」「産学官連携・地場産業の振興」に関連する取り組みを中心に支援するもの
とし、地域再生・活性化の核となる大学等を全国に整備すること、大学のガバナン
ス改革を進めるとともに各大学の強みを活かした機能別分化を推進することを目的
としている。  
３－３．他省庁の事業 
前述の経済産業省による「産学官連携」、文部科学省による「社会貢献、地域連携」
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のほかに、総務省では「域学連携」という言葉で「大学生と大学教員が地域の現場
に入り、地域の住民やNPO等とともに、地域の課題解決又は地域づくりに継続的に
取り組み、地域の活性化及び地域の人材育成に資する活動を推進する」事業が展開
されている。このように複数の省庁がそれぞれの立場から政策を展開するなか、地
域再生、地域経済の活性化に向けた大学の役割への期待が高まっている。つまり、
これらの動きは、知的基盤社会の時代となり、知識を基盤とした戦略的な地域づく
りがなければ、持続可能な発展を遂げる地域社会を形成することは困難という視点
に立っているといえる（福島2013）。 
３－４. 地方大学が地域にもたらす経済効果 
2011 年、文部科学省は「大学の教育研究が地域に与える経済効果等に関する調査
研究」を公表している。同調査では、大学で行われている活動を「教育」「研究」「社
会貢献」「消費」の４類型に分類し、地方国立大学を事例に、各大学で行われている
活動が地域経済に与える効果を分析している9。 
調査結果によると、教育活動による効果は、所得増加や税収増加を地元にもたら
し、研究活動でも、地域企業との共同研究費、企業の売上げ、生産誘発額などに効
果が見られた。大学立地による効果は、教育等に投じられる経常経費、教職員・学
生の消費、施設整備費等により直接的な効果が発生していること。また、調査対象
の大学いずれにおいても、直接効果の 1.5 倍程度の経済波及効果をもたらすことを
実証した。   
このように、大学が有する経済力は、大学の機能である教育、研究、社会貢献活
動を通じ、雇用、消費、調達、設備投資などの経済効果を生み出している。そして、
時には大学が地域における最大の雇用者となる。大学は地域コミュニティを担う社
会資本の１つであり、地域、特に地方都市における大学は、公的資金の投入、税制
の取扱い等の観点においても、それ相応の地域社会へ貢献が求められる。本章で注
目している地産地消は、教職員・学生による消費活動と結びつけることができ、大
学の社会貢献という観点から、あるいは地域経済振興の観点からも推進する意義は
高いといえる。  
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４．米国の大学における Buy Local 活動 
本節では、かねてから米国の大学で実施されている持続可能な食料自給、すなわ
ち、食料の地産地消の視点で実施されている地産地消（以降、本章では「Buy Local」）
について概要に触れておきたい。Buy Local 活動の主体は大学に限ったものではな
い。全米で展開される Buy Local は地域経済への貢献、コミュニティにいる家族経
営の農家を経済的支援に留まらず、新鮮で高い品質のものを購入できること、ひい
ては食と栄養化の安全を促進、環境保護にも貢献できることから、コミュニティ全
体の成長に繋がるとされる10。この点は、我が国の地産地消の目的との大きな相違
は見られない。米国の大学で行われている Buy Local 活動は、その名前が定着する
以前からランドグラント大学による官民連携学外貢献事業の一環として実施されて
きた経緯がある。  
４－１．スミス・レーバー法の制定：学外貢献の確立 
1914 年に制定されたスミス・レーバー法の制定により、「教育」「研究」に次ぐ（特
にランドグラント大学の）大学の機能として「学外貢献（University Extension）」
が明確に加わった。同法は、ランドグラント大学による農業の生産性の向上、農製
品のマーケティング、生活改善指導など含めた農業に関する知見を、農家や消費者
に対して提供するプログラムに対し、連邦政府が補助金を与えるものである。これ
らのいわゆるアウトリーチ活動は、官民連携学外貢献事業（Cooperative Extension 
Service）と呼ばれている11。同事業で行われているアウトリーチ活動を具体的にみ
ると、農業、畜産指導、若年層が継続して学校に通うための教育、園芸・健康推進
などにボランティアで取り組むリーダーの育成、初等科学教育、農業従事者、コミ
ュニティの後継者教育、水、森林といった自然資源の保全に関する教育、コミュニ
ティと地域経済発展のための教育などである（USDA 2014）。このように、米国で
は約１世紀前から大学を中心に官民連携学外貢献事業の下で農業、農村支援が行わ
れてきた。その下支えがゆえに、米国の多くの大学では、農業、農村支援の一環と
して、キャンパス内での Buy Local 活動が実施されている。具体的には、キャンパ
スのダイニングサービスや地元農家らの直売活動（ファーマーズ・マーケット）な
どである。  
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４－２．米国の大学におけるベスト・プラクティス 
ここでは、マサチューセッツ州政府が発行している「Campus Sustainability Best 
Practice 」 に お い て 取 り 上 げ ら れ た ３ 大 学 の 実 践 例 を 紹 介 す る （Massachusetts 
Executive Office of Energy and Environmental Affairs , 2008)。 
事例１：サンタクララ大学（カリフォルニア州）  
サンタクララ大学は 2004 年にサステイナブルキャンパスを目指す「憲章」を制
定し、Buy Local に関する規定を盛り込んでいる。憲章の制定以前から Buy Local 活
動に取り組んでいた同大学だが、大学から 150 マイル（240 キロ）圏内で生産され
た農産物、飲料の購入に目標値を定め、全食料、飲料購入額の 20％以上を目指して
いる12。学生食堂（カフェテリア）の食材は 50％、季節によっては 80％を地元産に
する「Farm to Fork」プログラムを実施している。2012 年、同大学の食料、飲料の
全購入額約 500 万ドルに対し、10.5％は地元の食料、飲料を購入に充てられている
13。 
事例２：スタンフォード大学（カリフォルニア州）  
 スタンフォード大学もサンタクララ大学同様に、サステイナブルキャンパスの実
現の一環として Buy Local 活動を導入している。キャンパス周辺 150 マイル以内の
農家、生産者から食料・飲料を直接購入し、学生食堂、キャンパス内にある学生寮
食堂などの全てのダイニングサービスで提供している。2013 年、同大学では食料・
飲料の総購入額の 41％を地元生産者から仕入れている。  
事例３：スミス・カレッジ（マサチューセッツ州）  
「Seven Sisters」 の一角をしめる同大学では、約 60 年以上も前から Buy Local 活
動に取り組んでいる。学生食堂・カフェテリアにおける食材の殆どを、地元農家か
ら直接購入している。キャンパス周辺 150 マイル（240 キロ）で生産された農作物
を、学生食堂・カフェテリアに率先して使用する。2012～13 年では、食料、飲料の
全購入額（$2,995,480）の約 22％（$670,959）が地元の生産品で賄われている14。 
４－３．地産地消と大学評価基準との関係 
前項で取り上げた３つの大学に共通するキーワードは、Buy Local 活動を地域の
持続的可能な発展（サステイナブルキャンパス）の一部として実施していることに
ある。北米を中心に約 2,000 の高等教育機関が加盟する AASHE（Association for 
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Advancement of Sustainability in Higher Education）では、2007 年から STARS
（Sustainability Tracking, Assessment & Rating System (STARS)）を導入している。
これは、「大学の特色（Institutional Characteristics）」「学問（Academics）」「エン
ゲージメント（Engagement）」「運営（Operation）」「イノベーション（Innovation）」 
という５つの大項目からなる評価基準で、サステイナブルなキャンパスの進捗を計
測する大学評価システムである。「運営」の項目には、学生食堂、カフェテリアなど
のダイニングサービスにおける Buy Local の進捗度を示す審査項目「OP-6 Food and 
Beverage Purchasing」がある。OP-6 の意図するところは、地元の食材・飲料を積
極的に購入する活動、すなわち Buy Local を地球規模での食料生産として見た場合、
社会・環境的な影響を減らすこと。地域経済の活性化や食の安全に貢献に繋がると
して重要視されている15。STARS の詳細や分析については他論に譲るものであるが、
北米の大多数の大学を中心に、欧米、日本（北海道大学、京都大学が加盟）にも加
盟のネットワークが広がっている。STARS が示したサステイナブルキャンパスとし
ての Buy Local は、何かとランキングが重視される大学界において、今後注目を浴
びることが予想されるファクターであろう。  
５．我が国の大学における地産地消の取り組み：意識調査の結果から 
５－１．「大学の地産地消の取り組みに関する意識調査」の目的と概要  
本節では、2015 年に筆者が実施した実証分析結果を考察する。本調査の目的の根
幹は、大学が普段行う教育・研究等の活動は、周辺地域に経済効果をもたらすとの
先行研究を範とするものである16。 
大学は社会システム上でも公共性の高い存在であり、それらの経済効果は大学に
よる社会・地域貢献として捉えることができるのか。また、大学のキャンパスで行
われる様々な活動が、立地する周辺地域の経済にどのような影響を与えているのか
という視点から、大学側がそれについてどのような意識を持っているか。大学によ
る調達・購入という財・サービスの消費活動に関する具体的な取り組みの規模や意
識について、中小企業・小規模事業者支援という側面から、各大学の意識の測定を
試みた。 
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本調査では、「大学による地産地消（Buy Local）活動」に関する問いを設けた。
大学による地域経済への貢献の一事例として、地域振興や地域の持続可能な発展と
いう観点からも、地域で生産された農産物等をできる限り地域内で消費することや
地域の農産物への関心を高める活動である「地産地消（Buy Local）」の効能につい
て着目したものである。  
① 調査対象 
 全国の国立大学、公立大学  
 全国の私立大学のうち、地域振興を志向する大学：  
平成25、26年度「文部科学省「地（知）の拠点整備事業」の申請校（共同申
請含む）  
合計 全国の392大学を対象  
② 調査方法 
2014年12月12日（金）に、各大学が公開している総務、広報（入試）、調達、社
会連携に関係する電子メールアドレスに対して調査フォーム（PDFファイル）を
配布した。12月26日（金）までに、調査フォームから回答を自動送信するか、PDF
を上書き保存し、筆者の電子メールアドレス宛への返信を依頼した。  
③ 回収 
2014 年 12 月 27 日（土）までの返却分を有効回答として分析した。また、項目
によっては「無回答」を除いて分析した。回収数は 78（国立大学：21、公立大学：
31、私立大学 26）、回収率は 19.9％（国立：24.7％、公立：36.9％、私立：11.7％）
である。 
５－２．意識調査の結果  
５－２－１．取り組んでいる地産地消活動の内容について 
 各大学が実際に取り組んでいる地産地消活動の内容について尋ねた。全体を通じ
て最も多かったのが「何も実施していない」で、国立大学では４割、公立大学では
半数を超えている。次いで、「研究室・ゼミでの教育・研究活動の対象」及び「産学
連携よる地産地消商品の開発」がほぼ同数で並んでいる。いずれも、私立大学にお
78 
ける取り組みが、国立、公立大学を上回っている。その一方で、「食堂等での地元農
産物の提供」への取り組みは推進されていないという結果となった（図 4.1 参照）。 
 
 ５－２－２．実施する地産地消活動は周辺地域に経済効果を与えているか 
 各大学が取り組んでいる地産地消活動が大学周辺の地域に経済効果を与えている
か、大学側が持つ意識を尋ねた。  
５－２－１で「何も実施していない」の回答数、回答分布と図 4.2 における「未
回答」がほぼ同様の分布を示している。続いて「どちらともいえない」が続いてい
る。「少し与えている」「よく与えている」という肯定的な意見は、「全く与えていな
い」「あまり与えていない」を上回る結果となった（図 4.2 参照）。 
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図4.1 貴学が取り組んでいる地産地消活動の内容について教えてください（いくつでも）
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５－２－３．実践している地産地消の特徴的な活動を具体例 
大学が実践する地産地消活動について、自由に記載してもらった結果は表 4.2 の
とおりである。便宜上、「ダイニングサービス／学内売店等での地産地消への取り組
み」「教育活動における取り組み」「地域連携による取り組み」「人材育成事業 」「そ
の他」に区分して紹介する。地元農産物のダイニングサービスでの使用や直売とい
った取り組みよりも、教育、地域連携活動の一環として地産地消活動が行われてい
る事例が多い。なかでも、地元農産物等のブランディングに関与する例が多いのが
特徴的である（表 4.2 参照） 
 
表 4.2  実践している地産地消の特徴的な活動を具体的に教えてください（自由記載）  
■ダイニングサービス／学内売店等での地産地消への取り組み  
私立大学（九州・沖縄） 業者に見積りを依頼する際に産地を指定  
公立大学（東北）  県産米の使用  
国立大学（近畿）  大学内の売店で地元産の農産物を販売。主体は大学ではなく売店を経営する民間企業  
公立大学（中国）  食堂業者へ地元農産物の使用について依頼  
国立大学（東北）  
大学地域ブランド戦略研究所によるフルーツマイスター／県産米の使用（期間限定）／震災復
興目的に地元農産物を使用  
私立大学（関東）  キャンパス内で週１回（授業期間中）の頻度で、地産地消商品の特別販売  
■教育活動における取り組み  
私立大学（近畿）  プロジェクト科目における地元農産物を素材とした商品回覧  
私立大学（北海道）  地域の特産品の有効活用について、グループ校である調理専門学校と連携した、学生中心のプ
ロジェクト学習を実施（エゾシカ肉、がごめ昆布など）  
私立大学（関東）  農学部での生産品  
私立大学（中国）  調理実習で使用する食材になるべく地域の食材を使用  
私立大学（近畿）  地元産農産物を用いた食品開発  
国立大学（東北）  清水森ナンバ（トウガラシ在来種）に関する活動  
■地域連携による取り組み  
国立大学（北海道）  相互協力協定を結んでいるＪＡグループとの連携事業で、基本的に地産地消で実施（学生が、
稲作体験塾において、田植、稲刈りし、収穫物を食す事業）  
私立大学（北陸）  大学の地域教育開発センター・スイーツ研究所で加賀野菜を材料としたスイーツの開発、地元
菓子組合とのコラボによる販売を実施  
国立大学（近畿）  
マルシェ（食育と地産地消・こだわり農業の支援）／地域の農業のネットワーク化（こだわり
農業）／学生への食育活動 ／環境ビジネス展示会への出店等  
公立大学（関東）  
設置者（自治体）の実施する地産地消活動（医食農同源 ）において、研究やメニュー作りに参
加。学生による食育サークルが開発し、県庁食堂で提供するメニューに県内産食材を取り入れ
るよう配慮  
私立大学（関東）  さきたま古墳・行田古代米カレーを地元で開発するグループに参加（学長が顧問に就任。カレ
ーは地元産の古代米を加えたごはんを前方後円墳の形とすること、地元で取れた野菜などの産
物を使用することが条件。大学は、古代米のごはんを前方後円墳に形作る型を制作し各店舗に
提供。ロゴとロゴマークの提案も学生が行っている  
私立大学（近畿）  
地元のギャラリーカフェを拠点に、メニューの食材を東洋・西洋の観点から効能を調べ、食へ
の関心を持ってもらい、地元の食材を用いた創作メニューを学生とカフェ事業主と共に創作す
ることにより、地産品の食材価値を高め、食育・食養を通して、市内外に発信する活動を行う
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ことが狙い  
私立大学（九州・沖縄） 
地元自 治体 との 包括 連携協 定に 基づ く和 牛ブ ラン ド化へ の協 力／ 地元 企業 への健 康ギ ョーザ
の商品開発／学外公開講座における地域での昼食機会の設定  
公立大学（中部）  
地元自治体が開 催しているお 土産品開発 プロジェク ト（通称「お みやプロジ ェクト」）や、地
方銀行が主催するビジネスプランコンテストに参加  
■人材育成事業  
国立大学（四国）  
「地域の大学」として県内における食品産業の振興に必要とされる中核人材「フードビジネス
クリエーター（FBC）人材創出」事業を実施  
■その他  
公立大学（北陸）  道の駅活性化  
５－２－４．大学が地産地消に取り組むメリット 
 地産地消活動に取り組むことで得られるメリットについて、大学側がどのような
意識をもっているかの問いである。「地域の経済活性化、農業振興に役立つ」「大学
による地域貢献として位置づけられる」が全体の４割を超えている。  
前掲５－２－１で、地産地消活動を「何も実施していない」と回答した 28 大学
を除くと、地産地消活動に取り組む大学のなかで「地域の経済活性化、農業振興に
役立つ」と回答した大学が 64％、「大学による地域貢献として位置づけられる」と
回答した大学が 60％と、半数以上の大学が、地産地消活動が地域の活性化に貢献し
ていると感じている。続いて、「教育・研究上の効果」の回答が多かった。  
 なお、大学のダイニングサービスにおける地元農産物の使用比率を参考情報とし
て尋ねたところ５大学から回答があり、１大学が 30％（私立大学・近畿）、４大学
からは１％以下であった（図 4.3 参照）。 
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図4.3 地産地消に取り組む貴学が感じているメリットを教えてください
（いくつでも）
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５－２－５．大学が地産地消に取り組むうえでの課題 
 各大学が地産地消に取り組むにあたって認識している課題について、該当する項
目には複数回答してもらった。まず、「生協、外部委託先に任せているため大学の意
向だけでは決められない」と回答した大学が全体の約７割を占めた。次いで、前述
の２－７でみたように、一般的に地産地消の課題として指摘されている。次いで、
「年間を通じて地元農産物の身によってすべての品揃えを賄おうとするのは困難」
が続いた。また、「地元農産物は必ずしも安価なものではない」と「学生のニーズが
単価の安いものなので、競争原理に則れば高めの地元農産物の調達は馴染まない」
がほぼ同数であることから、大学側は学生サービスとして、安価な食事の提供に配
慮していることが伺える。「その他」を回答した大学からは、「大学による収益事業
活動が困難であり、生協など外部委託の必要がある（国立大学：関東）」「教育研究
上のメリットがなければ積極的に取り組む必要性を見出せない（国立大学：関東）
「食堂を運営している大学生協は、近隣大学生協との共同仕入れのため地産地消を
主目的としていないのが実情（国立大学・東北）」「流通・卸業者との取引関係性（が
課題）（公立大学・中部）」との意見が寄せられた（図 4.4 参照）。 
 
５－３．調査結果の概要 
全国の大学が有する地産地消に対する意識や課題、取り組みの概要は次の通りで
ある。 
 地産地消を「何も実施していない」大学が約半数。次いで、「研究室・ゼミな
どでの教育・研究活動の対象」「産学連携による地産地消商品の開発」が多い。
「学生食堂、ダイニングサービスでの地産地消」の実施は全体の１割強に留
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図4.4 大学が地産地消に取り組むうえでの課題は何でしょうか（いくつでも）
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まる。  
 地産地消が「大学の周辺地域に経済効果を与えている」と考える大学は、約
１割強程度である。 
 地産地消を実践する大学では、「地域の経済活性化、農業振興に役立つ」と考
える大学が約６割、「大学による地域貢献」と回答した大学も約６割と、半数
以上の大学では、地産地消が地域活性化に貢献していると回答した。  
 「ダイニングサービスにおける地産地消」については、「サービスを生協や民
間企業に外部委託していることから、大学の意向だけでは決定できない」と
する大学が７割を超える。  
 地産地消の課題として、「年間を通じて地元農産物の身によってすべての品揃
えを賄おうとするのは困難」「地元農産物は必ずしも安価なものではない」が
挙がった。  
６．検討と含意 
本章の前段で触れた通り、地産地消には周辺地域の経済活性化への貢献が期待さ
れる。学校給食の事例でみたが、食育の観点も踏まえ、地場農産物が一定規模まと
まった使用量がもたらされる学食等のダイニングサービスの貢献度は高いと思われ
る。半数以上の大学が、地産地消が地域の活性化に役立つと認識していることが明
らかとなった。  
ところが、今回の調査結果によると、地産地消に取り組む全国の大学は約半数に
とどまり、活動の多くが、地場産品を使った商品や食事メニュー開発といった産学
連携である。これらは、農山村の再生の観点から評価されるべき取り組みであるが、
その一方で、ダイニングサービスでの地元農産物を使用する取り組みは低調である。
これには複数の要因が浮き彫りとなった。一つに、学生サービスの一環として、安
価な食事の提供を重要視している点にある。これは、一般的に指摘される地産地消
の課題である品揃えの不安定さ、安定かつ安価な生産物の供給が難しい点を課題と
して指摘する大学が多いことからも裏付けられる。  
二つに、国立大学は「国立大学法人法」により収益事業の実施に制約があること
にある。大学が提供する学食などの収益が伴う学生サービスは、生協、外部業者に
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委託せざるを得ず、大学の意思がサービスに反映させ難いという。これは、国立大
学法人法における収益事業を司る「業務の範囲」の解釈が、曖昧であることが要因
として指摘されている17。ゆえに、各大学は収益事業である学食等のダイニングサ
ービスの実施を躊躇しているとされ、生協連や民間企業等への業務委託をせざるを
得ない。 
2010 年に公布された「六次産業化・地産地消法」では、「地産地消等」に関する
施策の推進により、農林漁業の振興等を図ることを目指している。国及び地方公共
団体は、同法により学校給食等での地域の農産物利用や食育の推進、人材育成など
への努力義務が課せられている。無論、大学がその実施対象となっているわけでは
ない。だが、地域の拠点としての役割が期待される大学の社会貢献と地域経済振興
の両面からの貢献が求められよう。大学における六次産業化・地産地消法の促進に
は、まず、国立大学法人法上の収益事業の定義の曖昧さを解消する環境を整えるこ
とが必要になる。  
本章で見た通り、米国を中心に、我が国の大学の一部でもサステイナブルキャン
パスの進捗度を測る大学評価システムへの参加が進んでいる。これには、地域経済
や農業振興の視点が盛り込まれ、ダイニングサービスにおける地元農産物の使用比
率が評価項目として盛り込まれている。ゆえに、国立、公立、私立と設置形態を問
わずとも、地域の大学は、地域のサステイナブルの観点から、地産地消を促進する
ことがますます期待されるのである。  
                                                   
註 
1 伊東（2012）の第 1 章において、我が国の地産地消の系譜に触れつつ、各論者による
地産地消の定義について、詳細な論考がなされている。  
2 地産地消における「地元」の定義もその議論の対象になっている。  
3 地産地消の語源については、複数の先行研究で述べられている。これを体系的にまと
めている伊東（2009）に詳しい。また、亀山（2007）は地産地消の概念の重要性を指
摘したのは「農産物市場研究会」と指摘する。1970 年代に「全国的・広域的な流通の
展開の中で駆逐されつつある農産物の地場流通・地域流通を守る」と生産者サイドに立
ち、販売先の地元消費者を射程にしていた。 
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4 小野（2007）は、国内農産物需要の１％に相当する額の輸入農産物を減らし、同額の
国内農業生産が増加するケース、具体的には食品産業が１％ずつ国内の農産物使用や消
費を増やし、輸入農産物の使用や消費を減らした場合を想定している。  
5 七十七銀行（2005）は、農業・漁業の自給率を１％引き上げた場合の東北地方および
宮城県の地産地消の経済波及効果について産業連関表を用いた推計を行い、193 億円の
生産誘発効果が見込めるとしている。  
6 農林水産省「2005 年世界農林業センサス」「平成 19 年農産物地産地消等実態調査」「平
成 21 年度農産物地産地消等実態調査報告」「平成 24 年度 6 次産業化総合調査」から作
成。 
7 内閣府「都市再生プロジェクト（第十次決定）大学と地域の連携協働による都市再生
の推進」平成 17 年 12 月 6 日、都市再生本部決定。  
8 なお、2015 年から大学 COC 事業は、従来の事業目的に加え、政府の地方創生推進戦
略と連動し、地方の大学、自治体、企業や NPO と協働し地域産業を自ら生み出す人材、
地域を担う人材育成の推進を目指す「地（知）の拠点大学による地方創生推進事業（COC
＋）」として展開されている。  
9 地方大学で医学部および附属病院を有する大学として、富山大学、徳島大学、長崎大
学の３大学が分析対象となっている。  
10 University of Illinois Extension ウエブサイト  
http://web.extension.illinois.edu/state/index.php  (2016 年 1 月 22 日アクセス) 
11 連邦農業局（USDA）内の Cooperative State Research, Education, and Extension 
Service (CSREES、2009 年に National Institute of Food and Agriculture; NISF に変更)
が主管となり、全米で 1,000 を超える郡・地域に設置されたエクステンション事務局を
通じて実施される。その多くが各州のランドグラント大学によって運営されてきた  
12 サンタクララ大学ウエブサイトを参照。 
http://www.scu.edu/sustainability/stewardship/food.cfm（2016 年 1 月 29 日アクセス）  
13 AASHE ウエブサイト：サンタクララ大学の評価表を参照。 
https://stars.aashe.org/institutions/santa-clara-university-ca/report/2014-05-03/OP/d
ining-services/OP-6/ （2016 年 1 月 29 日アクセス）  
14 AASHE ウエブサイト：スミス・カレッジの評価表  
https://stars.aashe.org/institutions/smith-college-ma/report/2014-07-11/OP/dining-s
ervices/OP-6/（2016 年 1 月 29 日アクセス）  
15 農業従事者の環境改善、健康な畜産物・土壌・河川、農家の生計の確保といった点も、
Buy Local の進展で見込まれるとしている。  
16 文部科学省（2011）参照。 
17 斉藤徹史（2010）p.137-153. 及び国立大学法人法制研究会（2008-10）参照。 
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第５章 大学による自治体への財政貢献:          
米国の｢善意に基づく税の代替支払｣からの一考察 
１．研究の背景と問題意識 
歴史的に大学は、教育と研究を本来的な使命とした社会に貢献する非営利組織と
して位置づけられてきた。現在においては、より直接的な社会貢献が強調され、研
究成果の商業化、産業界との連携、企業への技術移転、大学発ベンチャーなどが世
界中の大学で行われている。我が国においても、大学が政府の支援を受けて全学的
に地域を志向した教育・研究・社会貢献を進める「地域コミュニティの中心」を目
指す取り組みが行われている。大学が組織的に地域連携活動を進め、大学がもつシ
ーズを用いて、地域が抱える課題を解決し、地域再生、産業振興を目指す動き への
関心がこれまでになく高まっている。  
米国では、2000 年半ば頃から、大学、病院等の非営利団体を中心とした産学官連
携による地域産業振興への取り組みが始められている。民間企業のように業績次第
で移転する懸念のない地域に根差す非営利団体である大学や病院等を社会資本に据
え、それらの経済活動をエンジンとして地方政府、民間企業、NPO らが協働してコ
ミュニティ形成の実践と研究が進められている。具体的な取り組みには、人材育成、
研究成果の技術移転、施設建設や維持、財・サービスの購入、地域住民の雇用、不
動産開発、住環境の整備等などがある。近年はその一部として、自治体が行う公共
サービスの代替機能や財政支援にも議論が及び、一部の地方自治体が実施する大学
による「善意に基づく税の代替支払い（Payment in Lieu of Taxes: PILOT）」がそれに
あたる。  
米国における州立大学が有する財団や私立大学は、多額の収入、不動産などの固
定資産を所有するが、それらの多くは免税である。逼迫する地方財政を背景に、地
方自治体が免税措置を受ける大学、病院、博物館、美術館などの民間非営利団体に
対し、固定資産税に代わる「善意」に基づく支払い（PILOT）を要請するものであ
る。PILOT の収入は地方自治体の歳入に組み入れられ、最終的には警察、消防、道
路整備などの公共サービスに供されている。2011 年の調査によると、少なくとも
2000 年以降、218 地方自治体が PILOT を実施し、納付額は年間 9,200 万ドル超に及
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ぶ。 
米国同様に我が国も地方財政を取り巻く状況は厳しいものがあり、将来にわたっ
て持続可能な公共サービスの安定的な提供には懸念が残る。本章では、PILOT を大
学の資産と経済活動を梃とした産学官連携による地域経済振興活動の一部として位
置づけ、大学を中心とする非営利団体の免税措置制度とその現状、PILOT の制度に
ついて概観する。そのうえで、非営利団体が有する固定資産が市全体の免税対象面
積の 1 割に及ぶボストン市の PILOT の事例を取り上げる。ボストン市は、市内の大
学から約 2,500 万ドルに及ぶ現金の PILOT の納付を受け、加えて各種コミュニテ
ィ・サービス、サービス・ラーニング、市民を対象とした奨学金制度等を金銭対価
に換算し、PILOT の一部として組み入れる先駆的な取り組みを実施している。これ
らを通じ、米国における大学による社会貢献としての PILOT の有効性と課題を考察
することで、我が国での実用性を検討する視座を提供することが本章の目的である。 
２．大学の経済活動と資産を梃とした産学官連携の地域経済振興活動 
本節では、大学の資産と経済活動を梃とした産学官連携による地域経済振興活動
について概観する。なお、PILOTは、大学の固定資産を用いた地方自治体への社会
貢献の一部ということで、その存在が注目されるようになった。後述するが、地方
自治体が行うPILOTそのものは決して新しい制度ではない。一部の地方自治体と大
規模大学などの非営利団体との個別合意に基づいて、1920年代から実施されている
ものである。  
さて、米国では2000年半ば頃から、大学や病院など、民間企業のように業績の良
し悪しで移転することのない地域に根差す非営利団体を社会資本に据え、大学の資
産、資源、経済活動をエンジンとして、地方政府、民間企業、NPOらと協力して民
主的にコミュニティ形成を進めるAnchor Institution（AI）戦略1が注目されている。
雇用促進、企業支援、消費活動による経済活性化、周辺住環境の整備、健康な地域
の促進等、広範囲にわたる効果を期待する民主的なコミュニティ開発が進められて
いる2。その好例として、キャンパス周辺のコミュニティ再生を実現したペンシルベ
ニア大学、産学官連携による医療クラスターへの産業転換と地域コミュニティ整備
に取り組むクリーブランド市がある。 
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各種調査によると、全米の大学数の半数以上となる約2,000大学が都市部に所在し
ている（Initiative for a Competitive Inner City and CEOs for Cities, 2002）。2013
年度の統計では、全米の二年制、四年制大学は、年間517億ドル消費活動を行って
いる（National Center for Education Statistics, 2016）。都市部における大学という
組織は、近隣住民の雇用、教育・訓練の実施、地元企業からの財・サービスの購入、
研究成果の技術移転、施設建設や維持、不動産開発、住環境の整備、学生・教職員
やその客人らが近隣地域で消費活動を行っている。  
AI戦略による地域経済振興が盛んとなる契機となった要因は２つ考えられる。第
一に産業クラスター論に基づく経済開発の潮流を作り出したポーターの存在である。
近年ポーターは、中心市街地の衰退による失業率、貧困率、犯罪率の上昇などの「イ
ンナーシティ（Inner City）」の再活性化に関心を持っている。ポーターは、この
課題を解決することを目的として、1994年に ICIC（The Initiative for a Competitive 
Inner City）というNPO法人を設立した 3。2001年には、ICICが企業経営者集団
「CEOs for Cities」と共同して、大学が有する経済的な資源を最大限に利用するこ
と で、 都 市 部 の経 済 再 生を 目 指 す アク シ ョ ン プラ ン （Leveraging Colleges and 
Universities for Urban Economic Revitalization）を公表している。同プランによる
と、1996年時点で、約1,900の都市部にある大学における給与や財やサービスの購
入に費やす支出が約1,360億ドルあり、同年の連邦政府による都市政策の投資額の約
９倍あること。さらに、都市部の大学においては約200万人もの雇用があり、その
うち３分の２は教員以外の事務・サポートスタッフである。大学が有する資源は、
その存在だけで地域への莫大な経済効果をもたらす存在であり、立地する地域の生
活の質の改善にむけては無視できない存在であることを指摘した。  
第二に、連邦住宅都市開発省（HUD） が実施した大学を中心とした地域コミュ
ニティの発展を加速化する補助金プログラムの廃止である。前掲（p.32）に詳しく
触れたので詳細は割愛するが、1992 年、HUD は「住宅とコミュニティ開発に関す
る法律（Housing and Community Development Act）」の施行により、大学を中心
としたコミュニティ開発を促進する専門部署 （OUP） を設置した。その後、OUP
は補助金プログラムである「The Community Outreach Partnership Center Program, 
COPC」を立ち上げ、2006 年までの間に 200 超の大学に対して、約 4,500 万ドルの
補助金を提供してきた。しかしながら、2006 年にはブッシュ政権の政策転換により、
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COPC は予算カットの憂き目にあった。  
地域にとって、これまで補助金に頼ってきた地域コミュニティ振興から、大学や
病院など一度地域に根差せばなかなか移転することのない安定した大規模な非営利
団体をアンカー機関として、地方自治体、民間企業、NPO らによる産学官連携型
事業へと転換する契機となった。  
３．米国の非営利団体、大学に対する免税措置 
３－１．非営利団体の法人格と経済規模 
非営利団体の法人格は、連邦法に基づいて規定されるものではなく、所在する州
の法律による。各州における非営利団体の定義はさまざまであって、一部では、営
利と非営利を区別しないで、会社法に法的根拠を求める州もある（岩田 2004）。非
営利団体を定める州法上の設置・設立形態は、Trust（信託）、Fund（ファンド）、
Union（組合）、Endowment（基金）、Foundation（財団）、Charter（認可機関）
などがある。  
米国の非営利団体の公益（慈善）性は、税法上の免税措置がなされているか否か
により判断される。非営利団体を分類する方法として連邦税、州税が免除される内
国歳入法典（Internal Revenue Code、以下 IRC）第 501 条 (c)（以下 501(c)）に
定めら れた 非営 利団 体一 般に 対す る連 邦所 得税 の免 税措 置に よる 区別 がある 。
501(c) の非営利団体にも複数種類があるが、非営利団体としての大学は 501(c)(3) 
として規定された「慈善な（charitable）非営利団体」である場合が多い。501(c)(3) 
には、原則免税の対象となる非営利団体の種類が分類、列挙されている。宗教､ 慈
善､ 科学､ 公共安全試験､ 文学､ 教育､ 国内・国際のアマチュアスポーツの育成､ 
子供及び動物の虐待防止保護等の活動を行う法人又は基金もしくは財団がそれに該
当する（岩田 2004）。 
McKeever（2005）によると、非営利セクターの経済規模はおよそ 9,050 億ドル
と推定され、2013 年の実質 GDP の 5.4％を占めている。2013 年現在、IRS に登録
されている非営利団体（Nonprofit Organization）の数は 141 万あり、2003～13 年
の 10 年間で 2.8％増加している。全ての非営利団体のうち、501(c)(3) に規定され
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る慈善団体（Public Charity）数は、2003 年の 798,988 から 2013 年には 954,476
へと 19.5％増加している。非営利団体全体の収入（2.17 兆ドル）と支出（2.10 兆ド
ル）に対する 501(c)(3) の団体が占める割合は約７割（収入 1.73 兆ドル、支出 1.62
兆ドル）ある。総資産で見ると非営利団体全体が 5.17 兆ドルに対し、501(c)(3) の
団体は 3.22 兆ドルと約 6 割を占める4。 
３－２．非営利団体としての大学 
私立大学の多くは、活動が営利目的ではなく、創設の由来が「慈善団体（Public 
Charity）」であることから、501(c)(3) の免税団体として認められている。大学の
活動で発生した収入と寄付金収入に対する連邦税は免除される。これは、連邦政府
にとって大学の教育・研究機能は、国民の生産・市民能力を養成する源泉として認
識されているためである。  
公立大学、通常は州立大学となるが、同じく 501(c)(3) として認められる。それ
は、公的機関に準ずる存在かつ法的地位も認められており、外部評価である大学基
準認証（Accreditation）を受けていること。また、監督規制をする立場になく、州
政府を構成するために欠かせない組織ではないことによる（AAU 2013）。ゆえに、
多くの公立大学は政府機関としての要件を満たしていることから、連邦政府と州政
府間の免税措置（Intergovernmental Tax Immunity）の原則によって、連邦税が免
除されている。  
連邦法同様、各州政府も大学を含む非営利団体に対する免税措置を与えている。
その代わり、免税団体は連邦及び州法に基づく確定申告（Tax Filing）、会計監査、
報告書の開示といった義務を負う。特に IRS は、大学が付置して活動を支援する公
益慈善財団（Public Charitable Foundation） に対し、年次報告（FORM 990）の提
出を義務付けている。財団は、団体の設立趣旨、収入、支出、基金、経営陣の給与
とベネフィット、事前の贈物（Charitable Gift）、ロビー活動などの実績を報告する。
これらは公開情報となる。  
４．PILOT とは 
PILOTは、固定資産税の免税措置を受ける非営利団体の土地所有者が、地方自治
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体が提供する公的サービスの費用を負担する善意に基づく支払いである。PILOTは、
すべての非営利団体を対象としたものではなく、地方自治体と対象の非営利団体と
の間の合意に基づき実施されている。2009年度の全米の固定資産税収入における非
営利団体を対象とした免除額は、概ね  4～8％、170～320億ドルと推定されている
（Sherlock and Gravelle 2009）。 
歳入の減少傾向と政府サービスに対する需要が高まる昨今、資金繰りに困窮する
地方自治体が注目したのが、非営利団体に対する固定資産税の免除措置である。非
営利団体も一般の納税者同様に地方自治体から警察、消防、道路の維持管理などの
公共サービスを享受されている。このことから、PILOTは免税措置を受けている非
営利団体にも公共サービスの費用を例外なく公平に負担してもらうべきとの考え方
に基づいている5（Gallagher 2002）。 
地方自治体の税収に占める固定資産税の割合は高い。連邦政府、州政府、地方自
治体全体の歳入における固定資産税の占める割合は2012年の統計によると11.8％で
ある。それに対し、州政府、地方自治体における固定資産税の割合は2010年の統計
で35％を占め、小売売上税（Sales Tax）等の収入（34％）を超え、最も高い割合を
占めている（図5.1、5.2を参照）。非営利団体が行う活動は、地元の地方自治体にと
って貴重な利益である。他方、非営利団体の規模が拡大すればするほど、地方自治
体の財政にとっては好ましくない影響が及ぶ。すなわち、地方自治体の歳入に占め
る非営利団体の免税措置の規模が拡大することに繋がるためである。実際、非農業
部門雇用者に占める非営利セクターに区分される教育・医療分野の雇用者の割合は
全国平均15.1％と、1990～2010年の20年間でこの分野の雇用が5％増加している。一
方、製造業をみると、非農業部門雇用者に占める割合が全国平均8.9％、1990年から
2010年の20年間で7.3％減となっている。製造業における雇用者数の減少を、教育・
医療分野が吸収し、拡大を続けていることが伺える（Kenyon and Langley 2010）。 
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図 5.1（左） 2010 年度の州政府、地方自治体の歳入の構造（US Census より筆者が作成）  
図5.2（右） 2012年度の連邦、州、地方自治体の歳入の構造（OECDデータより筆者が作成）  
 
 
４－１．PILOTと大学をめぐる歴史 
地域における非営利団体は、主要な雇用主であり、住民が必要とするサービスの
提供者、そして、地域への訪問者を応対する役割を果たしている。その一方で非営
利セクターは、地方自治体の財政不安をもたらす存在にもなっている。地方自治体
は、警察、消防、道路の維持等の公的サービスを提供する費用として十分な歳入が
必要である。非営利団体側も公的サービスを受けているのだが、所有する固定資産
については、全米 50 州で免税措置となっており、歳入は期待できない（Gallagher 
2002）。 
これまで、複数の大規模の大学では、地方自治体に納付した PILOT を通じて、
公共サービスの利用分を相殺するよう努めてきた。名門私立大学が多く集まるマサ
チュー セッ ツ州 での取 り組 み は 1900 年代初 頭に 始まり 、後 述す るボ ストン の
PILOT は、大学と個別に契約をする形として 1925 年から始まっている。隣町のケ
ンブリッジ市に所在するハーヴァード大学、マサチューセッツ工科大学（MIT）は、
1928 年から PILOT を納付している。ハーヴァード大学は、1990 年に結んだ市と
の合意に基づき、年 170 万ドルの PILOT を納めてきた。2006 年からは年 240 万ド
ルに納付額が改定され、今後 10 年ごと３％納付額が上乗せされる。同大学による
と、今後 50 年間で納付額の規模が、約 2 億 550 万ドルに及ぶという（The Crimson 
2005）。一方の MIT も同様であり、年間の支払い 150 万ドルに、年 2.5％の上昇分
を加えた額を今後 40 年間納付していく（Tartakoff 2005）。 
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ロードアイランド州の州都プロビデンス市では、市内の 7 つの非営利団体に対し、
PILOT への協力を要請している。市内の主要大学の一つであるジョンソン＆ウェー
ルズ大学は、市との間に 640 万ドルの一時金に加え、今後 5 年間で 500 万ドルの納
付することで合意している。  
４－２．PILOT の実態と規模 
2011 年、599 地方自治体を対象に実施した調査（Langley et al. 2012）によると、
PILOT は 2000 年以降少なくとも 28 州 218 地方自治体で実施されている。地方自
治体は、多様な手法で PILOT を受け取っているが、58％の自治体では非営利団体
と長期 契約を 結ん でい る。34％の自治 体で は毎 年納付 する 形式と なっ ている 。
PILOT を実施する地方自治体の行政区分は市と町が多い。また、少なくとも 7 つの
教育行政区、４つの郡で実施されている6。 
納付額の規模は毎年約 9,200 万ドル程度あり、9 割以上が教育機関と医療機関に
よるものである。そのうち 3 分の 2 は大学で占めている。PILOT 納付額の約 8 割
は、北西部地域、特にマサチューセッツ州とペンシルベニア州に集中している。１
団体あたり平均 292,952 ドル納付しているが、その中間値約 3 万ドルと比べると差
は約 10 倍ある。これは前項で紹介したハーヴァード大学、MIT の納付額から窺い
知ることができるが、PILOT の大部分は次の 10 団体からで占められている： 
 
 ハーヴァード大学、イエール大学、スタンフォード大学、ブラウン大学、ボスト
ン大学、マサチューセッツ総合病院、ダートマス大学、ブリガム＆ウーマンズセ
ンター、MIT、プリンストン大学  
 
この 10 団体のうち、ハーヴァード大学、ボストン大学、マサチューセッツ総合
病院、ブリガム＆ウーマンズセンター、MIT の 5 団体はボストン地域に所在する。
なお、調査に回答した 181 地方自治体のうち 165 自治体では、PILOT 納付額は、
歳入の１％以下にとどまっているという。 
４－３．PILOT 義務化の動き  
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いくつかの州や地方自治体では、PILOT を義務化する動きがみられる。例えば、
1994 年、ペンシルベニア州フィラデルフィア市長のレンデル（Ed Rendell）は、
「Voluntary Contribution Program（善意の寄付プログラム）」と命名した PILOT
を導入した。レンデルが後に PILOT の義務化を表明するまでは、2,730 万ドル分
のボランティアサ ービスと 2,870 万ドルの納付が あった。とこ ろが、 裁判所が
PILOT の義務化を認めたことから、納付額は干上がった。現在、マサチューセッ
ツ州議会では、免税措置がなされている非営利団体（学校、病院など）は、25％の
固定資産税の支払いを義務化する法案が審議されている 7。もし、この法案が可決さ
れれば、例外なく小規模の非営利団体にも固定資産税の支払いが義務化されること
になる。米国にある約 15 万の非営利団体は、50 万ドル以上の固定資産を有してお
り、年間の免税額は非営利団体の総収入の 19％に及ぶ（Fei et al. 2015）。PILOT
の義務化は、非営利団体の活動、特に不動産取得を必要とする活動を抑制する可能
性がある。  
５．ボストン市における PILOT 
 本節では、非営利団体の固定資産が市全体の免税対象面積の１割に及び、同市に
所在する大学から約 2,500 万ドルに及ぶ PILOT の納付を受けるボストンの事例を
分析する。  
５－１. 非営利団体の影響力 
約 450 万人の人口を抱えるボストン地域は、ボストン市とケンブリッジ、ニュー
トン、ブルックリン周辺で構成されている。全米で９番目に大きな都市地域である。
その中心であるボストン市が提供する消防、警察、公衆衛生・清掃、インフラの整
備といった重要な公共サービスは、市の予算の約 25％を占める。これらを支える
2016 年度の歳入見込は 28.6 億ドル、うち 68.6％の 19.2 億ドルは固定資産税収入で
ある。 
市内の 49.1％の土地は、固定資産税が免除されている。うち 38.7％が連邦政府、
州、市の所有で、残り 10.4％は、教育、医療、文化、宗教などの非営利法人が所有
している（BMRB 2013、図 5.3 参照）。つまり、市内の約 50％固定資産所有者が、
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公共サービスを維持するための税金を負担している構図となっている。加えて、ボ
ストン市内の民間雇用者の上位 10 社中の８社は非営利団体で占められており、ボ
ストン市の経済に大きな影響力を有する（表 5.1 参照）。2000 年の調査によると、
市内の私立大学及びその関係者が購入する財・サービスの規模は約 7 億ドル、私立
大学が与える経済効果は市の経済規模の 11％にあたる 40.4 億ドルを占めている
（BMRB 2013）。ボストン市の経済における非営利団体の役割は重要である。その
一方で、地方自治体にとってみれば、免税措置を与えられた非営利団体からの税収
が期待できないというジレンマも持ち合わせている。  
 
表 5.1 ボストン市の民間雇用主上位 10社 
 
図 5.3 ボストン市内の免税措置を受けた不動産 
赤色：免税措置を受けている大学と医療機関、黄色：免税措置を
受けている他の機関を表す。出典）Boston Assessing Department 
提供資料から Boston Globe（2011）が作成したものを転載。 
1. マサチューセッツ総合病院（14,752名） 
2. ブリガム アンド ウィメンズ病院 
(11,229 人) 
3. ボストン大学 (9,873名)  
4. ボストン・チルドレンズ病院 (7,903名) 
5. State Street Bank & Trust （金融機関、7,800
名） 
6. ベス・イスラエルメディカルセンター 
（6,695名） 
7. Fidelity （投資会社、5,500名） 
8. ハーヴァード大学大学院（5,132 名） 
9. ノースイースタン大学（4,484 名） 
10. ボストン・メディカル・センター（4,217名） 
太字：免税団体 出典）Boston Redevelopment 
Authority (2013) p.5.  
 
５－２． PILOT の系譜 
ボストン市は、1925 年から一部の非営利団体との間で PILOT の実施に関する覚
書を取り交わしている。1965 年に PILOT の制度を導入して以降、ボストン市は多
くの地方自治体と同様に、非営利団体と直接交渉のうえ覚書を結んできた。固定資
産を所有する主要な非営利団体との間で PILOT の納付が行われており、市が提供
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する警察、消防、除雪といった必要不可欠な公共サービスの管理コストを補完して
きた。ところが、コミュニティリーダーや住民らは、非営利団体らが受け取るべき
利益を超えた公的サービスを提供するための費用の負担を強いられていることに不
満を持ち、非営利団体にそのコストを応分に負担させるための議論を重ねてきた
（Lustig 2009）。2009 年、ボストン市は、主要な非営利団体の代表者を加えたタス
クフォースを設置し、PILOT 制度における市と非営利団体両者の望ましい関係を目
指した調査を開始した。また、市が各非営利団体と締結した PILOT の覚書に記さ
れた条件がケースバイケースであった。そこでタスクフォースは、個別に内容を評
価したうえで、プログラムの標準化を行った（City of Boston 2010） 
５－３．ボストン方式の特徴 
タスクフォースがまとめた「ボストン方式」と評される PILOT は、2011 年から
再スタートを切った。その特徴は、PILOT の対象団体となった非営利団体は、固定
資産税評価額の 25％分の現金納付と、最大 50％分がクレジットされたコミュニテ
ィ・ベネフィット（Community Benefit）と称される地域貢献活動の実践を金銭対
価とした金額の合算で構成される（City of Boston 2010）8。 
 
 手 段：  PILOT の対象となる非営利団体を特定し、現金とコミュニ
ティ・ベネフィットによる市への貢献を要請する（参加は善意）。  
 対象団体：  教育、医療、文化セクターの私的非営利団体  
 固定資産の最低評価額：  課税対象とした場合、1,500 万ドル以上の固
定資産を有する非営利団体に参加要請  
 PILOT 納付額： 課税対象とした場合の固定資産税評価額の 25％にあた
る現金の納付を要請  
 コミュニティ・ベネフィット・クレジット（Community Benefit Credit）： 
市に認められた地域貢献活動を金銭的な対価に換算して、PILOT の全納
付額の最大 50％をクレジット  
 固定資産税納付によるクレジット：  免税措置を受けている固定資産に
対する固定資産税の納付分は PILOT 納付額の一部としてクレジット  
 新方式は 2012 年度から 5 年間継続 
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５－４．ボストン方式導入後の成果 
市内に所在する教育・医療・文化機関のうち、評価額で 1,500 万ドル以上の固定
資産を有する 49 の非営利団体が、2012 年度から始まる新方式（ボストン方式）で  
の PILOT の参加団体となった。内訳は教育機関 23、医療機関 16、文化機関 10 で
ある。 
① 現金の納付実績 
 2011 年度、現金の納付額が 15,146,992 ドルであったに対し、新方式が始まって
5 年目となった 2016 年度は 32,082,841 ドルと倍増した。2016 年度分として市が設
定した納付額の目標値 47,406,810 ドルの 67.6％が実績値となった（表 5.2 参照）。
教育機関である大学は、合計で 23 機関参加しているが、納付額の上位３大学（ボ
ストン大学、ハーヴァード大学、ノースイースタン大学）で、約 80％の納付実績を
占めている（図 5.4 参照）。 
② コミュニティ・ベネフィット 
2012 年から始まったボストン方式には、PILOT 参加団体が提供するコミュニテ
ィ・サービスのクレジットがある。クレジットは、通常、各団体の PILOT 全納付
目標額の 50％を上限に与えられる。プログラム全体で 5,020 万ドル分のコミュニテ
ィ・ベネフィットと呼ばれるボストン市民の利益となる社会貢献活動の提供が求め
られている9。市では、クレジットの対象となるコミュニティ・ベネフィットの具体
的な活動が何かを参加団体側が判断するための基準である「5 つの原則」を提示し
ている。 
 
 直接市民に対する利益となる取り組み 
 市のミッションと優先度を支え、参加団体が実施しなければ市の予算で対
応する取組み 
 市と参加団体が共有する目標を向けて協力できる取り組み 
 定量化が可能な取り組み  
 矛盾なく透明性のある計画を適切に参加団体が立案する取り組み 
 
この基準に沿って、参加団体側がどのようなコミュニティ・サービスがクレジッ
トの対象となるのかを個別に市と交渉する仕組みとなっている。市が実施するイニ  
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表 5.2 PILOT 現金納付の実績（単位：ドル、2011、16 年度の比較） 
 2011 年度 2016 年度 
上段：実績額／下段：要請額 
医療機関全体（16 機関） 
 ※4 機関の納付なし 
6,007,904 18,528,181 
19,873,943 
マサチューセッツ総合病院 2,668,355 6,875,006 
6,875,006 
ベス・イスラエル医療センター 167,000 3,096,744 
3,096,744 
チルドレンズ病院 111,921 812,134 
812,130 
教育全体（23 機関） 
 ※9 機関の納付なし 
8,836,230 13,096,838 
25,634,755 
ボストン大学 5,082,079 6,100,000 
7,582,612 
ハーヴァード大学 2,109,293 3,223,466 
5,803,573 
ノースイースタン大学 3,051 1,100,000 
4,796,476 
文化施設全体(10 機関) 
 ※5 機関の納付実績なし 
151,196 457,822 
1,898,112 
ボストン美術館 66,220 68,920 
1,031,392 
ニューイングランド水族館 -  -  
WGBH（公共放送局） -  135,422 
135,422 
合計 15,146,992 32,082,841 
47,406,810 
出典）City of Boston(2016) より筆者作成 
 
 
図 5.4 市内主要大学の現金納付実績（単位：ドル、2016 年度） 
出典）City of Boston(2016)より筆者作成 
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98 
シアチブに参加にすることに、PILOT のクレジットとなるコミュニティ・サービス
には、市民向け奨学金、夏休み期間中の雇用創出、就労体験や学校との協力関係 な
どがある。除雪、道路清掃、公的に使用できる施設の提供や、近隣団体への寄付な
どのサービスが対象となるかは、市による事実確認が必要となる。対象とならない
例は、許認可申請料（Permit/Fee）、地域保健センターの運営補助、従業員の給与、
無料診療、などがある（City of Boston 2010）。なお、各機関によるコミュニティ・ 
ベネフィットの実績報告書は、2013 年度まで実績はボストン市のウエブサイトで公
開されているが、以降掲載はない。  
５－５．「善意」をめぐる課題  
 これまで見てきた通り、ボストン市の PILOT は、参加団体に対して「善意」に
基づく現金の納付とコミュニティ・ベネフィットという社会貢献活動の実践を要請
している。この「善意」がいくつかの課題を生んでいる。2012 年度のボストン方式
を導入する以前と比べ、現金の納付額が飛躍的に向上している。新方式導入直近の
2011 年度と 2016 年度を比較すると、納付額は倍増している（表 5.2 参照）。ところ
が、PILOT の全 49 の参加団体のうち 18 機関は現金納付を行っていない。これを
23 の教育機関（大学）に絞ってみると、市の現金納付要望額 2,560 万ドルに対し、
実際の納付額は 1,309 万ドルに留まっている。表 5.2 に示したとおり、ボストン大
学、ハーヴァード大学、ノースイースタン大学の 3 大学だけで、2016 年度の納付額
の 79.5％を占めるのがその実態である。加えて、9 大学からの現金納付はなく、市
の要望額を納付したのは４機関に留まる。  
所有する固定資産と PILOT 現金納付額がいずれも市内で３番目に多いノースイ
ースタン大学も、市の要望額に応える納付を行っていない大学の一つである。2014
年度の PILOT において、市の行政執行官ザキーム（Josh Zakim）は、ノースイー
スタン大学が、市が要望する約 250 万ドルの現金納付しないことに対して、不快感
を示した（Rocheleau 2014）。同大学では、課税対象の固定資産を取得した際、免税
措置を受けられたのにも関わらず、約 210 万ドル分の固定資産税を納付している。
今後もこの分の固定資産税については、善意で納税を続けることを決めていた。し
かし、この納税額はボストン方式の納付実績として、カウントされなかった。  
このほかにも、同大学では年間 1,200 万ドル分のボストン市民の学生を対象とし
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た奨学金、1,600 万ドル分の教育、青年教育プログラムの実施、教職員、学生らに
よる数千時間のコミュニティ・サービスなどの地域貢献を行ってきた。また、キャ
ンパス近くの市営公園の改良に 1,500 万ドルを拠出し、大学は独自にキャンパス警
察の運営、除雪作業に当たってきたと主張した。PILOT が「善意」であることや、
納付額の算定基準が不公平であるとして、納付を拒んだのである。  
 PILOT 納付を拒否したこと、行政執行官の不快感は、地元の有力紙で報道された
こともあり、住民は同大学に対して猛反発した。これを受け、同大学は、現状制度
は不公平であるとしながらも、2015 年１月になって、2014 年度分の PILOT 設定
額 250 万ドルの一部である 886,000 ドルを遡及して納付した（Rocheleau 2015）。ま
た、PILOT への協力は、現金納付よりもコミュニティ・ベネフィットのような社会
貢献活動の方が望ましい、という大学からの要望が市に届いているという（Rakow 
2015）。 
６．検討と含意 
ボストン市のように大学等の非営利団体の固定資産が多く、歳入における固定資
産税収入の割合の高い地方自治体にとって、非営利団体に対する固定資産税の免税
措置は財政不安にも直結する重要な問題である。これまで見てきた通り、PILOT は、
歳入減を背景に、地方自治体が免税措置を受ける大学などの民間非営利団体に対し、
固定資産税に代わる「善意」に基づく支払いを求めるものである。地方自治体は
PILOT 収入を歳入に当てることで大学から財政支援を受け、公共サービスの維持・
提供を行っている。  
従来、PILOT は、地方自治体と大学による直接契約によって金銭授受が行われて
きた。今回事例に取り上げたボストンの PILOT は、非営利団体の固定資産を課税
対象と見立て算出した現金の納付と、コミュニティ・ベネフィット活動を金銭対価
にした貢献の二系統で構成される仕組みである。このボストン方式は、PILOT への
参加基準、住民の納付額の算定基準が標準化された初の事例で、導入後の PILOT
納付額が倍増した実績を残したこともあって、常に注目されている。  
しかし、これまで考察してきたようにいくつかの課題も散見される。一番の課題
は、ボストン方式の PILOT は「善意」による制度として成立しているか否かとい
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う点である。PILOT への貢献は、より良い街づくりに協力する立ち位置で積極的に
協力を示す大学もあれば、PILOT の算定基準が不公平と主張する大学もある。金銭
による納付は望まず、地方自治体の手が届かない公共サービスの代替を通じて、社
会課題の解決を目指している大学もある。また、事例で見た通り、市の要望に応じ
ない大学は行政執行官から名指しで批判され、やがては市民からも批判される現状
からすれば、事実上強制性が働いているとみなすこともでき、PILOT の原理原則で
ある「善意」に基づく制度として積極的に肯定することは難しい。  
第二に、大学の資産は、非営利団体の慈善性・公益性に基づく活動によって形成
されてきたものである。学生等からの学費、諸経費や個人・団体といった寄進者か
らの寄付金の一部から PILOT が納付されているとも換言できる。特に寄進者から
すれば、寄付金の使われ方にはある程度の希望もあるだろう。今後は、学納金や寄
付金が形を変えて地方自治体に納付されることに違和感を持つ者も現れることが予
想される。ゆえに、PILOT の半強制化、あるいは義務化は、制度自体が硬直する可
能性があることを考慮する必要がある。 
第三に、現状 PILOT は大規模の大学や病院頼みである点である。前述のとおり、
少なくとも約 300 弱の地方自治体で実施されている PILOT だが、納付額の 9 割以
上が教育と医療機関によるもので、その 3 分の 2 は大学で占められている。しかし、
PILOT 納付の大部分は、ハーヴァード大学、イエール大学、スタンフォード大学を
はじめとする 10 の大学・医療機関で占められている。ボストンの PILOT には、市
内に約 30 ある大学が参加するが、現金納付の 8 割は、大規模大学であるボストン
大学、ハーヴァード大学、ノースイースタン大学によるものである。また、PILOT
を実施する約 9 割の地方自治体における歳入における PILOT 納付額の割合は１％
未満にとどまっており、全体的には歳入確保の処方箋としての効果は限定的である。
一部の論考では、大学は、教育・研究・社会貢献活動を通じ、周辺コミュニティと
連携した地域経済振興を加速化させることが、地方自治体の税収を向上させること
に繋がり、結果として PILOT の効果を上回るとする（WRRB 2004）ものもある。 
地方自治体と大学は、市民社会を支援し、地域の抱える問題や課題を共に解決す
べき関係にある。大学には、官民関係に代わる公共サービス供給の担い手として、
さらには知的基盤を活かし、地域の中心として、社会システムを創造する立場を発
揮することが期待される。いずれにしても、PILOT の実施に当たっては地方自治体
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と非営利団体との協働、お互いの特徴が阻害されない形で、協力し合うことが重要
である。 
なお、筆者の調査では、我が国において PILOT の実施例は見当たらない。類似
の事例としては、地方自治体が地方税法に定める税目以外に条例で徴収できる「法
定外税」がある。一部の地方自治体10で、核燃料、産業廃棄物処理、緑化促進、高
額宿泊などを対象に実施されているが、納税には強制性が働くため、善意を原則と
する PILOT とは異なる。但し、地方自治体が行う大学のキャンパス周辺のインフ
ラ整備を例にとれば、大学に応分の費用負担を求めることで官学提携事業として実
施されるケースがある。  
地域貢献を目指した州立大学が戦後の高等教育の大衆化の受け皿となった米国と、
中央集権的な大学管理が行われ、必ずしも地域と密接でない私立大学が高等教育大
衆化の受け皿となった我が国とは、歴史的かつ制度的な差異が大きい。しかし、1990
年以降、我が国は米国の産学連携を範として、技術移転、大学発ベンチャーといっ
た営利目的の起業家の高揚を目指してきた。我が国の大学は、ここで非営利目標を
追求する機関としての大学について、米国の取り組みから示唆を得る機会と考えら
れる。中央政府、地方自治体が大学を公財政支援するケースは枚挙にいとまがない
が、大学による PILOT はその真逆であり、我が国では経験がない。PILOT に関す
る問題や課題は米国固有のものとして捉えず、我が国でも起こりうる事態として考
慮する必要があろう。  
                                                   
註 
1 AI に関する議論が活発になってきたのは最近であるため、定義そのものが議論の対象
となっている。詳細は、AITF (2009) や Webber and Karlström(2009) が詳しい。また、
Taylor (2013) は、AI の理論化に向けた議論や各研究者の主張を整理している。AI 戦
略の好 事例と して 必ず紹 介され るペ ンシル ベニ ア大学 の取 り組み は  University of 
Pennsylvania Institute for Urban Research (2014) 等を参照。  
2 Taylor Jr., H.L. (2013) および Initiative for a Competitive Inner City (ICIC) and 
CEOs for Cities (2001) 参照。 
3 インナーシティ(inner city)とは、ICIC によると都市の中核地域で周辺地域に比べて
失業率や貧困率が高く、所得水準が低い地域を指す。具体的には、貧困率が  20％以上
であるか、または、①周辺地域より貧困率が 1.5 倍以上、②平均世帯所得が周辺地域
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に比べて２分の１以下、③周辺地域に比べて失業率が 1.5 倍以上のいずれかに該当す
るものとされる。  
4 米国非営利組織の免税措置は、連邦税は IRS、州税は州というように、役割分担があ
る。このうち、米国の研究対象となる非営利団体は、各州法によって設立された法人で
はなく、IRS から第 501 条によって免税措置の承認を受けた免税団体のことをさす場合
が多い（黒木 2015、p.59）。 
5 地方自治体による PILOT は、連邦法の PILOT の考え方を範としている。各州（郡）
にある国定公園、野生保護区など、連邦政府が所有する国有地と固定資産は免税措置と
なっている。地方自治体にとってこれは遺失の利益である。そこで、これを金銭的に補
填するために制定された連邦法が PILOT （または PILT、31 U.S.C. §§6901-6907）
である。 
6 フロリダ州では、PILOT は州の憲法に反するという法的判断が下っており、全米で
標準化された制度というわけでもない（Kenyon and Langley 2010）。 
7  The 189th General Court of the Commonwealth of Massachusetts Bill H.2584  
(Current) 
8 PILOT の代わりに、非営利団体が地元住人のためのコミュニティ・サービスを提供
すること行政が主導して実施することがある。これを、SILOT（Services in Lieu of Taxes）
という。ボストン市のように PILOT 制度の中に組み入れられるケースもあれば、自治
体と大学が個別に契約して実施するケースもある。さらに、非営利団体がたまに地元自
治体との連携し、税収の向上に繋がる経済成長に協力する場合がある。例えば、イエー
ル大学の場合、地元ニューヘブン市に 750 万ドル規模の PILOT の納付を行っているが、
その中には市内で住宅を購入する同大学の教職員に対する特別手当の支給分や市の出
張所の再開発、市が抱える課題解決を目的とした市内団体への資金提供分も含まれてい
る（Kenyon and Langley 2010）。 
9 コミュニティ・ベネフィットの実績を証明する書類は毎年３月１日までに提出する必
要がある。 
10 法定外税の実施状況については、総務省ウエブサイトを参照。  
http://www.soumu.go.jp/main_content/000417084.pdf 
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第６章 米国の病院・医療機関による地域貢献の歴史的・社会的
変遷：地域経済振興策からの一考察 
１．研究の背景と問題意識 
米国では、2000 年代半ばから地域に密着する大学や病院などの非営利団体が中心
になったコミュニティ開発が注目を集めている。ときに、地域における最大規模の
雇用を抱える大学や病院がもたらす財・サービスの購入、インフラ・住環境の整備
などの経済活動を梃にした地域経済振興策は、「Anchor Institution （AI）戦略」と
して定着を見せ、理論化も進展している。  
病院・医療機関の使命は、第一に良質な医療サービスの提供である。1950 年代以
降、連邦税、地方税の免税資格が与えられた非営利病院に対しては、税制度の定め
た地域貢献の義務に課せられており、内容はその時々の社会情勢に強く影響を受け
ている。近年、人間の健康状態や健康寿命の差は、ライフスタイルや生活環境、保
健医療の違いなど、社会、経済、政治、環境などの条件に影響されることが国際的
に認識されている（WHO 2008）。さらに 2010 年の「オバマケア」成立を境に、非
営利病院は地域コミュニティの総合的な健康増進を戦略的に実施するアクターであ
り、病院の経済活動から生まれる資産・資源を経済振興、コミュニティ再生に活用
することが、免税資格を維持するための要件となっている（IRS 2014）。 
 本章では、非営利病院による地域貢献として、近年 AI 戦略の活用にも通じる経
済振興、コミュニティ開発への取組みが期待されるようになる社会的、歴史的経緯
について考察し、これまでの地域貢献の成果及び課題・問題点の分析を行う。  
米国では 20 世紀後半から経済を牽引してきた北部の伝統的な工業都市では重工
業が衰退する一方で、南部のカリフォルニアからノースカロライナにいたる北緯 37
度以南に広がる地域では情報通信、航空機、エレクトロニクス関連の新しい産業集
積地域が発展した。いわゆる、サンベルトの発展とスノーベルトの衰退という現象
をもたらした。国家経済に全体に占める第二次産業の比重は低下し、第三次産業と
中心としたサービス経済が中心となる産業構造へと変貌を遂げた（矢ヶ崎 1990; 菅
野 2009）。 
なかでも、大学、病院等の非営利団体、地方自治体、動物園、博物館といった文
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化施設、大規模の財団等は、多くの場合、地域最大の雇用主であり、地域経済を牽
引する重要な存在となっている。これらの機関は民間企業とは異なり、一旦立地す
ると地域に根差し移転することが稀な存在である。加えて、経済・社会状況、投資
された資本量などに関係なく、地域社会との強い繋がりをもつ。いち早くこの特徴
を認識し、大学が有するあらゆる資源を投入して、地域社会との連携をもとに、荒
廃したインナーシティ内に存在するキャンパス周辺地域のコミュニティ再生を目指
し た の が フ ィ ラ デ ル フ ィ ア 市 に お け る ペ ン シ ル ベ ニ ア 大 学 の 取 組 （ West 
Philadelphia Initiative）である1。 
1997 年から始まったペンシルベニア大学による取組は、この戦略を大学のミッシ
ョンとして取り入れた全米各地の大学にも広がりを見せる。2000 年代初頭からは、
大学に留まらず、病院・医療機関、文化施設、民間財団等を中核に据えた AI 戦略
と称される地域経済振興の実践と理論化が始まった（Harkavy et al. 2014; AITF 
2015）。特に巨大な経済規模を有する病院に対する期待は大変高く、1999 年の時点
において、大学と病院・医療機関は、地域経済振興、コミュニティ再生の主役とな
り得る「隠れた資産（Hidden Asset）」と評されていた。人口の多い上位 20 都市に
おける民間企業・団体の雇用者数の 35％は、大学・病院に属しているという調査結
果をもとに、いわゆる「Eds と Meds」は、地域における力強い経済のエンジンであ
り、地域を健康にする存在と期待された（Harkavy et al. 1999）。さらに、主要都市
で発生したインナーシティ問題解決の一手段として、産業クラスター理論で著名な
ポーターが、大学や病院のポテンシャルを高く評価したことも注目を集める一助と
なった（Porter 1995; ICIC et al. 2006）。伝統的な重工業から医療産業への転換とイ
ンナーシティの解決を目指したクリーブランド市やデトロイト市における病院、医
療機関を中心としたコミュニティ再生、地域経済振興策の代表的な成功事例として
知られている2。 
大学や病院などの大規模非営利団体の経済活動や資産を梃とした地域経済振興、
コミュニティ再生戦略は、過去の事例から有効な施策として一定の評価を得ている。
このような背景にあって、病院のほうが大学を中心とした地域経済振興、コミュニ
ティ再生などの地域との繋がりが少ないとの指摘がある。その要因として、病院、
特に非営利病院は、連邦税の免税資格の対価として地域貢献の義務化されているこ
とが、影響しているものと考えられる。 
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非営利病院による地域貢献の義務は、制度導入当初は、貧困者に対する医療費支
援という経済的支援であったものが、近年では、病院が地域の健康問題、健康格差
を解決のための諸活動に対する支出へと要件が変化している。  
そこで本章では、免税措置を受ける非営利病院に求められる経済的な地域貢献の
視点について、非営利病院への免税措置制度の社会的、歴史的な変遷から分析する。
そのうえで、病院が AI 戦略に通じる地域経済振興、健康な地域コミュニティ形成
を担うための問題点、課題を明らかにする。  
以降、本章における非営利病院とは、特に断りのある場合を除き「 合衆国法典
（Internal Revenue Code）」第 26 巻 501 条(c)(3)項（26 U.S. Code § 501）に適格
な公益増進団体「パブリック・チャリティ（Public Charity）」として、連邦税の免
税資格を得ている機関として表記する。  
２．病院による地域貢献の社会的変遷 
 本節は、免税措置を受ける非営利病院期待される経済的な地域貢献について、社
会状況、制度の変遷を中心に整理する。特に、病院が地域の中心となり、健康なコ
ミュニティ開発を担う地域貢献を期待されるにいたった背景、経緯を明らかにする。 
２－１．病院セクターの経済規模と存在感 
本項では、近年最大規模の産業へと成長を遂げている米国の保健医療セクターの
経済規模について概観しておく。2015 年の米国疾病予防管理センター（Centers for 
Disease Control and Prevention’s, CDC）の統計によると、全米の総保健医療支出
は 3.2 兆ドル、対国内総生産（GDP）比が 17.8％と非常に高い。1970 年の比率が
6.9％であったこと比較すると、米国全体の経済成長が鈍化しているなか、保健医療
セクターの拡大傾向は際立っている。なかでも、保健医療総支出に占める病院の支
出は 1.3 兆ドル、対保健医療総支出比 32.3％となっている(National Center for Health 
Statistics 2017, p.317)。別の調査によると、2008 年に発生したリーマンショックに
より、米国は 1929 年の世界大恐慌以来の経済危機の影響下にあった。にもかかわ
らず、病院セクターは、約 3,420 億ドルの財・サービスを調達し、月平均 24,000
人の雇用を拡大したという (American Health Association 2014)。 
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米国における登録病院数の推移を表 6.1 に示す。2017 年は 5,564 施設、病床数約
90 万床、このうち急性期病院（Short Term Hospital）を含むコミュニティ病院
（Community Hospital）4,862、長期病院（Long Term Hospital）75 施設である。
コミュニティ病院を開設者別に見ると、民間非営利 2,854、民間営利 1,034、州・郡・
市立が 983 施設となっている。コミュニティ病院数は、緩やかな減少傾向にあるが、
2010 年以降民間営利病院数が僅かながら増加傾向に転じている。とはいえ、民間非
営利病院は、コミュニティ病院全施設数の約 6 割を占める主柱であり、米国におけ
る総病床数の 7 割近くを占めている（表 6.1 参照）。 
いずれにしても、地域における民間非営利病院の経済的な影響力は非常に大きい
ことは疑いの余地はない。善意の非営利団体（Charitable Nonprofit）のなかで、大
学、病院が有する経済規模、資産規模は非常に大きい。Zuckerman  (2013) によれ
ば、全米の大学が保有する基金（Endowment）の総額は 4,000 億ドル、運営に伴う
支出総額は年間 3,500 億ドルを超え、約 400 万人の従業員を抱えている。他方、非
営利病院全体の経済効果は大学よりも更に大きく、従業員数約 540 万人、支出総額
年間 6,750 億ドル、毎年 3,400 億ドル強の財・サービスを調達している。全非営利
団体の収入合計の約 4 割、総資産の 25％は、病院に占めている（Zuckerman  2013, 
pp.1；126）。 
表 6.1 地域病院（Community Hospitals）数の推移 
病院数 1975年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2017年 
合計 5,875 5,830 5,384 4,915 4,936 4,985 4,862 
民間非営利病院 3,339 3,322 3,191 3,003 2,958 2,904 2,854 
民間営利病院 775 730 749 749 868 1,013 1,034 
州・郡・市立病院 1,761 1,778 1,110 1,163 1,110 1,068 983 
出典）1975～2010年は CDCの統計資料、2017年の数値は AHA (2015)から筆者が作成 
  
２－２．大規模非営利団体の経済力を梃とした地域経済、コミュニティ振興策の
萌芽 
1990 年代半ば以降、連邦政府による直接的な地域支援に関する施策が減少してき
たこともあり、その代替として、地域に根差す大学、病院といった非営利団体が中
心的な当事者となり、地域社会や地方政府と連携してコミュニティ形成、地域経済
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振興に取組む重要性が高まった3。大規模な非営利団体は、立地するコミュニティだ
けでなく、影響を及ぼす周辺の地域社会が抱える社会、経済的な課題を解決する当
事者として、まちづくり、雇用、資金提供等の機能を備える。この機能が注目を集
めている。そのきっかけとなったのが、1997 年から実施されているペンシルベニア
大学を中心とした産学官連携による地域経済再生、コミュニティ再生プログラム
「West Philadelphia Initiatives」の成功である。同プログラムの詳細については他
稿に譲るとして、以降、地域の大学を中心に、単に地域経済の興隆を目指すのでは
なく、異なるタイプのさまざまな性格の大学を機軸とした地域振興のあり方が示さ
れている。これらの大学や病院を中心とした地域経済振興、コミュニティ再生の手
法は、AI 戦略と称される。近年は、AI 戦略の理論化も進み、Taylor et al.(2013)  に
よると、AI とは、「2000 年代に提唱された新しい考え方で、地域の社会的問題、
より民主的かつ公平公正な社会づくりの役割を担う地元に密着した機関」である」
としている。その機能は「シンクタンク的で、長期戦略に基づく開発と AI の主要
な役割として経済とコミュニティ開発の事例を作ること」とされる。AI 戦略は、地
域、コミュニティ再生という目標を達成するために、雇用促進、企業支援、財・サ
ービスの調達活動、不動産開発、コミュニティ開発、労働力の育成による経済活性
化から、周辺住環境の整備、健康な地域づくり促進等、広範囲にわたる効能を求め
て民主的にコミュニティ開発を進めていくプログラムとされる。具体的にどのよう
な組織が AI としてのポテンシャルをもつのか。同じく、Taylor et al. (2013) は、
その特徴を下記のとおりまとめている。  
 
 地域に根付き、容易に移転しないキャピタルである。 
 通常、主だった都市部で最大の雇用者を抱える。 
 地域経済のエンジンとして、多くの雇用を抱え、多くの財・サービスを購
入する。 
 周辺のコミュニティへの便益をもたらしている。  
 通常公的な存在か、非営利法人格を有している。 
  
医療産業クラスター都市として世界的に著名なクリーブランド市や医療産業を都
市再生の中心に位置づけているデトロイト市の取組事例は、少なからずペンシルベ
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ニア大学の成功事例に影響を受けている。両都市の主要病院は、AI 戦略を病院の使
命、ミッションとして位置づけている。地域経済のエンジンとして、地域に根差し
たコミュニティ再生戦略の触媒役としての自覚を持つ。病院は、地方政府、民間企
業、民間財団、NPO と連携し、地元企業からの財・サービスの調達強化、調達先
の多様性の確保、地元の労働力と雇用の促進、地域の民間企業の投資、住宅市場を
刺激する不動産開発、低所得者層向けの住宅開発などを連携して実施することで、
健康、健全なコミュニティ開発を進めている4。 
２－３．インナーシティ問題解決に向けた病院の役割 
産業クラスター論に基づく経済開発の潮流を作り出したポーターが近年注力を注
いでいるのが、中心市街地の衰退による失業率、貧困率、犯罪率の上昇などの「イ
ンナーシティ（Inner City）」問題を AI 戦略で解決しようとする試みである。ポー
ターは、1994 年に全国規模の NPO「Initiative for a Competitive Inner City（ICIC）」
を設立して、民間セクターによる投資を通じて、インナーシティ内に住民の雇用創
出、所得向上、富と健康の創造を目指している5。 
 2011 年の ICIC の調査によると、大規模病院の 15 病院に 1 病院がインナーシテ
ィ内に位置している。これらの病院は合計すると年間 1,300 億ドル以上の支出があ
る。米国内の貧困率の高い都市において、病院は大変重要な役割を果たすポテンシ
ャルを持つ。2007 年に人口 25 万人以上の貧困率の高い上位 26 都市を対象に調査
したところ、病院はもっとも貧困な 10 都市中 5 都市（デトロイト、クリーブラン
ド、バッファロー、エルパソ、メンフィス、マイアミ、ミルウォーキー、ニューア
ーク、フィラデルフィア、シンシナティ）で、26 都市全体では 8 都市で最大の雇用
を抱え、26 都市中 25 都市において、雇用者数が上位５番内に入っている（表 6.2
参照）。 
高い失業率、未曾有の経済問題に直面している都市では、AI が有する資産や経済
力がもたらす格差は、時として地域住民の恨みを買い、AI は地域経済にとって重要
な存在ではない、との考えを助長する可能性もある。とはいえ、大規模病院が AI
戦略を取り入れることにより、地域における良質の医療サービスの提供と同時に、
経済活動をインナーシティ問題の解決に役立て、健康かつ健全なコミュニティ形成
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  表 6.2 貧困率の高い都市における産業別雇用者数別の病院の順位（2002年、07年比較） 
都市 人口 貧困率（％） 2002年 2007年
1 デトロイト 808, 327 33. 8 1 1
2 クリーブランド 395, 310 29. 5 1 1
3 バッファロー 264, 292 28. 7 1 1
4 エルパソ 605, 410 27. 4 4 4-7
5 メンフィス 637, 425 26. 2 3 3
6 マイアミ 348, 827 25. 5 2 3
7 ミルウォーキー 582, 207 24. 4 1 4
8 ニューアーク 270, 007 23. 9 2 3
9 フィラデルフィア 1, 449, 634 23. 8 1 1
10 シンシナティ 297, 304 23. 5 1 1
11 トレド 283, 851 22. 6 4 1
12 セントルイス 350, 759 22. 4 2-4 3
13 フレズノ 476, 460 21. 9 4 5
14 アトランタ 432, 511 21. 1  4-7  4-6
15 ダラス 1, 240, 044 21. 1 4 4
16 ピッツバーグ 290, 918 21. 0 1 1
17 コロンブス 732, 974 21. 0 4 4
18 ヒューストン 2, 046, 792 20. 7 4 4
19 シカゴ 2, 737, 996 20. 5 4 4
20 ミネアポリス 351, 184 20. 4 2 4
21 ボストン 613, 117 20. 4 1 1
22 ボルチモア 637, 455 20. 0 1 2
23 タルサ 389, 536 19. 1 2-5 2-5
24 セントポール 266, 258 18. 9 1-3 1-4
25 コーパスクリスティ 290, 010 18. 8 2-5 4-5
26 ニューヨークシティ 8, 274, 527 18. 5 3 5  
出典: Mckee (2011) p.11. 
 
に活かすことが、ICIC の目指すところである。  
ここで、1990 年半ばから、全米各所、特にインナーシティ問題を抱える都市の病
院において、コミュニティと経済発展の両方を目指す取組が進められている。下記
いくつかの事例を紹介しておく。  
土地信託と民間投資促進： ミネソタ州ロチェスターのメイヨークリニックでは、
約 700 万ドル土地信託に拠出し、875 件の高機能な低所得者層向けの住宅を開
設し、360 万ドルの民間企業からの投資を生み出している6。 
労働者開発と雇用促進： ボストンのマサチューセッツ総合病院とブリガム女性
病院の運営法人（Partner Healthcare）が、コミュニティ健康向上を目的とした
労働力開発を実施する。病院勤務を目的とした基本、中級レベルの職業訓練コ
ースを提供しており、およそ 400 名の参加者のうち 9 割が就職に至っている 7。 
低金利ローンの提供： サンフランシスコを基盤とするディグニティヘルス（前
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カトリックヘルスケア）は、健康の増進と生活の質（Quality of Life, QOL）に
取り組む地域の非営利団体に対して、合計 133 万ドル分の市場金利以下のロー
ンを提供している8。 
２－４．健康問題、健康格差の解消と病院の新たな使命 
20 世紀の後半に入ると、人間の健康状態や健康寿命の差は、ライフスタイルや環
境、保健医療の違いなどによって起きるが、これらを決定しているのは、社会的、
経済的、政治的、環境的な要因であることが国際社会で広く認められるようになっ
た。乳幼児期の発育環境、教育、労働・雇用条件、老年期の生活環境、コミュニテ
ィなどの資源の差で健康格差ができることは、本人の責任ではなく、社会が引き起
こしている不公平であるとする。このような格差を生み出す要因は「健康の社会的
決定要因」（Social Determinants of Health）と呼ばれる。つまり、健康問題の解決
や健康格差の解消には、単なる保健医療だけではなく、それ以外の分野との幅広い
協働が必要とされるのである。  
米国疾病予防管理センター（CDC）も単なる診療サービスから、健康なコミュニ
ティ開発（Population Health Management）を促進しているが、社会・経済的な要
因、住環境、健康習慣、医療環境が健康格差を生んでいることを指摘している。そ
のうえで、健康格差の解決には、住民、コミュニティ開発者、産業、教育、政府、
篤志家、慈善団体、医療システム、公衆衛生、健康保険、非営利団体らが協力して、
コミュニティに対して資源を投資することの重要性を唱えている。  
 2012 年に、AHA、国立公衆衛生研究所（Public Health Institute）らが全米の病
院 長 を 対 象 に 実 施 し た 調 査 に よ る と 、 85 ％ の 病 院 長 は Population Health 
Management に関する調査や行動を取るべきであると認識している。これは、コミ
ュニティにおける健康格差を解消するにあたり、社会・経済的な要因を改善するた
めに病院が成すべき役割が大きいと、病院自身が認識していることの裏返しといえ
る。ところが、89％の病院では、Population Health Management に関する予算を
持ち合わせていないという(Health Research & Educational Trust 2015)。 
２－５．オバマケアと健康なコミュニティ形成の政策融和 
2010 年 3 月、患者保護及び医療費負担適正化法（Patient Protection and Affordable 
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Care Act of 2010）、通称「オバマケア」が成立した。オバマケアは、無保険者の医
療保険への加入を促すと同時に、医療費を抑制し、医療の質を向上することを目的
に、米国における民間及び公的医療保険に影響を及ぼす歴史的な医療保険制度改革
を目指した。一般的には、医療費の抑制、無保険者の医療保険加入といった政策目
標に注目されているが、実はオバマケアには、健康なコミュニティづくりに向け、
病院・医療機関の果たすべき役割を示す内容も含まれている。具体的には、免税資
格を得ている非営利病院に対して、次の４つの新たな要求が課された。  
 
 定期的な Community Health Needs Assessment (CHNA) を実施する。 
 明文化された医療費支援や救急医療における方針を確立する。 
 医療費支援を必要としている人々への救急医療等の必要な医療に対しての請
求額を限定する。  
 医療費支援が必要な個人に対して特別な請求を行う前に、その個人が病院の
財政的支援を受けられるかどうか方針に照らして検討する。  
 
特に注目すべきは、CHNA の実施である。各病院は、3 年ごとその評価によって
特定された地域の健康ニーズを満たすための戦略を実践することが要求される。
CHNA のアセスメントのプロセスには、コミュニティの重要なリーダーや影響力の
あるメンバーによる評価や、さまざまな情報（例：健康のリスクファクターや生活
の質、疾病の罹患率、健康に関する社会的要因、健康格差、公衆衛生システムの状
況）が必要となる。これらデータを分析することによって、病院の運営の意思決定
への寄与、健康の関心度合から事業の優先順位の決定、コミュニティの健康改善計
画の発展、評価に繋げていく。なお、CHNA について、コンプライアンス違反があ
れば、施設ごとに年間 50,000 ドルの罰金が科され、さらに免税資格が取り消される
可能性がある。  
３．病院・医療機関による地域貢献の歴史的経緯とその特徴 
本節では、診療サービスを主な使命とする病院・医療機関が、地域社会と連携し
たコミュニティ開発の取組みを意識するようになった歴史的背景について、非営利
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病院の免税資格要件の変遷に焦点を当てて整理する。 
３－１．非営利病院の税制優遇措置 
歴史的に米国の非営利病院は、地域コミュニティ全体の健康をサポートする公共
機関としての機能が認められ、様々な税制上の優遇を受けてきた。1913 年、合衆国
憲法修正第 16 条の確定後、所得税と法人税は恒久税となり、以降は連邦法におい
て、公的な目的のために組織・運営される団体に対しては、特例が認められてきた。
1917 年には、慈善団体（Charitable Organization）への寄付（Contribution）は、
法人所得税における損金算入、個人所得税における所得控除が認められているため、
当該団体が寄付金を得るための重要なイン センティブとなっている（Fox et al. 
1991）。非営利病院にとって最もありがたい税の優遇措置は、連邦法である「内国
歳入法典」501 条(c)(3)項に適格な公益増進団体「パブリック・チャリティ」とし
て認められれば、連邦所得税の免税資格を得る点にある。さらに通常は、州や地方
政府が課す税（州所得税、売上税、財産税など）からも免除され、特に固定資産税
の免除は、病院経営上大きなメリットとなる。  
３－２．コミュニティ・ベネフィット基準：無料診療提供義務の導入と撤廃 
1956 年、IRS は、内国歳入法典の改正を行った。非営利病院が「財務健全性を損
なわない範囲（財務能力基準：Financial Ability Standard）」で医療費支払能力のな
い貧困者への無料あるいは減額診療（Charity Care, 慈善診療）を実施することを要
件に、501 条(c)(3)の適格団体として認定し、免税資格を与えた。ところが、1965
年、民間の医療保険に加入できない低所得者層や身体障害者向けの公的医療制度（ メ
ディケイト、メディケア）が導入された。非営利病院にとって、この制度導入が結
果的には貧困者への無料診療の需要が減少に繋がり、ひいては免税資格の維持が困
難になるとの懸念へとつながった（GAO 2008）。1969 年、非営利病院の免税資格
の要件から貧困者への無料医療提供義務が撤廃された。その代替として、IRS は非
営 利 病 院 が 免 税 資 格 を 維 持 す る 要 件 と し て 「 コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ベ ネ フ ィ ッ ト
（Community Benefit）」と称する近隣地域への便益供与を義務付けた。IRS が示し
たコミュニティ・ベネフィット基準のガイドラインは、実に広義かつ抽象的なもの
で、制度が期待する便益の具体例が列挙されたものではなく、次の５つの要件が示
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されたのみである。  
 
 地域住民代表が加わる理事会の設置  
 雇用の有無に関わらず適切な能力を有する医師に対して患者を入院させ院内
で治療することのできる権利の提供（オープン・スタッフ制）  
 診療費の支払能力の有無に関係なく全ての患者を受け入れる救急救命施設の
運営 
 私費、公的保険、民間医療保険など支払能力のある患者への救急以外の医療
の提供9 
 慈善治療と医学研究の実施  
 
これらの要件は、病院にとってみれば実現が困難なものではなく、事実上、容易
に非営利病院の免税資格を得ることが可能となった。更に 1983 年には、前述の要
件③である救急救命施設を持たない非営利病院が、他の 4 つの要件を満たす場合に
も免税資格を与える緩和措置が行われている10。1969 年に非営利病院への免税資格
要件である無料医療提供義務を撤廃した IRS の期待に反し、1990 年代になると米
国の無保険者問題は深刻さを増していった。加えて、先のコミュニティ・ベネフィ
ット制度の緩和措置は、2000 年代台に入り、連邦議会や州・地方議員からも疑問が
呈されるようになる。2002 年には、連邦議会の予算局（Congressional Budget Office）
が、納税者の寄付金控除を含む非営利病院への免税措置の規模を 126 億ドルと試算
している11。2006 年 5 月に開催された連邦下院歳入委員会の公聴会において、連邦
所得税、州・地方政府の固定資産税などの非営利病院に対する免税措置の是非につ
いて審議された。2008 年には、Wall Street Journal が非営利病院の 77％が黒字経営
なのに対し、納税義務を果たしている営利病院が 61％に留まっている点を疑問視し
ている12。 
３－３．コミュニティ・ベネフィット基準の改正とオバマケアとの連動 
2008 年、非営利病院は免税規模に見合った地域貢献が足りないとの批判に対応す
る形で IRS は、非営利病院に与えられる免税資格の審査基準を改めた。年間総収入  
25,000 ドルを超える 501(c)(3)の適格団体は、年次免税申告書「FORM 990」を毎
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年 IRS に提出することになった。FORM 990 には、活動計算書、貸借対照表、事業
目的・成果、理事会・幹部名簿など、非営利団体に関する一連の情報が収載され、
これらの情報は公示される。IRS は、この FORM990 に、コミュニティ・ベネフィ
ット活動の内容と関連する支出を報告する義務を課し、免税資格の審査資料とした。 
 それから 2 年後の 2010 年、オバマケアと称される「医療保険改革法（The Patient 
Protection and Affordable Care Act of 2010, PPACA）」の成立に伴い、健康問題の
解決や健康格差の解消に向けた戦略的な計画の策定とその評価（CNHA）、医療費
支援のポリシーの策定とその評価といった 4 項目の報告義務が FORM 990 内に課せ
られた。また 2011 年には、FORM 990 の改訂が行われ、コミュニティ・ベネフィ
ット活動について、更に細かな実績と関連支出を記載する申告項目（Schedule H）
が付加されている。  
表 6.3 は、Schedule H の申告項目の抜粋であるが、Part 1～5 部構成となってお
り、総合的評価で非営利病院の免税資格が評価される。特に現状では、従来からの
慈善治療、減額治療、メディケイドなどの公的保険制度からの原価割れに伴う病院
の費用 負担 とい った 病院 の経 済的 支援 の実 績、 並び にコ ミュ ニテ ィの 健康改 善
（Community Health Improvement）活動、医療専門人材への教育、地域の健康フ
ェアなどへの支援等の実績を示す「Part1：経済的支援とコミュニティ・ベネフィッ
ト活動費用」が主な評価対象といえる。なお、コミュニティの健康改善活動につい
て IRS は、「コミュニティの健康を改善するために医療機関によって実施、あるい
は支援された活動・プログラム」及び「入院または外来収入を生み出さない活動」
と定義している。 
３－４．コミュニティ・ベネフィット活動の経済規模 
2015 年に IRS が公表した資料によると、2011 年課税年度における経済的支援の
実績は、Part 1 関連支出の 55％を占める 35 億ドルで、コミュニティの健康改善活
動支出は 27 億ドル弱である。非営利病院（免税病院）の総運営支出 5560 億ドルに
対する Part 1 関連の支出の割合は 9.67％となった (IRS 2015)。 
AHA と Ernst & Young (EY) が共同で実施した調査によると、2009～2011 年の 3
課税年度における会員病院の総運営経費に対する Part 1 の支払実績の比率は、それ
ぞれ 8.4％、8.2％、8.9％と、年々増加傾向が見られる。同調査では病院の病床数、 
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表 6.3 Form 990 Schedule H の申告項目（抜粋） 
Part 1 経済的支援とコミュニティ・ベネフィット活動費用 
①医療費の経済的支援（慈善治療、減額治療など） 
②メディケイドからの支払の原価割れによる病院負担分 
③その他政府プログラム関連の経済的支援 
④その他の活動（コミュニティの健康改善活動、医療専門職への教育、健康サービスへの協賛、研究、その
他健康向上のための活動への資金支援・現物支給、その他） 
Part 2：コミュニティ構築活動 
①施設・設備と住宅面の改善 
住民の健康に有害な建築材料の撤去、近隣施設、公園等の整備、
高齢の低所得者向けの住宅整備 
②経済の発展 人口減少地域での中小企業支援、高失業率地域での雇用創出 
③コミュニティの支援 
保育やメンタープログラム、暴力防止、災害準備・公衆衛生緊急
事態への対応、疾病監視など 
④環境の改善 
コミュニティの健康を阻害する環境上の危険除去、大気や水質汚
染対策、ごみの安全な廃棄措置 
⑤リーダーの育成とコミュニティメンバ
ーへの訓練 
紛争解決、市民・文化・言語スキル向上のためのプログラム、医
療通訳者の育成 
⑥協調体制 
地域連合への参加、コミュニティの健康と安全に取り組む他団体
との連携 
⑦コミュニティの健康改善運動 
公衆衛生、医療サービスへのアクセス、住宅、環境、交通網など
を保護・改善するための諸活動 
⑧労働力開発 
医療過疎地域における医師や医療従事者の募集活動、教育機関と
連携した医療専門家の育成と雇用 
⑨その他  
Part 3 貸し倒れ費用、メディケアの実績、回収業務 
Part 4 マネジメント会社とジョイント・ベンチャー企業への関与 
Part 5 病院施設の現況 
 
出典）IRS Form 990 Schedule H の記入要綱から筆者作成 
 
 
  
ロケーション（都市、地方）、病院種類（総合、小児、研修型、緊急時対応）別に実
績を示しているが、運営支出 3 億ドル以上の大規模でかつ都市型の病院の支出が多
い傾向にある。病院の種類別では小児病院の支出が際立って多く、2011 年実績では
15.5％、次いで研修型病院が 10.2％となっている。経済的支援の支出規模をみると、
総運営経費比 5.7％、5.7％、6.1％であり、IRS が示した 2011 年の実績（55％）よ
りも、経済的支援の支出が占める割合が高い（68％）結果となった(Ernst &Young 
2014)。いずれにせよ、現状、コミュニティ・ベネフィット活動は、経済的支援に
よって多くが支えられている。 
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３－５．コミュニティ健康改善とコミュニティ構築活動 
Schedule H の Part 2 には、「 コミ ュ ニテ ィ 構築 活動 （Community Building 
Activities）」の申告項目が導入された。具体的には、健康なコミュニティづくりに
必要とされる施設・設備や住宅環境の改善のための支出、人口減少地域における中
小企業支援、環境改善活動、医療関連人材の育成に費やした支出などまさに「健康
の社会的決定要因」の改善に関連する活動である。これには、Part 1 のコミュニテ
ィ健康改善とは別に、非営利病院には地域密着型の支出を通じた健康なコミュニテ
ィづくり、健康格差の是正を目指す IRS 側の意欲がうかがえ、病院には、経営資源
をコミュニティ再生、地域経済振興に資するように分配し、地域貢献を通じて免税
資格の正当性を確保することが期待されている表れである。ところが、IRS からコ
ミュニティ構築活動の実績を示す資料を公表していないことから全体規模の把握が
難しい。加えて、この分野での研究、分析が進展を見せていないことが課題との指
摘もある（Bakken et al. 2015）。但し、前述の AHA と EY の調査によれば、2009～
11 課税年度における病院の総運営経費に占めるコミュニティ構築活動支出の比率
は、それぞれ 0.1、0.1、0.2％に留まっているのが実情である (Ernst & Young 2014)。 
４．検討と含意 
これまでみてきたように、内国歳入法上の公益増進団体として認定され、免税資
格を得た非営利病院は、地域に対してコミュニティ・ベネフィットを提供しなけれ
ばならない。1956 年に、医療費支払能力のない貧困者への慈善治療を主とした経済
的支援を実施することを要件に、501 条(c)(3)の適格団体として認定し、免税資格
を与えた。以降、数度の制度改正があったが、非営利病院は、医療費の経済的支援
を中心とした地域貢献を続けている。  
近年、人間の健康状態や健康寿命の差は、ライフスタイルや生活環境、保健医療
の違いなど、社会、経済、政治、環境などの条件に影響されることが国際的な理解
となっている。これを踏まえ、2010 年の「オバマケア」成立を境に、非営利病院は、
地域コミュニティの総合的な健康促進を戦略的に実施する主体として位置付けられ
ている。非営利病院の免税資格は、従来の貧困者向けの経済的支援だけではなく、
病院活動から生まれる資産・資源を、経済振興、コミュニティ再生にも活用するこ
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とが要件となった。  
 病院、医療機関の第一義的使命は、質の高い医療やサービス提供にある。病院、
医療従事者にとっては、医療サービスという公共性かつ地域性の高い業務に従事し、
サービスを安定・安全に提供することも地域貢献であるという自負があったと推察
される。2010 年に実施された免税措置要件の改正で、非営利病院の免税資格の要件
に、コミュニティ構築活動という健康なコミュニティづくりに必要とされる施設・
設備や住宅環境の改善のための支出、人口減少地域における中小企業支援、環境改
善活動、医療関連人材の育成といったコミュニティ構築に取り組んだ実績と支出を
申告することが義務付けられた。つまり、非営利病院は、地域に貢献する組織とし
て安定的に良質な医療サービスを提供することを基本姿勢としつつ、患者、地域社
会、行政、民間企業らの意識や価値観の変化にも対応する行動が求められている。
ところが、2009～11 課税年度における非営利病院の総運営経費に占めるコミュニテ
ィ構築活動支出の比率は、0.1～0.2％に留まっており、依然として診療費の経済的
支援が非営利病院による経済的な地域貢献の大半を占めている。  
以上をもとに、本章が明らかにすることは、第一に、国際社会や法制度が期待す
る病院を中心とした健康なコミュニティ形成に対し、非営利病院がなすべき経済的
な地域貢献はほとんど浸透していないこと。第二に、法制度が目指すとする地域貢
献の範囲が、患者や貧困者個人から周辺地域全体へと拡大している。このコンテキ
ストに沿えば、現状の医療費の経済的支援を主とする地域貢献は、コミュニティ全
体ではなく、どちらかといえば受益者個人への貢献に留まっていると考えられる。  
また、本章の展開を通じて生まれた課題についても指摘しておきたい。本来、オ
バマケアの導入の効果として、無保険者数の減少が期待される。病院側にとっては、
現状負担している慈善治療等の医療費支援費用の軽減に繋がるはずである。健康に
関する社会状況と病院が免税措置から得る税制上の優位性を考えれば、地域の健康
改善への支出に関する公的な関心は、今後更に大きくなるだろう。加えて、全米 85％
の病院長が、健康なコミュニティの構築に関心があるものの、その一方で 9 割近く
の病院が十分な予算がないという調査結果を紹介した。この課題に対する研究は、
今後も継続して取り組むこととしたい。  
非営利病院を取り巻く外部環境の変化、特にコミュニティ構築活動と健康なコミ
ュニティづくりへの期待、オバマケアの導入は、非営利病院が AI 戦略を取り入れ
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る萌芽として見ることができる。AI 戦略を病院運営に組み入れることで期待される
効果は、①今日期待される病院の使命の明瞭化、②コミュニティと病院双方に及ぶ
経済的利益の生産、③コミュニティ・ベネフィット要件を満たす地域支援、④病院
に対する免税措置が正当化しつつ、地方自治体への財政負担の低減、が考えられる
（Zuckerman 2013）。 
ここで、現トランプ政権が取り組むオバマケア撤廃の動向についても触れておき
たい。オバマケアの導入によって、無保険者が減少した代償として、医療保険への
加入が義務付けられるなど連邦政府の過剰介入が指摘されていたほか、保険会社の
保険金支払いの急増による保険料の高騰、政府の財政負担の増加などが問題とな っ
ている（石橋 2017）。よしんば、オバマケアが撤廃され、代替策が講じられない場
合、連邦議会予算局（Congressional Budget Office）は、2026 年時点の無保険者数
がオバマケア存続の場合よりも 3,200 万人増え、個人向け保険市場の保険料は 2026
年には２倍になるとの試算を示している（CBO 2017）。無保険者数の増加は、オバ
マケアが期待していた慈善治療等の医療費支援費用の減少から増加に転じることが
予想される。ゆえに、今後、健康な地域コミュニティの構築に向けた病院の取組み
が鈍る可能性を秘めており、一層注視が求められる。 
最後に我が国における医療機関の地域貢献についても簡単に触れておきたい。  
2016 年 3 月に、社会福祉法が改正され社会福祉法人に、「地域社会への貢献」を可
視化して取り組むことが義務付けられた。これは社会福祉法人に対する「過剰な内
部留保（利益剰余金）が蓄えられている」といった批判があり、公益性・非営利性
の徹底、国民に対する説明責任、地域社会への貢献、柱とする改革案が盛り込まれ
ている。法で求められている社会貢献活動は、米国のコミュニティ・ベネフィット
活動と似通っているが、米国のように健康な地域コミュニティづくりに対する要件
は盛り込まれていない。現時点で、我が国の病院、医療機関に対する社会貢献の義
務化への議論は見られない。米国の状況とは異なるため比較検討は難しいが、病院、
医療機関は、社会福祉法人の社会貢献の義務化の推移を注視する必要があろう。  
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註 
1 2000 年代初頭からは、同大学の成功を範としてシラキュース、アリゾナ、シンシナテ
ィなどが相次いで大学を中心（Anchor）とした、地域社会と連携したコミュニティ再生、
地域経済振興を実行に移している。CEOs for Cities (2015) に詳しく事例が紹介されて
いる。 
2 クリーブランドについては、クリーブランド財団（The Cleveland Foundation）を中
心とした取組である「Greater University Initiative」が AI 戦略を取り入れている。  
3 一時は「象牙の塔」と揶揄され、社会との関係を閉ざしてしていた大学自身もまた、
教育、研究に次ぐ、第三の役割である社会貢献が地域の一員としての責務であること。
また、100 年以上前に設立されたランドグラント大学の誕生から続く、多様な「社会の
ニーズ」に応える存在であることを再認識した。  
4 Axelroth et al. (2010) pp. 28-31 参照。 
5 ICIC Web サイト http://icic.org/about/ 参照。 
6 Zuckerman (2013) p.60. 
7 2016 年の参加者の就職率は 93％であった。  
http://www.partners.org/For-Employees/Workforce-Development/Community/Freque
ntly-Asked-Questions.aspx 参照。 
8 Dignity Health Web サイト 
https://www.dignityhealth.org/about-us/press-center/press-releases/dignity-health-an
nounces-11-million-in-grants 参照。 
9 救急以外の患者については、無保険者であれば診療を拒否してもよく、また救急患者
においても、あくまでも救命救急室内での検査や処置に限定をしている（高山 2015）。 
10 更にコミュニティ・ベネフィットの要件に満たない場合でも、IRS がケースバイケー
スで審査を行って免税資格を与えるまでに制度が緩和された。Colombo et al. (2011) 
が詳しい。 
11 2011 年課税年度では、非営利病院全体の免税措置の規模は約 246 億ドルに及ぶとい
う調査結果がある（Rosenbaum et al. 2016）。 
12 連邦議会での審議とは別に、州レベルでは独自のコミュニティ・ベネフィット規制法
が相次いで成立している。1990 年のニューヨーク州に始まり、ユタ州、テキサス、カ
リフォルニア、メリーランドなどの 11 州で規制法が成立した。特にテキサスでは、州
税の免除用件として、慈善治療は純利益の４％以上、コミュニティ・ベネフィット活動
は１％支出するという数値目標を定めた。その結果、法施行後、慈善診療支出は 1.5 倍
に増加したという。 Carreyrou et al. (2008) 参照。 
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終章 
 
本研究では、米国で実践される大学・医療機関などの非営利団体の経済活動、資
産を梃とした産学官連携による地域コミュニティ開発と経済振興の事例を範とし、
我が国の大学・医療機関が担うべき具体的な役割の考察を行った。以下、序章で掲
げた分析視点に答えるかたちで、各章での研究をまとめ本研究で得られた知見を示
す。 
序章では、本研究の初発の問題関心について述べ、これを問うことの意義につい
て論じた。 
第１章では、米国の大学による社会・地域貢献に関する歴史的経緯、公立、私立
を問わない大学の社会貢献の理念のパラダイム転換を生んだ「エンゲージドメント」
の概念、地域におけるアンカーである大学の経済活動、資産を梃とした産官学連携
の地域コミュニティ再生、経済振興に取り組むこと繋がった歴史的経緯を考察した。 
第２章では、米国における大学の社会貢献の歴史と、我が国において大学の社会
貢献が大学の機能として定着する過程とその違いを考察した。その上で、大学の社
会貢献がもたらす具体的な効果として、企業との産学連携等を通した「地域経済へ
の効果」、雇用の創出、学生等の消費等の「直接的な効果」が注目されていることに
着目し、近年の関連施策との関連性を分析した。  
第３章では、大学による財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分析
視点に基づき、ベンチャー、中小企業支援に有効とされる米国の SBIR（中小企業
技術革新制度）と我が国との制度比較を行った。特に大学発の先端技術を商業化す
る大学の役割に注目し、大学が中小企業向け政府調達（Set Aside）の実行役となる
「最初の買い手」として商業化支援に関わるスキームを考察した。我が国の SBIR
は商業化官公需が米国の制度に類似するが、Set Aside のように調達額の達成を義務
とする制度でなく、法制度上の問題で公共調達は努力目標に留まること、さらには
政府の補助金が導入される私立大学には、何ら法的義務がない現状を課題として提
示した。 
第４章では、第３章同様、財・サービスの消費活動、調達活動の有用性という分
析視点に立ち、大学による地産地消を検討した。筆者の調査結果から、我が国の多
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くの大学は、地産地消が地域経済の活性化、地域振興に役立つと認識するも、地産
地消を実践する大学は約半数にとどまること。並びに学食等での地元農産物の使用
は、政府が促進する六次産業化と地域経済振興に向けて期待されるが、大学の取組
みは低調であることを明らかにした。その理由として、「六次産業化・地産地消法」
が、学校給食において地元農産物の積極的に利用することを義務化するも、大学は
その対象になっていないこと。大学は学生サービスの一環として、安価な食事の提
供を重要視しており、品揃えの不安定で、安定かつ安価な生産物の供給が難しい地
場農産物の積極的な使用に懸念を持っている点を課題として指摘した。  
第５章では、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援について、PILOT
（Payment in Lieu of Taxes、善意に基づく税の代替支払）の事例検討を行った。
PILOT は、税収減に苦しむ地方自治体が、免税措置を受ける大学等の非営利団体に
対して固定資産税に代わる「善意」に基づく支払いを求める制度である。地方自治
体は PILOT を歳入の一部として公共サービスの維持・提供を行うが、一部の大都
市を除き、大多数の地方自治体の歳入に占める PILOT 収入は１％程度と、歳入確
保に向けた効果は限定的であることを明らかにした。  
第６章では、非営利病院が連邦税、地方税の免税資格を維持するために法的に課
せられた地域貢献義務とその要件について考察した。制度導入当初は、地域貢献の
可視化の一環として、貧困者に対する医療費支援を通じた経済的支援が要件となっ
ていた。近年は、病院が地域の健康問題、健康格差を解決のための諸活動に対する
支出にも配慮するよう要件が変更されている。これは、病院の経済活動、資産を用
いた健康的かコミュニティ形成という AI 戦略との連動性が期待されるものである
が、依然として病院の地域貢献は、医療費支援に留まっている点を指摘した。 
終章では、本研究の総括と今後の課題を明示した。  
研究における知見 
本論文の序章において、①大学が行う財・サービスの消費活動、調達活動の有効
性、②大学の経済力、資産を活用した公的サービスの代替機能の実効性、及び③病
院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性、という３つの分析視点を設定し
た。本章では、それぞれの分析視点に基づく本研究の総括と今後の課題を述べる。  
122 
 
第一の分析視点である、大学が行う財・サービスの消費活動、調達活動は、地域
経済振興に繋がる最も有効的な手段である。AI 戦略を展開する米国の大学・病院で
は、財・サービスの調達に地元企業からの購入額に目標値を定めている例が多い。
現在、我が国の大学を中心とした地域振興政策は、地域の雇用創出、就職率の向上、
地方への人の集積と若年層人口の首都圏一極集中の解消を目指している。同時に、
先端技術、地場産品など、大学が「買い手」となることが社会的に意義高い手法に
対し、法が努力義務を課すような政策誘導が期待される。その一方で、米国の大学
同様に、我が国の大学においても、自主財源の範囲内で中小企業支援、納入業者の
ダイバーシティ向上を目的とした財・サービスの調達活動への取り組むことは社会
的に意義が高い。国公私を問わず大学は、公正性、経済性を優先した予算執行とな
りがちである。調達活動すべてに経済性を追求することなく、地域経済振興という
社会政策の実現といった観点も重要となる。加えて、地元企業からの財・サービス
調達に目標値を定め、実績を公表していくことは、大学の社会貢献活動における定
量的な評価指標の一つとして有効と捉える良い機会と考える。  
第二の分析視点は、大学の資産を梃とした地方自治体への財政支援の実効性であ
る。本研究で見たように、PILOT を通じた大学、病院による財政支援は、大規模の
大学や病院が集積するボストンのような大都市では一定の効果は見込まれる。我が
国において PILOT が導入された場合、大学、病院、同じく免税措置を受ける宗教
法人が数多い京都のような大都市圏では成立するであろう。今後の研究テーマとし
て取り組んでみたい。但し、ボストン市の事例で見た通り、形式的には大学、病院
の「慈善」に基づく財政支援であっても実質的には強制性が働いている。ゆえに、
PILOT はより課税に近い制度といえる。この PILOT をめぐる動きから、我が国が
学ぶべきことは、大きく２つある。第一に非営利法人に認められた免税措置の規模
と実践する地域貢献の規模のバランスを如何にとるか。第二に、地域コミュニティ
が目に見えて理解・認識しやすい地域貢献の実践である。この意味においては、莫
大な資産の一部を財政支援という形で金銭納付する PILOT は、地域コミュニティ
からすると貢献の度合いは測りやすい事業である。  
第三の分析視点は、病院を中心とした医療機関による地域貢献の特殊性である。
病院、医療機関が有する AI 機関としてのポテンシャルは、その莫大が経済規模か
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らも非常に高い。しかし、非営利病院が免税資格の維持のために取り組む地域貢献
は、いまだ慈善診療が殆どである。ここから本研究が特に注目する点は、第二の分
析視点でも注目した地域貢献の可視化、数値化の問題である。義務化された地域貢
献の本質が免税措置の維持である以上、病院にとっては、効果の評価に時間がかか
ったり、数値化しづらい事業には積極的になれない。それなら単純明快に、旧 来通
りの慈善治療への支出を通じた地域貢献へと収斂される当然の流れである。その点、
納入業者のダイバーシティを高める財・サービスの購入・調達活動による経済振興
と健康的なコミュニティ形成を目指した地域貢献は、慈善治療への支出同様に比較
的容易に取り組みやすい手法といえる。第二の分析視点にも通じるが、免税措置を
受ける非営利法人としての大学、病院に求められる地域貢献、あるいは我が国にお
ける地域貢献の評価という点からも、米国の病院の地域貢献の義務化は、多くの示
唆をもたらしている。  
研究の限界と課題 
地域貢献を目指した州立大学が戦後の高等教育の大衆化の受け皿となった米国と、
中央集権的な大学管理が行われ、必ずしも地域と密接でない私立大学が高等教育大
衆化の受け皿となった我が国とは、歴史的かつ制度的な差異は大きい。我が国にお
ける大学を論じるに際し、本来は、国立、公立、私立という設置形態、大学のロケ
ーションといった物理的な差異を思料すべきである。ゆえに、本研究では、日米の
大学や病院を総合的に捉えたこと、緻密な計量分析に基づくものではなく事例研究
であること、取り上げた事例が限定的な選択にとどまっている点に限界がある。 
今後の研究課題としては、米国における大学の経済活動を中心とした産学官連携
による地域再生の実例を、大学の立地、規模、設置形態等で分類しモデル化するこ
とにある。そのうえで各モデルにおける具体的な取り組み手法（例：雇用促進、中
小企業支援、周辺地域の企業からの優先調達、住宅開発、起業家支援など）の特性、
共通性を見出すアプローチが必要となる。予想される結果としては、設置形態（公
／私立、研究／教育型）の分類では、具体的な取り組み手法に多くの類似性が、そ
の一方で立地環境（都市／地方都市／郊外型）や予算規模の分類では取り組み手法
にバラツキがあるものと考えられる。   
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